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１．計画の基本的事項  

(1) 計画の基本的な考え方 

 急速に少子高齢化が進む中、いわゆる団塊の世代が７５歳以上となる平成３７年 

（２０２５年）を見据え、限られた資源を有効に活用し、必要なサービスを確保していく

ため、医療及び介護サービスの提供体制の改革が必要となっている。 

 平成２６年６月に成立した「地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するため

の関係法律の整備等に関する法律」に伴う改正医療法に基づき、県では、平成２８年３月

に青森県地域医療構想を策定し、地域の実情を踏まえながら、病床の機能分化と連携を推

進し、効率的かつ質の高い地域医療サービスを確保していくための施策に取り組むことと

している。 

 本県では特に、急速な高齢化や医師不足等の医療課題を抱えており、これまでも「『良

医』を育むグランドデザイン」に基づく医師不足の解消、自治体病院の機能再編成を進め

ているほか、地域医療再生計画においては、「医師不足」「短い平均寿命」「厳しい自然・

地理条件下での医療提供」及び「高まる在宅医療ニーズへの対応」という本県の特徴的な

医療課題の解決に向け取り組んできたところである。 

 また、保健・医療・福祉サービスを必要な時に適切な内容で、総合的・一体的に提供す

るために関係機関が連携を図る仕組みである「保健・医療・福祉包括ケアシステム」の構

築を推進する中で、介護予防を通じた健康づくり、相談支援体制の整備、必要なケアを切

れ目なく提供する環境づくりに取り組んできたところである。今後も高齢化率の上昇が見

込まれる中で、高齢者が自立した日常生活を営むことができるよう、一人ひとりのニーズ

を的確に捉え、必要な介護サービスを受けられる体制の整備と、質の高い介護サービスを

担う介護従事者の安定的な確保に一層取り組んで行く必要がある。 

 地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するため、平成２８年度においては、

これまでの取組をさらに強化・発展させ、本県の喫緊の課題に対応するための取組を本計

画に盛り込むものである。 

 本県における医療介護総合確保区域については、二次保健医療圏及び老人福祉圏域と同

じとする。 

 

圏域名 構成市町村名

津軽地域保健医療圏
津軽地域老人福祉圏域

弘前市、黒石市、平川市、西目屋村、藤崎町、大
鰐町、田舎館村、板柳町

八戸地域保健医療圏
八戸地域老人福祉圏域

八戸市、おいらせ町、三戸町、五戸町、田子町、
南部町、階上町、新郷村

青森地域保健医療圏
青森地域老人福祉圏域

青森市、平内町、外ヶ浜町、今別町、蓬田村

西北五地域保健医療圏
西北五地域老人福祉圏域

五所川原市、つがる市、鯵ヶ沢町、深浦町、鶴田
町、中泊町

上十三地域保健医療圏
上十三地域老人福祉圏域

十和田市、三沢市、野辺地町、七戸町、六戸町、
横浜町、東北町、六ヶ所村

下北地域保健医療圏
下北地域老人福祉圏域

むつ市、大間町、東通村、風間浦村、佐井村
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 (2) 都道府県医療介護総合確保区域の設定 

 

(3) 計画の目標の設定等 

■ 青森県全体 

１．目標 

  医療及び介護の総合的な確保に向け、病床の機能分化・連携の推進及び医療従事者  

 の確保・養成を図るとともに、在宅医療提供体制の整備により、地域における医療連  

 携体制の充実を図る。  

  介護施設の整備により一人ひとりのニーズに合わせた介護サービスを受けられる 

 体制を整備するとともに、質の高い介護サービスを担う介護従事者の確保を図る 

 （目標とする指標は、事業ごとに設定。） 

 

 ① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

・地域医療構想上整備が必要な回復期機能の病床を年間 240 床増加 

・病床の機能を回復期機能へ転換する医療機関数 ５か所（H28 年度） 

・在宅療養支援診療所数 95 か所（H27 年度）→ 100 か所（H29 年度） 

・在宅医療に係る設備整備を行う施設数 32 か所（H28 年度） 

【定量的な目標値】 

・地域医療構想で記載する平成 37 年度に必要となる医療機能ごとの病床数 

  高度急性期 1,157 床 

  急 性 期 4,070 床 

  回 復 期 4,238 床 

  慢 性 期 2,362 床 

 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

・歯科医療機器貸出件数 89 件（H25 年度）→ 220 件（H28 年度） 

・在宅歯科診療の実施数 

 患者宅:164、施設:170（H25 年度）→ 患者宅:200、施設:200（H28 年度） 

・訪問看護ステーション従事者数（保健師、助産師、看護師、准看護師数） 

 403 人（H22 年度）→ 780 人（H32 年度） 

 

 

 ③ 介護施設等の整備に関する目標 

  平成２７年３月に策定された「あおもり高齢者すこやか自立プラン２０１５（第７

期青森県老人福祉計画・第６期青森県介護保険事業支援計画）」（計画期間：平成２７

年度～平成２９年度）に基づき、地域密着型サービス施設の整備を支援することで、

本プランの基本理念である「高齢者が生きがいを持ち、介護が必要になっても住み慣
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れた地域で安心して暮らせる青森県」の実現を目指す。 

 

【定量的な目標値】 

・地域密着型特別養護老人ホーム  912 床（37 カ所） → 1,095 床（43 カ所） 

・認知症高齢者グループホーム  5,087 床（330 カ所）→ 5,132 床（332 カ所） 

・小規模多機能型居宅介護事業所 786 人/月分(32 カ所) → 881 人/月分(43 カ所) 

・定期巡回・随時対応型訪問介護事業所 0 事業所 → 3 事業所 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 2 事業所 → 4 事業所 

・認知症対応型デイサービスセンター 63 事業所 → 64 事業所 

・介護事業所内保育施設 0 カ所 → 5 カ所 

・介護療養型医療施設からの転換 ２施設（16 床） 

 

 

  ④ 医療従事者の確保に関する目標 

・医師臨床研修マッチング数 71 名（H26 年度）→ 採用率全国平均以上 

 （マッチング率 H25 年度：全国 76.07％、本県 54.20％） 

・へき地医療拠点病院の常勤医指数 84 名→ 85 名（H29 年度） 

・医師修学資金貸与者 57 名（H27 年度）→ 82 名（H28 年度） 

・産科医に対する分娩手当支給医師数 63 人（H28 年度） 

・産科医及び産婦人科医数（人口 10 万人対） 

 7.1（H24.12.31 現在）→ 8.7（H29 年度） 

・新生児医療担当医に対する分娩手当支給医師数 17 人（H28 年度） 

・小児科医療に係る病院勤務医数（人口 10 万人対） 

 7.3（H23.10.1 現在）→ 9.2（H29 年度） 

・女性医師相談窓口（青森県医師会設置）への相談等件数 

82 件（H25 年度）→ 90 件（H28 年度） 

・県内の医療施設に従事する女性医師 369 人（H24 年度）→ 390 人 H29 年度） 

・勤務環境改善に取り組む医療機関数 0（H25 年度）→ 10（H29 年度） 

・輪番制による小児救急患者受入体制が整備される圏域数 ２圏域 

・一相談日あたりの小児救急電話相談件数 9.3 人（H25 年度）→ 12.9 人（H28 年度） 

・子どもの救急搬送件数 1,580 件（H26 年度）→ 1,402 件（H29 年度） 

・新人看護職員研修事業実施施設の新人看護職員数 

 375 人（H25 年度）→ 430 人（県内就業新人看護職員の 70％） 

・新人看護職員離職率 8.7％（H25 年度）→ 2.7％（H32 年度） 

・保健師助産師看護師実習指導者講習会受講修了者数 32 人／年 

・看護師等学校養成所の卒業生県内就業率 62.1％（H24 年度）→ 76.0％（H32 年度） 

・養成学校卒業生の県内就職率 62.1％（H24 年度）→ 76.0％（H32 年度） 

・看護教員養成講習会未受講者 19 人（H25 年度）→ 0 人（H32 年度） 

・認定看護師数 157 人（H26 年度）→ 167 人（H28 年度） 

・看護職員離職率 8.5%（H25 年度）→ 3.9%（H32 年度） 
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 ⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

介護職員の増加を目標とする。そのためには、介護職員に対する適正な処遇の確保が

不可欠であり、実際に職員の処遇を行う介護サービス事業所が、職員の処遇改善に対し

て真摯に取り組む必要がある。 

本県では、認証評価制度を人材確保策の中心におき、評価結果を県民や介護職員を志

す学生・求職者に広く周知するとともに、県が行う助成や指定等、介護保険に関するあ

らゆる事業の指標として本制度を位置づけ、認証を受けた事業所を重点的に支援してい

くこととする。 

併せて、人材確保に資すると考えられる事業を広く実施していくこととする。 

 

２．計画期間 

  （医療分）平成 28 年 4 月 1 日～平成 30 年 3 月 31 日 

  （介護分）平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

 

■ 医療介護総合確保区域（津軽地域、八戸地域、青森地域、西北五地域、上十三地 

 域及び下北地域）の目標及び計画期間 

 １．目標 

   県全体に同じ 

 

 ２．計画期間 

   県全体に同じ 

 

 

(4) 目標の達成状況 

別紙「事後評価」のとおり。 
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２．事業の評価方法               

(1) 関係者からの意見聴取の方法 

 平成２７年８月３１日～９月１５日 

  介護分について関係団体、市町村から事業提案募集 

  （照会先） 

   県医師会、県看護協会、県歯科医師会、県精神保健福祉協会、県薬剤師会、 

   県介護支援専門員協会、県介護福祉士会、県社会福祉協議会、県社会福祉 

   士会、日本認知症グループホーム協会青森県支部、県老人福祉協会、 

   県老人保健施設協会、学識経験者、県国民健康保険団体連合会、県市長会、 

   県町村会、県老人クラブ連合会、認知症の人と家族の会青森県支部、県理 

      学療法士会、県作業療法士会、県言語聴覚士会、各市町村 

  

 平成２７年１１月３０日～１２月２５日 

  医療分について医療機関、関係団体、市町村から事業提案募集 

   （照会先） 

    県内全病院、市町村、弘前大学、県医師会、県歯科医師会、県薬剤師会、 

    県看護協会、県理学療法士会、県作業療法士会、県臨床工学技士会、 

    全国自治体病院協議会青森県支部、青森県自治体病院開設者協議会、 

    全日本病院協会青森県支部 

 

 平成２８年３月２２日 

  県医療審議会において意見聴取（医療分） 

 

 平成２８年３月２４日 

  あおもり高齢者すこやか自立プラン推進協議会において意見聴取（介護分） 

 

 平成２８年４月１５日～５月１５日 

   パブリックコメント実施（県民からの意見聴取） 

 

(2) 事後評価の方法 

 計画の事後評価にあたっては、県医療審議会、あるいは個別分野に関して設置されている

協議会等の意見を聴きながら評価を行い、必要に応じて見直しなどを行うなどにより、計画

を推進していく。 

 

 

7



３．計画に基づき実施する事業

（１） 事業の内容等

(事業№ 1 )

事業の区分

【総事業費】

1,380,000千円

事業の対象と
なる医療介護
総合確保区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット
指標

アウトカムと
アウトプット
の関連

金額 1,380,000千円 公 千円

基金 国 521,871千円 民 千円

県 260,936千円 うち受託事業等（再掲）

計 782,807千円

597,193千円 千円

備考

アウトカム指標：
・地域医療構想上整備が必要な回復期機能の病床を年間２４０床増加
・在宅療養支援診療所数
　95箇所（H27年度）→100箇所（H29年度）

病床の機能分化・連携を推進するため、
①回復期病床等への転換に要する施設・設備整備
②地域全体の医療課題解決を図ることを目的とした広域的な病院再編に伴う
施設整備
③在宅医療提供体制を整備するのに要する設備整備等
に要する経費を補助する。

事業に要する
費用の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

その他

１．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事
業

事業名

病床機能分化・連携推進施設設備整備事業

県全体

医療機関、訪問看護事業所

平成２８年度～平成２９年度

背景にある医
療・介護ニー
ズ

・病床の機能を回復期機能へ転換する医療機関数
　５か所（H28年度）
・在宅医療に係る設備整備を行う施設数
　32か所（H28年度）

構想上必要とされる回復期病床4,238床の確保及び2,804人の在宅医療等への
移行推進のためには、回復期病床の整備及び在宅医療の提供体制の強化が必
要

・回復期病床確保のため、医療機関が行う施設・設備整備を支援。
・在宅医療への移行をすすめるため、在宅医療に必要となる設備整備を支
援。

（基金の年度毎支出額）
　H28年度　452,807千円
　H29年度　330,000千円

未定 
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(事業№ 2 )

事業の区分

【総事業費】

30,000千円

事業の対象と
なる医療介護
総合確保区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット
指標

アウトカムと
アウトプット
の関連

金額 30,000千円 公 10,000千円

基金 国 10,000千円 民 千円

県 5,000千円 うち受託事業等（再掲）

計 15,000千円

15,000千円

備考

１．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事
業

事業名

自治体病院等の機能再編促進事業

県全域

市町村

平成２８年度

地域で不足する回復期病床を確保するため、病院再編成により、主に急性期
機能を担う中核となる病院を整備することで、周辺の医療機関が回復期機能
を担う体制を構築する必要がある。

アウトカム指標：
・地域の回復期病床数：H37必要病床数を確保
（津軽地域：1,244床、八戸地域：1,082床、青森地域：1,127床、
　西北五地域：246床、上十三地域：371床、下北地域：168床）

総事業費

背景にある医
療・介護ニー
ズ

・地域の病院再編により整備する中核病院で必要となる（救急等の）医療を
確保するため、市町村が弘前大学から医師の派遣を受け、地域の医療体制を
確保する取り組みに対し支援する。

・中核病院の医師確保数
  ２名増加

地域の病院再編成により、急性期機能を中心とした中核病院を整備すること
で、周辺の医療機関が回復期機能を担う体制が整備され、回復期病床の増加
が見込まれる。

事業に要する
費用の額

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

その他

（基金の年度毎支出額）
　H28年度　 15,000千円
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(事業№ 3 )

事業の区分

【総事業費】

38,193千円

事業の対象と
なる医療介護
総合確保区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット
指標

アウトカムと
アウトプット
の関連

金額 38,193千円 公 千円

基金 国 25,462千円 民 25,462千円

県 12,731千円 うち受託事業等（再掲）

計 38,193千円

千円 17,649千円

備考

回復期を担当する医療従事者及び在宅医療に従事する者を養成・確保するた
め、
①回復期病床・在宅医療を担う医療従事者（医師、看護師、薬剤師、ＰＴ
等）に対する専門的な研修
②回復期・在宅医療を担当する看護師・ＰＴ等を増やすための広報
を行う。

・医療従事者に対する研修受講者数：
　　看護師、ＰＴ等各職種につき５０人／年

地域医療構想達成に向けて必要とされる回復期機能病床・在宅療養支援診療
所等の整備に必要不可欠な看護師、ＰＴ等が各職種につき５０人／年確保さ
れる。

事業に要する
費用の額

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

その他

（基金の年度毎支出額）
　H28年度　38,193千円

事業名

病床機能転換促進事業

１．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事
業

県全体

県（県医師会ほか委託）、訪問看護ステーション

平成２８年度

構想上必要とされる回復期病床4,238床の確保及び2,804人の在宅医療等への
移行推進のためには、回復期・在宅医療を担当する看護師・ＰＴ等の確保が
必要不可欠である。

アウトカム指標：
・地域医療構想上整備が必要な回復期機能の病床を年間２４０床増加
・在宅療養支援診療所数
　95箇所（H27年度）→100箇所（H29年度）

総事業費

背景にある医
療・介護ニー
ズ
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(事業№ 4 )

事業の区分

【総事業費】

4,000千円

事業の対象と
なる医療介護
総合確保区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット
指標

アウトカムと
アウトプット
の関連

金額 4,000千円 公 千円

基金 国 2,667千円 民 2,667千円

県 1,333千円 うち受託事業等（再掲）

計 4,000千円

千円 2,667千円

備考

県（県医師会委託）

平成２８年度

事業に要する
費用の額

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

その他

（基金の年度毎支出額）
　H28年度　4,000千円

背景にある医
療・介護ニー
ズ

構想上必要とされる回復期病床4,238床の確保及び2,804人の在宅医療等への
移行推進のためには、回復期・在宅医療を担当する看護師・ＰＴ等の確保の
みならず、各職種が連携して対応することが必要不可欠である。

アウトカム指標：
・地域医療構想上整備が必要な回復期機能の病床を年間２４０床増加
・在宅療養支援診療所数
　95箇所（H27年度）→100箇所（H29年度）

１．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事
業

事業名

医療介護連携促進事業

県全体

地域医療構想の達成に向けた病床の機能分化・連携を図るため、回復期病床
及び在宅医療等を担う医療従事者の多職種連携について研修を実施し、人材
を育成する。

・多職種連携研修受講者数：２００人

地域医療構想達成に向けて必要とされる回復期機能病床・在宅療養支援診療
所等の整備に必要不可欠な看護師、ＰＴ等が各職種につき５０人／年確保さ
れる。

総事業費
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(事業№ 1 )

事業の区分

【総事業費】

2,560千円

事業の対象と
なる医療介護
総合確保区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット
指標

アウトカムと
アウトプット
の関連

金額 2,560千円 公 千円

基金 国 1,706千円 民 1,706千円

県 854千円 うち受託事業等（再掲）

計 2,560千円

千円 1,706千円

備考

今後、増加が見込まれる在宅患者に対して、適切な医療・介護サービスが供
給できるように在宅医療に係る提供体制の強化が必要

在宅歯科医療を推進するため、県歯科医師会に在宅歯科医療連携室を設置
し、在宅歯科医療希望者の歯科診療所の紹介、在宅歯科医療等に関する相
談、在宅歯科医療を実施しようとする医療機関に対する歯科医療機器等の貸
出を行う。

事業に要する
費用の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

その他

（基金の年度毎支出額）
　H28年度　2,560千円

平成２８年度

背景にある医
療・介護ニー
ズ

・歯科医療機器貸出件数
　89件（H25年度）→増加（H28年度）

アウトカム指標：
・在宅歯科診療の実施数
　患者宅:164、施設:170（H25年度）→患者宅:200、施設:200（H28年度）
　[青森県保健医療計画で設定]

訪問歯科診療を実施するために必要な歯科医療機器を貸出することで、個別
の歯科診療所が医療機器を整備する経費負担を抑えられ、訪問歯科診療の増
加が図られる。

２．居宅等における医療の提供に関する事業

事業名

在宅歯科医療連携室整備事業

県全体

県（県歯科医師会委託）
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(事業№ 2 )

事業の区分

【総事業費】

4,000千円

事業の対象と
なる医療介護
総合確保区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット
指標

アウトカムと
アウトプット
の関連

金額 4,000千円 公 千円

基金 国 2,667千円 民 2,667千円

県 1,333千円 うち受託事業等（再掲）

計 4,000千円

千円 2,667千円

備考

訪問看護ステーションを支援する訪問看護推進協議会を設置・運営し、訪問
看護に関する研修を実施するとともに訪問看護ステーションの普及・啓蒙活
動を行う。

事業に要する
費用の額

その他

背景にある医
療・介護ニー
ズ

アウトカム指標
・訪問看護ステーション従事者数（保健師、助産師、看護師、准看護師数）
　403人（H22年度）→780人（H32年度）

訪問看護に関する研修参加者：100名

訪問看護に関する研修を行うことで、訪問看護に関する理解を深め、訪問看
護ステーション従事者数の増加を図る。

平成２８年度

今後、増加が見込まれる在宅患者に対して、適切な医療・介護サービスが供
給できるように在宅医療に係る提供体制の強化が必要

訪問看護推進事業

県全体

県（全日本病院協会青森県支部委託）

２．居宅等における医療の提供に関する事業

事業名

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

（基金の年度毎支出額）
　H28年度　4,000千円
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(事業№ 1 )

事業の区分

【総事業費】

641,195千円

事業の対象と
なる医療介護
総合確保区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムと
アウトプット
の関連

金額 641,196千円 公 千円

基金 国 427,463千円 民 427,463千円

県 213,733千円 うち受託事業等（再掲）

千円 千円

備考

３．介護施設等の整備に関する事業

事業名
【No.1】青森県地域密着型サービス施設整備費補助
　　　　青森県施設開設準備経費助成特別対策事業費補助

青森圏域、津軽圏域、八戸圏域、西北圏域、上十三圏域、下北圏域

青森県

平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日

背景にある医
療・介護ニー
ズ

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。

アウトカム指標：地域密着型サービス施設等の定員総数　7,493人

①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。

　地域密着型特別養護老人ホーム　　　　　　　　　　２０３床（７カ所）
　小規模多機能型居宅介護事業所　　　　　　　　７７人／月分（０カ所）
　看護小規模多機能型居宅介護事業所　　　　　　　　　１８床（１か所）
　介護事業所内保育施設　　　　　　　　　　　　　定員５０名（５か所）

②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。

平成２７年３月に策定された「あおもり高齢者すこやか自立プラン２０１５
（第７期老人福祉計画・第６期青森県介護保険事業支援計画）」（計画期
間：平成２７年度～平成２９年度）に基づき、地域密着型サービス施設の整
備を支援することで、本プランの基本理念である「高齢者が生きがいを持
ち、介護が必要になっても住み慣れた地域で安心して暮らせる青森県」の実
現を目指す。
・地域密着型特別養護老人ホーム1,153床（37カ所） → 1,153床（45カ所）
・小規模多機能型居宅介護事業所
　　　　　　　　　　　　855人／月分（37カ所）→936人／月分（46カ所）
・認知症高齢者グループホーム 5,341床（344カ所） →5,386床（346カ所）
・看護小規模多機能型居宅介護事業所
　　　　　　　　　　　　　　 0人／月分（0か所）→18人／月分（2か所）
・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所　　　　　０か所→３か所
・介護事業所内保育施設　　　　　　　　　　　　　　５か所→５か所
・介護療養型医療施設から介護老人保健施設への転換　０か所→２か所

施設整備による利用者定員の増加を図り、地域で生活できる体制を整備す
る。

事業に要する
費用の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

（注１）

その他
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(事業№ 1 )

事業の区分

【総事業費】

182,240千円

事業の対象と
なる医療介護
総合確保区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット
指標

アウトカムと
アウトプット
の関連

金額 182,240千円 公 55,747千円

基金 国 55,747千円 民 千円

県 27,872千円 うち受託事業等（再掲）

計 83,619千円

98,621千円 千円

備考

平成２８年度

アウトカム指標
・医師臨床研修マッチング数
　71名（H26年度）→採用率全国平均以上
　（マッチング率　H25年度：全国76.07％、本県54.20％）
　[青森県保健医療計画で設定]

地域医療に従事する医師のキャリア形成の支援と一体的に、医師不足病院へ
の医師の配置等を行うための地域医療支援センターの運営を行う。

臨床研修病院合同説明会やレジナビフェアにおいて、医学生に青森県の研修
プログラムの魅力を発信し、臨床研修医の確保を図る。

４．医療従事者の確保に関する事業

事業名

地域医療支援センター運営事業

県全体

県

事業に要する
費用の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

その他

（基金の年度毎支出額）
　H28年度　83,619千円

病床の機能分化・連携を推進するため、それぞれの医療機能を担う医療従事
者の確保が必要

・臨床研修病院合同説明会の訪問者数：８６人（H２８年度）
・eレジフェア等の訪問者数：１４３人（H２８年度）
・レジナビフェアの訪問者数：１０５人（H２８年度）

背景にある医
療・介護ニー
ズ
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(事業№ 2 )

事業の区分

【総事業費】

80,000千円

事業の対象と
なる医療介護
総合確保区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット
指標

アウトカムと
アウトプット
の関連

金額 80,000千円 公 46,667千円

基金 国 46,667千円 民 千円

県 23,333千円 うち受託事業等（再掲）

計 70,000千円

10,000千円 千円

備考

アウトカム指標
・へき地医療拠点病院の常勤医師数
　84名（H25年度）→85名（H29年度）
・産科医及び産婦人科医数（人口10万人対）
　7.1（H24.12.31現在）→8.7（全国平均）を目指した増加（H29年度）
・小児科医療に係る病院勤務医数（人口10万人対）
　7.3（H23.10.1現在）→9.2（全国平均）を目指した増加（H29年度）

地域医療構想の達成に向けて各圏域において自治体病院等の再編が必要であ
り、地域の中核となる病院の機能を充実させるために、弘前大学への寄附講
座の設置及び東北大学への研究委託により、各圏域で必要となる（産科・小
児科・整形外科）医師の確保を図る。
また、へき地医療の確保のため、へき地医療拠点病院への指導医の派遣等を
行い、総合診療医を養成・確保する地域循環型良医育成システムを構築す
る。

事業に要する
費用の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

県、八戸市

平成２８年度

寄附講座の設置：１講座

弘前大学へ寄附講座を設置することで、人材を養成するほか、へき地拠点病
院等への指導医の派遣について大学からの協力を得る。

その他

（基金の年度毎支出額）
　H28年度　 70,000千円

県全体

４．医療従事者の確保に関する事業

事業名

自治体病院等の機能再編に必要な人材確保事業

背景にある医
療・介護ニー
ズ

病床の機能分化・連携を推進するため、それぞれの医療機能を担う医療従事
者の確保が必要
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(事業№ 3 )

事業の区分

【総事業費】

83,862千円

事業の対象と
なる医療介護
総合確保区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット
指標

アウトカムと
アウトプット
の関連

金額 83,862千円 公 10,350千円

基金 国 18,636千円 民 8,286千円

県 9,318千円 うち受託事業等（再掲）

計 27,954千円

55,908千円 千円

備考

事業に要する
費用の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

その他

４．医療従事者の確保に関する事業

事業名

（基金の年度毎支出額）
　H28年度　27,954千円

背景にある医
療・介護ニー
ズ

・産科医に対する分娩手当支給医師数
　63人（H28年度）

病床の機能分化・連携を推進するため、それぞれの医療機能を担う医療従事
者の確保が必要

・分娩手当の支給により、産科医及び産婦人科医の確保を図る。

平成２８年度

アウトカム指標
・産科医及び産婦人科医数（人口10万人対）
　7.1（H24.12.31現在）→8.7（全国平均）を目指した増加（H29年度）
　[青森県保健医療計画で設定]

産科を有する病院、診療所及び助産所において、分娩を取り扱う医師が分娩
手当を支給されている場合、その一部を補助する。
（補助率）1/3

産科医等確保支援事業

県全体

産科を有する病院、診療所、助産所
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(事業№ 4 )

事業の区分

【総事業費】

1,959千円

事業の対象と
なる医療介護
総合確保区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット
指標

アウトカムと
アウトプット
の関連

金額 1,959千円 公 435千円

基金 国 435千円 民 千円

県 218千円 うち受託事業等（再掲）

計 653千円

1,306千円 千円

備考

（基金の年度毎支出額）
　H28年度　653千円

平成２８年度

アウトカム指標
・小児科医療に係る病院勤務医数（人口10万人対）
　7.3（H23.10.1現在）→9.2（全国平均）を目指した増加（H29年度）
　[青森県保健医療計画で設定]

産科を有する病院、診療所及び助産所において分娩を取り扱った際に、新生
児担当医に手当てを支給している医療機関を対象として、その手当ての一部
を補助する。
（補助率）1/3

事業に要する
費用の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

その他

４．医療従事者の確保に関する事業

事業名

新生児医療担当医確保支援事業

県全体

産科を有する病院、診療所、助産所

背景にある医
療・介護ニー
ズ

・新生児医療担当医に対する分娩手当支給医師数
　17人（H28年度）

病床の機能分化・連携を推進するため、それぞれの医療機能を担う医療従事
者の確保が必要

・分娩手当の支給により、新生児医療担当医の確保を図る。
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(事業№ 5 )

事業の区分

【総事業費】

4,520千円

事業の対象と
なる医療介護
総合確保区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット
指標

アウトカムと
アウトプット
の関連

金額 4,520千円 公

基金 国 3,013千円 民 3,013千円

県 1,507千円 うち受託事業等（再掲）

計 4,520千円

千円 3,013千円

備考

平成２８年度

アウトカム指標
・県内の医療施設に従事する女性医師
　369人（H24年度）→390人（H29年度）

出産・育児及び離職後の再就業に不安を抱える女性医師等のための受付・相
談窓口を設置・運営する。

事業に要する
費用の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

その他

４．医療従事者の確保に関する事業

事業名

女性医師等就労支援事業

県全体

県（県医師会委託）

背景にある医
療・介護ニー
ズ

・女性医師相談窓口（青森県医師会設置）への相談等件数
　82件（H25年度）→90件（H28年度）

病床の機能分化・連携を推進するため、それぞれの医療機能を担う医療従事
者の確保が必要

女性医師の勤務環境の改善を図り、医師を確保につなげる。

（基金の年度毎支出額）
　H28年度　4,520千円
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(事業№ 6 )

事業の区分

【総事業費】

4,000千円

事業の対象と
なる医療介護
総合確保区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット
指標

アウトカムと
アウトプット
の関連

金額 4,000千円 公 2,667千円

基金 国 2,667千円 民 千円

県 1,333千円 うち受託事業等（再掲）

計 4,000千円

千円 千円

備考

平成２８年度

アウトカム指標
・看護職員離職率 　8.5％（H25年度）→3.9％（H32年度）

医師・看護師等の医療従事者の離職防止・定着促進を図ることを目指し、
PDCAサイクルを活用して勤務環境改善に向けた取組を行うための仕組みを活
用して勤務環境改善に取り組む各医療機関に対して総合的・専門的な支援を
行うために設置される「医療勤務環境改善支援センター」を運営する。

事業に要する
費用の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

その他

４．医療従事者の確保に関する事業

事業名

医療勤務環境改善支援センター運営事業

県全体

県

背景にある医
療・介護ニー
ズ

・本事業により勤務環境改善に取り組む医療機関数
　0（H25年度）→10（H29年度）

病床の機能分化・連携を推進するため、それぞれの医療機能を担う医療従事
者の確保が必要

勤務環境改善に取り組むことで、医療従事者の確保につなげる。

（基金の年度毎支出額）
　H28年度　4,000千円
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(事業№ 7 )

事業の区分

【総事業費】

14,137千円

事業の対象と
なる医療介護
総合確保区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット
指標

アウトカムと
アウトプット
の関連

金額 14,137千円 公 5,173千円

基金 国 6,283千円 民 1,110千円

県 3,142千円 うち受託事業等（再掲）

計 9,425千円

4,712千円 千円

備考

平成２８年度

アウトカム指標
・輪番制による小児救急患者受入体制が整備される圏域数：２圏域
　[青森県保健医療計画で設定]

休日・夜間に輪番制によって小児科医による小児救急医療体制を整備する事
業に対し運営費を補助する。
（補助率）2/3

事業に要する
費用の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

その他

４．医療従事者の確保に関する事業

事業名

小児救急医療体制整備事業

県全体

小児救急二次輪番病院

背景にある医
療・介護ニー
ズ

病床の機能分化・連携を推進するため、それぞれの医療機能を担う医療従事
者の確保が必要

津軽圏域の輪番参加病院数：４病院

輪番に参加する病院を支援し、確保することで輪番体制を維持する。

（基金の年度毎支出額）
　H28年度　9,425千円
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(事業№ 8 )

事業の区分

【総事業費】

8,347千円

事業の対象と
なる医療介護
総合確保区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット
指標

アウトカムと
アウトプット
の関連

金額 8,347千円 公 381千円

基金 国 5,565千円 民 5,184千円

県 2,782千円 うち受託事業等（再掲）

計 8,347千円

千円 5,184千円

備考

平成２８年度

アウトカム指標
・子どもの救急搬送件数
　1,580件（H26年度）→1,402件（H29年度）
　[青森県保健医療計画で設定]

保護者の不安解消と小児救急医療体制の補完を目的として小児救急医療電話
相談（#8000）を実施する。

事業に要する
費用の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

その他

４．医療従事者の確保に関する事業

事業名

小児救急電話相談事業

県全体

県（ダイヤルサービス（株）委託）

背景にある医
療・介護ニー
ズ

・一相談日あたりの相談件数
　9.3人（H25年度）→12.9人（H28年度）
　[青森県保健医療計画で設定]

病床の機能分化・連携を推進するため、それぞれの医療機能を担う医療従事
者の確保が必要

夜間の急な子どもの病気等について、電話相談によってアドバイスをするこ
とで、適正な救急車の利用を図る。

（基金の年度毎支出額）
　H28年度　8,347千円
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(事業№ 9 )

事業の区分

【総事業費】

30,362千円

事業の対象と
なる医療介護
総合確保区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット
指標

アウトカムと
アウトプット
の関連

金額 30,362千円 公 6,677千円

基金 国 10,121千円 民 3,444千円

県 5,060千円 うち受託事業等（再掲）

計 15,181千円

15,181千円 千円

備考

新人看護職員に対する研修により、新人看護師の職場定着を図る。

（基金の年度毎支出額）
　H28年度　15,181千円

平成２８年度

アウトカム指標
・新人看護職員離職率　8.7％（H25年度）→2.7％（H32年度）
　[青森県看護師等サポートプログラムで設定]

医療の安全の確保、看護職員の離職防止等のため、医療機関等が行う新人看
護職員研修に要する経費を補助する。
（補助率）1/2

事業に要する
費用の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

その他

４．医療従事者の確保に関する事業

事業名

新人看護職員研修事業

県全体

新人看護職員研修を実施する病院

背景にある医
療・介護ニー
ズ

・新人看護職員研修事業参加職員数
　事業実施施設の新人看護職員数375人（H25年度）→430人（県内就業新人看
護職員の70％）

病床の機能分化・連携を推進するため、それぞれの医療機能を担う医療従事
者の確保が必要
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(事業№ 10 )

事業の区分

【総事業費】

3,350千円

事業の対象と
なる医療介護
総合確保区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット
指標

アウトカムと
アウトプット
の関連

金額 3,350千円 公 千円

基金 国 2,233千円 民 2,233千円

県 1,117千円 うち受託事業等（再掲）

計 3,350千円

千円 2,233千円

備考

事業に要する
費用の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

その他

４．医療従事者の確保に関する事業

事業名

看護職員資質向上推進事業

県全体

県（県看護協会委託）

平成２８年度

アウトカム指標
・看護師等学校養成所の卒業生県内就業率
　62.1％（H24年度）→76.0％（H32年度）
　[青森県看護師等サポートプログラムで設定]

背景にある医
療・介護ニー
ズ

・保健師助産師看護師実習指導者講習会受講修了者数
　32人／年維持（受講定員40人の８割）

病床の機能分化・連携を推進するため、それぞれの医療機能を担う医療従事
者の確保が必要

県内医療機関での指導者の養成により、看護師に対する効果的な実習指導等
ができる体制が整備し、看護師の県内定着を図る。

（基金の年度毎支出額）
　H28年度　3,350千円

医療機関における実習指導者を対象として保健師助産師看護師実習指導者講
習会（特定分野を含む）を開催し、効果的な実習指導等ができるように必要
な知識・技術を習得させる。
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(事業№ 11 )

事業の区分

【総事業費】

99,254千円

事業の対象と
なる医療介護
総合確保区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット
指標

アウトカムと
アウトプット
の関連

金額 99,254千円 公 7,719千円

基金 国 66,169千円 民 58,450千円

県 33,085千円 うち受託事業等（再掲）

計 99,254千円

千円 千円

備考

・看護師等養成所の教育内容の向上、運営の適正化を図り、 学生によりよい
教育が提供されることにより、看護師等養成の促進、県内定着を図る。

（基金の年度毎支出額）
　H28年度　99,254千円

平成２８年度

アウトカム指標
・養成学校卒業生の県内就職率　62.1％（H24年度）→76.0％（H32年度）
　[青森県看護師等サポートプログラムで設定]
・看護教員養成講習会未受講者　19人（H25年度）→0人（H32年度）
　[青森県看護師等サポートプログラムで設定]

看護師等確保対策の一環として、看護師等養成所の教育内容の向上及び運営
の適正化を図ることを目的に、専任教員の人件費、生徒経費等運営に必要な
経費について補助する｡
また、看護師等の県内就業促進のため、卒業生の県内就職率に応じた支援を
行う。
（補助率）10/10

事業に要する
費用の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

その他

４．医療従事者の確保に関する事業

事業名

看護師等養成所運営費補助

県全体

看護師等養成所

・支援する看護師等養成所の数：8校10課程

背景にある医
療・介護ニー
ズ

病床の機能分化・連携を推進するため、それぞれの医療機能を担う医療従事
者の確保が必要
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(事業№ 12 )

事業の区分

【総事業費】

7,448千円

事業の対象と
なる医療介護
総合確保区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット
指標

アウトカムと
アウトプット
の関連

金額 7,448千円 公 千円

基金 国 2,699千円 民 2,699千円

県 1,349千円 うち受託事業等（再掲）

計 4,048千円

3,400千円 千円

備考

背景にある医
療・介護ニー
ズ

支援する養成所・病院数
・看護教員養成講習会へ受講させた養成所数：２校
・認定看護師等教育課程へ受講させた病院数：10病院

病床の機能分化・連携を推進するため、それぞれの医療機能を担う医療従事
者の確保が必要

看護師のキャリア支援を図ることで、提供する医療の質の向上、学生により
よい教育を提供することができる。

４．医療従事者の確保に関する事業

事業名

看護職員キャリアアップ推進事業

事業に要する
費用の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

その他

（基金の年度毎支出額）
　H28年度　4,048千円

県全体

看護師等養成所
病院

平成２８年度

アウトカム指標
・認定看護師数
　157人（H26年度）→167人（H28年度）
・看護教員養成講習会未受講者　19人（H25年度）→0人（H32年度）
　[青森県看護師等サポートプログラムで設定]

看護師等養成所が看護教員養成講習会へ受講させた際に要する経費及び病院
が看護師を認定看護師等教育課程へ受講させた際に要する経費の一部を補助
する。
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(事業№ 13 )

事業の区分

【総事業費】

10,000千円

事業の対象と
なる医療介護
総合確保区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット
指標

アウトカムと
アウトプット
の関連

金額 10,000千円 公 千円

基金 国 6,667千円 民 6,667千円

県 3,333千円 うち受託事業等（再掲）

計 10,000千円

千円 千円

備考

背景にある医
療・介護ニー
ズ

病院内保育所を設置する病院数：14施設

病床の機能分化・連携を推進するため、それぞれの医療機能を担う医療従事
者の確保が必要

・病院内保育所の設置により看護師等の勤務環境を改善し、離職率の低下を
図る。
・子育ての面から就業出来なかった看護師の再就業支援の一助とする。

（基金の年度毎支出額）
　H28年度　10,000千円

４．医療従事者の確保に関する事業

事業名

病院内保育所運営費補助

県全体

医療機関

平成２８年度

アウトカム指標
・看護職員離職率
　8.5％（H25年度）→3.9％（H32年度）

医療機関に勤務する職員のための保育施設を運営する事業に要する経費を補
助する。

事業に要する
費用の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

その他
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(事業№ 1 )

【総事業費】

25,771千円

事業の対象と
なる医療介護
総合確保区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムと
アウトプット
の関連

金額 25,771千円 公 1,130千円

基金 国 17,181千円 民 16,051千円

県 8,590千円 うち受託事業等（再掲）

千円 16,051千円

備考

県全域

青森県（公益社団法人青森県老人福祉協会外）

平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日

背景にある医
療・介護ニー
ズ

将来的にわたる安定的な介護人材の確保、職員の処遇改善による離職防止、
サービスの質の向上に向け、介護サービス事業所の見える化を推進する。

アウトカム指標：介護職員の人材確保と質の高いサービスの提供

職員の処遇改善、人材育成、サービスの質の向上に積極的に取り組む事業所
を県が認証する認証評価制度の運営
１　制度の運営
(1)　認証評価制度推進委員会（仮称）の設置・運営
(2)　認証審査・認証の付与
(3)　認証審査調査員の設置・研修実施
(4)　広報等
２　事業者支援
　(1)認証取得に向けたセミナーの開催
　(2)個別相談会・個別コンサルティング
３　サービスの質の評価に関する検討

１　認証評価制度参加を宣言する事業者数
　　０事業者→７０事業者
２　認証評価基準による評価を受けた事業者数
　　０事業者→３０事業者

各事業所等の情報の見える化により、安定的な人材確保と質の高いサービス
の提供を博多。

事業の区分

５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 基盤整備
（中項目） 基盤整備
（小項目） 人材育成等に取り組む事業所の認証評価制度実施事業

事業名

介護人材育成認証評価制度事業

事業に要する
費用の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

（注１）

その他
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(事業№ 2 )

【総事業費】

1,158千円

事業の対象と
なる医療介護
総合確保区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムと
アウトプット
の関連

金額 1,158千円 公 千円

基金 国 772千円 民 772千円

県 386千円 うち受託事業等（再掲）

千円 772千円

備考

事業名

新介護職員応援イベント開催事業

県全域

青森県（公益社団法人青森県老人福祉協会外）

平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日

背景にある医
療・介護ニー
ズ

入職後３年未満の離職率は高いことから、介護職の大切さを相互に認識し、
早期離職防止を図る。

アウトカム指標：１年未満、３年未満の離職率の減少（介護労働安定セン
ター調査：前年度比の減）

１　新介護職員を対象とした交流会を開催し、モチベーションの向上を図
　り、早期離職を防止する。併せて２７年度に本イベントに参加した介護
　職員の定着状況を調査する。
２　働きやすい職場環境づくりコンテストを開催し、優良事例を広く周知
　することで介護業界の雇用管理改善を促進し人材の定着を図るとともに
　コンテスト入賞事業者の取組や介護の現場で頑張っている若手職員を
　紹介するテレビ番組・映像を制作し、広く県民に周知する。

事業の区分

５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 労働環境・処遇の改善
（中項目） 勤務環境改善支援
（小項目） 管理者等に対する雇用管理改善方策・普及促進事業

１　新介護職員応援イベントに参加する新介護職員　　１００人
２　働きやすい職場環境づくりコンテスト入賞者　　３事業者

イベント等を通じ、若手介護職員のモチベーションを喚起し、３年未満の離
職率の減少を図る。

事業に要する
費用の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

（注１）

その他
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(事業№ 3 )

【総事業費】

3,507千円

事業の対象と
なる医療介護
総合確保区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムと
アウトプット
の関連

金額 3,507千円 公

基金 国 2,338千円 民 2,338千円

県 1,169千円 うち受託事業等（再掲）

千円

備考

事業名

介護職の魅力発信事業

県全域

公益社団法人青森県老人福祉協会

平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日

背景にある医
療・介護ニー
ズ

介護職に対するイメージは、依然としてマイナスイメージが強いことから、
介護職の魅力や大切さを広く県民へPRし、理解促進を図る必要がある。

アウトカム指標：介護職に対するイメージアップ（アンケート調査）

介護の魅力を発信する「介護体験コーナーや介護機器の展示スペースの設
置」「介護に関わる著名人等の講演」「県内福祉系学校の紹介ブースや施設
の紹介ブースの設置」「介護等の相談ブースの設置」などのプログラムや
ブースを設ける『あおもり介護の魅力発信フェスティバル』を開催する。

事業の区分

５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 参入促進
（中項目） 介護人材の「すそ野の拡大」
（小項目） 地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解促進事業

来場者数　１，０００人

介護職へのイメージアップを図り、介護を目指す就労者への理解と新規参入
を促進する。

事業に要する
費用の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

（注１）

その他
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(事業№ 4 )

【総事業費】

3,642千円

事業の対象と
なる医療介護
総合確保区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムと
アウトプット
の関連

金額 3,642千円 公

基金 国 2,428千円 民 2,428千円

県 1,214千円 うち受託事業等（再掲）

千円 千円

備考

事業名

介護技術コンテスト開催事業

県全域

社会福祉法人青森県社会福祉協議会

平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日

背景にある医
療・介護ニー
ズ

他の事業所等の介護技術を学ぶ機会は少ないことから、コンテストの開催に
より県内の介護従事者の技術向上を促進する。

アウトカム指標：介護従事者の技術の向上、応募事業所の増

（１）介護技術コンテスト検討・審査委員会の設置
　・外部の専門識者と介護実習・普及センター職員による検討・審査委員会
　　を設置し、事前打ち合わせや審査手順等を決定する。
（２）介護技術コンテストの周知
　・コンテストの参加者募集及びイベントの開催を関係機関等に周知して
　　来場者を募る（チラシ、ポスター、新聞広告等）。
（３）介護技術コンテストの開催
　　①記念講演
　　・施策や介護業界の最新の動向についての記念講演を行う。
　　・講師は大学教授や厚生労働省職員等を想定。
　　②コンテスト
　　・コンテスト対象者は介護職員
　　・出題内容は移動介助、排泄介助、食事介助等を想定
　　・コンテストは実技及び質疑応答を行い、内容を審査する。
　　・各部門優勝者を表彰し、記念品を贈呈する。

事業の区分

５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 参入促進
（中項目） 介護人材の「すそ野の拡大」
（小項目） 地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解促進事

業

来場者１００名
出場者　２０名

日頃の介護技術をコンテスト等で発表することにより、より向上した技術の
獲得を目指すことで県全体の介護技術の向上促進を図る。

事業に要する
費用の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

（注１）

その他
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(事業№ 5 )

【総事業費】

15,090千円

事業の対象と
なる医療介護
総合確保区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムと
アウトプット
の関連

金額 15,090千円 公

基金 国 10,060千円 民 10,060千円

県 5,030千円 うち受託事業等（再掲）

千円 5,656千円

備考

事業名

介護人材参入促進事業

県全域

青森県、養成施設、職能団体、事業者団体

平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日

背景にある医
療・介護ニー
ズ

介護福祉士国家試験制度の改正により、介護職員の実務者研修受講ニーズが
高まっているが、事業所は人手不足感が強く、職員が外部研修を受講しやす
いよう支援する必要がある。

アウトカム指標：代替職員派遣により研修受講した職員数の増

○小～大学生、高齢者や主婦等の一般の方を対象とした、福祉・介護の仕事
の大切さと魅力を伝えるための福祉・介護体験、セミナー、研修の実施
【養成施設、職能団体への補助】
○職場体験、学校訪問、出前講座等の実施
○高校・養成施設・事業者の意見交換会の開催
○福祉人材確保支援セミナー・福祉人材確保研究会の開催
○福祉人材センター・シルバー人材センター・ボランティアセンターの協議
の場の設置
【福祉人材センターへの委託】
○福祉人材センターのマッチングによる就業者への初任者研修受講料補助の
実施
【福祉人材センターへの補助】

事業の区分

５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 参入促進
（中項目） 介護人材の「すそ野の拡大」
（小項目） 地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解促進事業

ボランティアセンターとシルバー人材センター等の連携強化事業

介護分野での就労未経験者の就労・定着促進事業

○セミナー等受講者・職場体験実施者のうち、福祉・介護分野への進学・就
業者：１５％
○出前講座実施校数：１０校
○初任者研修受講料補助の実施：１００名

研修受講時の代替職員派遣により、職員の研修受講促進、資質とモチベー
ション向上を図り、離職を抑制する。

事業に要する
費用の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

（注１）

その他
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(事業№ 6 )

【総事業費】

2,790千円
事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとア
ウトプットの関
連

金額 2,790千円 公

基金 国 1,860千円 民 1,860千円

県 930千円 うち受託事業等（再掲）

千円 千円

備考

事業名 介護人材発掘育成事業

県全域

県及び八戸市

平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日

背景にある医
療・介護ニー
ズ

介護職の人材不足の解消に向け、介護の職場体験を通じた新たな人材の参入促進を図る。

アウトカム指標：新たな介護分野への就労者の確保（研修参加者の１割）

１　八戸市実施分
【介護未経験者や無資格者を対象に、地域密着型サービス事業所及び介護予
防・日常生活支援総合事業実施事業所への就労を目的とした研修支援事業】
・八戸市を実施主体として、八戸学院大学（福祉系の専門職養成・研究を
行っている教育機関）に事業を委託する。
・委託先が事務局となり、行政、学識経験者、介護事業者、市民代表等で構
成する運営委員会を組織し、事業を運営する。
・研修講師は介護サービス事業所職員、教育機関職員等があたる。
・研修期間は１ケ月程度（１回/週×５週）
・対象者は、活躍の場を求める50～70代、子育て中の主婦層、介護の知識を
習得したい方など
・受講者は30名（10名×3ｸﾗｽ　会場及び見学受入事業所の対応可能な人数）
を見込む。
・研修内容は座学及び実習（市内事業所見学や体験実習）
※受講修了者には修了証「（通称）ケアワークパスポート」を交付する。

事業の区分

５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 参入促進
（中項目） 介護人材の「すそ野の拡大」
（小項目） 若者・女性・高年齢者など多様な世代を対象とした介護の職場体験事業

２　県実施分
【将来の介護現場での就労意向のある５０歳～６４歳の中高年齢者に対し、
介護現場での就労の際に求められる最低限度の知識・技術等を習得できる入
門的な研修の実施】
・県を実施主体とし、八戸圏域以外の県内５圏域において、高齢者介護関係
の研修会等を開催した実績のある団体等へ事業を委託して実施する。
・研修対象者は、ボランティアセンター、福祉人材センター、シルバー人材
センターの連携により掘り起こされた、将来の介護現場での就労意向のある
中高年齢者を想定。
・研修内容は、尊厳の保持と自立支援等介護職員としての心構え、基本的な
生活支援技術、緊急時の対応等に係る講義・現場体験として１３時間程度。
・受講者は150名（10名×3回×5圏域）を見込む。

受講者数：八戸市実施分－３０名、県実施分－１５０名

研修会を通じた介護職への理解や実践により、就労へ結びつくよう関係機関
と連携した実施を図る。

事業に要する
費用の額

総事業費
基金充当額

（国費）にお
ける公民の別

（注１）
その他
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(事業№ 7 )

【総事業費】

9,258千円

事業の対象と
なる医療介護
総合確保区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムと
アウトプット
の関連

金額 9,258千円 公

基金 国 6,172千円 民 6,172千円

県 3,086千円 うち受託事業等（再掲）

千円 6,172千円

備考

事業名

介護人材マッチング機能強化事業

県全域

青森県

平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日

背景にある医
療・介護ニー
ズ

多様な人材の参入を促進するため、求人条件と求職条件の調整を図り、きめ
細やかなマッチングを行う必要がある。

アウトカム指標：福祉人材センター経由の入職者数の増加

　施設・事業所における詳細な求人ニーズの把握、求職者の適性の確認及び
的確な求人情報の提供、就業後の適切なフォローアップ等を、青森県福祉人
材センターに配置した２名のキャリア支援専門員が一体的に実施する。
【青森県福祉人材センターへの委託】

事業の区分

５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 参入促進
（中項目） 地域のマッチング機能強化
（小項目） 多様な人材層に応じたマッチング機能強化事業

○福祉人材センター経由の入職者数：
平成２６年度１１３人→平成２８年度２５６人

キャリア支援専門員の配置、事業所訪問によるきめ細やかなマッチングによ
り、入職者数の増加を図る。

事業に要する
費用の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

（注１）

その他
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(事業№ 8 )

【総事業費】

735千円

事業の対象と
なる医療介護
総合確保区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムと
アウトプット
の関連

金額 735千円 公

基金 国 490千円 民 490千円

県 245千円 うち受託事業等（再掲）

千円 千円

備考

事業名

新採用介護職員人材育成定着支援事業

県全域

公益社団法人青森県老人福祉協会

平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日

背景にある医
療・介護ニー
ズ

介護分野における新人職員の人材育成を担う人材計画等の推進により、質の
向上を図る。

アウトカム指標：新人職員の人材育成と質の向上

　新人職員に対し、プリセプターシップ、エルダー・メンターシップ、
チューター制度などを整備しようとする事業者に対し、当該制度構築のため
の研修を実施する。

事業の区分

５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 資質の向上
（中項目） キャリアアップ研修の支援
（小項目） 新人職員に対するエルダ－、メンター制度等導入支援事業

研修受講者数　３０名

研修受講後の事業所において、より手厚い人材育成の構築により、離職者の
防止や職員の質の向上を図る。

事業に要する
費用の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

（注１）

その他
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(事業№ 9 )

【総事業費】

1,696千円

事業の対象と
なる医療介護
総合確保区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムと
アウトプット
の関連

金額 1,696千円 公 千円

基金 国 1,130千円 民 1,130千円

県 566千円 うち受託事業等（再掲）

千円

備考

事業名

初任者介護職員ヒューマンスキルアップ事業

県全域

公益社団法人青森県老人福祉協会

平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日

背景にある医
療・介護ニー
ズ

離職率の高い３年未満の介護職員の離職防止や若手職員の人材育成を支援す
る。

アウトカム指標：３年未満の離職率の減（介護労働安定センター調査：前年
度比の減）

経験年数３年未満の介護職員を対象に、３コースの研修を開催する。定員は
各回ともに７０名で、講師１名とファシリテーター３名によりワークショッ
プ形式で行う。
１　根っこコース：折れない心を身につける
２　幹コース：考え抜く力を高める・チームで働く力を高めるⅠ
３　枝葉コース：前に踏み出す力を高める・チームで働く力を高めるⅡ

事業の区分

５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 労働環境・処遇の改善
（中項目） 勤務環境改善支援
（小項目） 多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業

研修受講者　２１０人

研修受講者が介護職への誇りややりがいを持ち続けることができるよう、同
じ年数の経験を持つ職員同士による質の向上を図る。

事業に要する
費用の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

（注１）

その他
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(事業№ 10 )

【総事業費】

5,549千円

事業の対象と
なる医療介護
総合確保区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムと
アウトプット
の関連

金額 5,549千円 公

基金 国 3,700千円 民 3,700千円

県 1,849千円 うち受託事業等（再掲）

千円 千円

備考

事業名

介護ロボット導入支援事業

県全域

社会福祉法人青森県社会福祉協議会

平成２７年１１月１日～平成２９年３月３１日（予定）

背景にある医
療・介護ニー
ズ

介護サービス事業所の労務環境改善による人材確保の推進を図る。

アウトカム指標：労務環境の改善と介護サービス従事者の軽減負担（介護ロ
ボット導入施設数　１０施設）

(1) 介護ロボット導入のための研修会の実施
(2) 介護ロボットの施設への導入、有効活用の検討
(3) 最終年度の３年目において、(2)の結果を踏まえ、介護ロボット活用に係
るリーフレット等の作成・配布やホームページ上での公開などの方法により
広く普及・啓発を図る。

事業の区分

５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 労働環境・処遇の改善
（中項目） 人材育成力の強化
（小項目） 管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業

研修会への参加人数　１００人
介護ロボット普及・啓発のためのリーフレット等の作成　２万部

研修会等を通じ、介護ロボット導入の普及啓発を図り、職員の負担軽減を推
進する。

事業に要する
費用の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

（注１）

その他

事業に要する費用は平成28年度実施事業に係るもの
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(事業№ 11 )

【総事業費】

1,637千円

事業の対象と
なる医療介護
総合確保区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムと
アウトプット
の関連

金額 1,637千円 公 千円

基金 国 1,091千円 民 1,091千円

県 546千円 うち受託事業等（再掲）

千円 1,091千円

備考

事業名

キャリアパス導入支援セミナー開催事業

県全域

県（公益社団法人青森県老人福祉協会）

平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日

背景にある医
療・介護ニー
ズ

将来にわたる介護職員のキャリアパスを明確にすることにより、介護人材の
離職抑制を図る。

アウトカム指標：キャリアパス導入事業所の増

　キャリアパス制度導入のための研修会開催及び２７年度本セミナー受講事
業所のキャリアパス導入状況調査を行う。

事業の区分

５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 労働環境・処遇の改善
（中項目） 勤務環境改善支援
（小項目） 管理者等に対する雇用管理改善方策・普及促進事業

セミナー受講事業者　１００事業者

キャリアパス導入の推進により、将来のキャリア形成の具現化を促すことで
離職の抑制を図る。

事業に要する
費用の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

（注１）

その他
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(事業№ 12 )

【総事業費】

5,425千円

事業の対象と
なる医療介護
総合確保区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムと
アウトプット
の関連

金額 5,425千円 公

基金 国 3,617千円 民 3,617千円

県 1,808千円 うち受託事業等（再掲）

千円 2,330千円

備考

事業名

潜在的有資格者等再就業促進事業

県全域

青森県、養成施設、職能団体

平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日

背景にある医
療・介護ニー
ズ

本県の介護福祉士登録者のうち介護業務従事者は約半数にとどまり、即戦力
となることが期待される潜在的有資格者の再就業の促進が必要である。

アウトカム指標：再就業する潜在的有資格者の増加（研修受講者の３割）

①潜在的有資格者を対象とし、介護の知識や技術等を再確認し、円滑な再就
業を可能とするための研修を実施する。【養成施設、職能団体への補助】

②潜在的有資格者等を対象とし職場体験及び職場体験希望者に対する研修を
実施する。また、潜在的有資格者の所在把握のための調査を実施し、福祉人
材センターへの求職者登録や研修等の情報提供等の働きかけを行う。
【福祉人材センターへの委託】

事業の区分

５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 資質の向上
（中項目） 潜在的有資格者の再就職支援
（小項目） 潜在介護福祉士の再就職支援

研修受講者・職場体験実施者のうち再就業する者の割合　３０％

職場体験・研修の実施、所在把握による働きかけの強化等により、再就業す
る潜在的有資格者が増加する。

事業に要する
費用の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

（注１）

その他
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(事業№ 13 )

【総事業費】

1,143千円

事業の対象と
なる医療介護
総合確保区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムと
アウトプット
の関連

金額 1,143千円 公

基金 国 762千円 民 762千円

県 381千円 うち受託事業等（再掲）

千円

備考

事業の区分

５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 資質の向上
（中項目） キャリアアップ研修の支援
（小項目） 多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業

出張講座　県内６地区×２か所

出張講座ができるスーパーバイザーを養成し、派遣することで、介護人材の
定着促進を図る。

事業名

チームワーク強化支援事業

県全域

公益社団法人青森県老人福祉協会

平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日

背景にある医
療・介護ニー
ズ

介護現場での人間関係の問題は離職理由を占める要因の１つであり、チーム
ケアに関するスーパーバイザーを養成、希望する施設での講座等の開催によ
り、介護人材の定着促進に貢献する。

アウトカム指標：スーパーバイザー養成人数　１６人

（１）スーパーバイザーによる出張講座
スーパーバイザーが希望施設等へ出向き、チャレンジプログラムを実施す
る。また自らが受講したスーパーバイザー養成研修の内容を施設職員等へ講
義する。

（２）スーパーバイザー養成研修
スーパーバイザーの増員のため、外部から講師を招き入れ、チャレンジプロ
グラムへの理解やファシリテーター能力の取得を目指すための研修を実施す
る。

事業に要する
費用の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

（注１）

その他
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(事業№ 14 )

【総事業費】

5,363千円

事業の対象と
なる医療介護

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムと
アウトプット
の関連

金額 5,363千円 公

基金 国 3,575千円 民 3,575千円

県 1,788千円 うち受託事業等（再掲）

千円 963千円

備考

青森県

平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日

多様な人材層に対し、現場のニーズに応じた、スキルアップを図るための支
援を行う必要がある。

アウトカム指標：従事者の資質の向上

○福祉・介護従事者等を対象とした資格取得、スキルアップ等を促進するた
めの研修を実施する。
【養成施設、職能団体への補助】
【福祉人材センターへの委託】

○参加者数：平成２６年度３５０名→平成２８年度５００名

県全域

背景にある医
療・介護ニー
ズ

５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 資質の向上
（中項目） キャリアアップ研修の支援
（小項目） 多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業

事業の区分

事業名

介護人材キャリアパス支援事業

研修参加により、従事者の資質とモチベーションの向上が図られる。

事業に要する
費用の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

（注１）

その他
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(事業№ 15 )

【総事業費】

1,196千円

事業の対象と
なる医療介護
総合確保区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムと
アウトプット
の関連

金額 1,196千円 公

基金 国 797千円 民 797千円

県 399千円 うち受託事業等（再掲）

千円

備考

資質の向上
（中項目） キャリアアップ研修の支援
（小項目） 多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業

事業の区分

５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目）

事業名

中堅介護職員スキルアップ事業

県全域

背景にある医
療・介護ニー
ズ

事業に要する
費用の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

（注１）

その他

若手職員の人材育成を担う中堅職員のスキルアップにより、組織全体の活性
化と人材定着、サービスの質の向上が図られる。

公益社団法人青森県老人福祉協会

平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日

介護技術の研修はあるが、ヒューマンスキルを学ぶ機会は少なく、中堅職員
として若手職員の人材育成を担う役割を明確にし、若手職員の人材定着を図
る。

アウトカム指標：１年未満、３年未満の離職率の減少（介護労働安定セン
ター調査：前年度比の減）

勤務年数２年～５年未満の中堅職員を対象に、➀キャリアデザイン研修（２
日間）と②チームリーダーシップ研修（２日間）を開催する。定員は各回と
もに６０名で、講師１名とファシリテーター３名により、ワークショップ形
式で行う。

研修受講者　１２０人
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(事業№ 16 )

【総事業費】

1,295千円

事業の対象と
なる医療介護

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムと
アウトプット
の関連

金額 1,295千円 公

基金 国 863千円 民 863千円

県 432千円 うち受託事業等（再掲）

千円 千円

備考

介護事業者

平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日

将来に渡る人材育成を推進するため、アセッサー講習の受講による事業所内
での活用を促進させる。

アウトカム指標：事業所内での人材育成の促進

　介護キャリア段位制度におけるアセッサー講習を受講させるために事業者
が負担した受講料に対する支援を行う。
　なお、補助対象事業所については県が公表する。

アセッサー講習受講者数　年間８１人

背景にある医
療・介護ニー
ズ

アセッサー講習を修了し、評価者となり得る者を養成することにより、キャ
リア段位制度を導入する事業所の増につながり、介護人材の育成が促進され
る。

事業に要する
費用の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

（注１）

その他

事業の区分

５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 資質の向上

事業名

アセッサー講習受講支援事業

県全域

（中項目） キャリアアップ研修の支援
（小項目） 多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業
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(事業№ 17 )

【総事業費】

71千円

事業の対象と
なる医療介護
総合確保区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムと
アウトプット
の関連

金額 71千円 公 47千円

基金 国 47千円 民

県 24千円 うち受託事業等（再掲）

千円 千円

備考

資質の向上
（中項目） キャリアアップ研修の支援
（小項目） 多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業

事業の区分

５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目）

事業名

介護支援専門員資質向上事業

県全域

背景にある医
療・介護ニー
ズ

事業に要する
費用の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

（注１）

その他

介護支援専門員の更新研修の受講により、資質の向上が図られる。

青森県

平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日

介護支援専門員の更新研修の実施・受講推奨を図る。

アウトカム指標：介護支援専門員の資質の向上

介護支援専門員の更新研修を実施する。

更新研修受講対象介護支援専門員が全て受講
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(事業№ 18 )

【総事業費】

1,935千円

事業の対象と
なる医療介護
総合確保区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムと
アウトプット
の関連

金額 1,935千円 公

基金 国 1,290千円 民 1,290千円

県 645千円 うち受託事業等（再掲）

千円 千円

備考

一般社団法人青森県作業療法士会、一般社団法人青森県理学療法士会、青森
県言語聴覚士会

平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日

介護予防に携わる専門職員の資質の向上と各団体の共催によるネットワーク
の構築の強化により、各地域における介護予防・健康づくりの推進を図る。

アウトカム指標：専門職員の資質の向上

　介護予防・健康づくりの推進に資する指導者を養成するため、県内６地区
において、ＯＴ、ＰＴ、ＳＴの県内各士会が共催で、ＯＴ、ＰＴ、ＳＴに対
して研修を実施する。平成２７年度は３地区で、平成２８年度は３地区で実
施する。

研修受講者数　２４０名（６地区合計）

背景にある医
療・介護ニー
ズ

各職能団体の共催による研修会の開催により、ネットワークの強化と受講者
の資質の向上を図る。

事業に要する
費用の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

（注１）

その他

事業の区分

５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 資質の向上

事業名

介護予防・健康づくり推進指導者育成事業

県全域

（中項目） 地域包括ケア構築のための広域的人材養成
（小項目） 介護予防の推進に資するＯＴ，ＰＴ，ＳＴ指導者育成事業
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(事業№ 19 )

【総事業費】

3,510千円

事業の対象と
なる医療介護
総合確保区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムと
アウトプット
の関連

金額 3,510千円 公

基金 国 2,340千円 民 2,340千円

県 1,170千円 うち受託事業等（再掲）

千円

備考

資質の向上
（中項目） 地域包括ケア構築のための広域的人材養成
（小項目） 多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業

事業の区分

５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目）

事業名
生活行為向上リハビリテーション推進人材育成事業

県全域

背景にある医
療・介護ニー
ズ

事業に要する
費用の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

（注１）

その他

各職能団体の共催による研修会の開催により、従事者同士のネットワークが
強化されるとともに、資質向上が図られる。

職能団体

平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日

地域包括ケアシステム構築において重視されている、生活行為向上リハビリ
テーションを推進できる人材の養成が必要である。

アウトカム指標：従事者の資質の向上

○介護支援専門員、ＯＴ、ＰＴ、ＳＴ等に対して、生活行為向上リハビリ
テーションを推進するための研修を実施し、利用者の社会参加促進、地域包
括ケアの構築推進に寄与する。
【職能団体への補助】

○参加者数：３４０名
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(事業№ 20 )

【総事業費】

1,882千円

事業の対象と
なる医療介護
総合確保区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムと
アウトプット
の関連

金額 1,882千円 公 854千円

基金 国 1,254千円 民 400千円

県 628千円 うち受託事業等（再掲）

千円 400千円

備考

青森県
（認知症サポート医の養成：国立長寿医療研究センター委託）

平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日

今後増加する認知症患者へ対応するため、認知症サポート医の養成とサポー
ト医の市町村事業への協力を促進する。

アウトカム指標：２９年度までに認知症初期集中支援チームを設置する市町
村数　３０

１認知症サポート医の養成
　認知症サポート医養成研修に１２名の医師を公費で派遣する。

１認知症サポート医の数　４６名（２８年度末）
２市町村事業に協力する認知症サポート医の割合　２７年度よりも増加

背景にある医
療・介護ニー
ズ

認知症サポート医の養成とサポート医の市町村事業への協力により、２９年
度までに認知症初期集中支援チームを設置する市町村数を増加させる。

事業に要する
費用の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

（注１）

その他

事業の区分

５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 資質の向上

事業名 認知症サポート医の地域連携促進事業

県全域

（中項目） 地域包括ケア構築のための広域的人材育成
（小項目） 認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業
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(事業№ 21 )

【総事業費】

3,185千円

事業の対象と
なる医療介護
総合確保区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムと
アウトプット
の関連

金額 3,185千円 公

基金 国 2,124千円 民 2,124千円

県 1,061千円 うち受託事業等（再掲）

千円 2,123千円

備考

資質の向上
（中項目） 地域包括ケア構築のための広域的人材育成
（小項目） 認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業

事業の区分

５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目）

事業名
認知症初期集中支援チーム員・認知症地域支援推進員育成
事業

県全域

背景にある医
療・介護ニー
ズ

事業に要する
費用の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

（注１）

その他

市町村職員の認知症対応力を促進させ、認知症初期集中支援チームの設置を
増加させる。チーム員・推進員を養成することにより、認知症総合支援事業
の早期実施を促す。

青森県
（委託先）
認知症初期集中支援チーム員研修：認知症介護研究・研修東京センター
認知症地域支援推進員研修：国立長寿医療研究センター

平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日

平成３０年までに全市町村で実施する認知症総合支援事業の実施に向け、市
町村職員等の各種養成研修への参加を促進させ、認知症対応力を向上させ
る。

アウトカム指標：
２９年度までに認知症初期集中支援チームを設置する市町村数　３０
２９年度までに認知症地域支援推進員を設置する市町村数　４０

１認知症初期収集支援チーム員研修
国立長寿医療研究センターが実施する研修へ市町村職員等を３３名派遣す
る。
１認知症初期集中支援チーム員研修受講者数：２０名
２認知症地域支援推進員研修受講者数：４０名
３認知症地域支援推進員ネットワーク連絡会：推進員として配置されている
者の１００％受講
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(事業№ 22 )

【総事業費】

5,404千円

事業の対象と
なる医療介護
総合確保区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムと
アウトプット
の関連

金額 5,404千円 公

基金 国 3,603千円 民 3,603千円

県 1,801千円 うち受託事業等（再掲）

千円 3,603千円

備考

青森県
（委託先）
青森県医師会・青森県歯科医師会・青森県薬剤師会・青森県看護協会

平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日

一般病院や看護師、歯科医師、薬剤師等の認知症対応力を向上させ、地域で
の認知症患者への支援体制の強化を図る。

アウトカム指標：認知症対策の支援体制強化

①病院勤務の医療従事者向け認知症対応力向上研修
一般病院に勤務する医療従事者（医師等）を対象とした研修会を実施し、医
療機関における認知症対応力の向上を図る。
②かかりつけ医認知症対応力向上研修
日頃高齢者が受診する医療機関の医師（かかりつけ医）を対象とした研修会
を実施し、認知症対応力の向上を図る。
③歯科医師・薬剤師向け認知症対応力向上研修
歯科医師・薬剤師を対象に認知症対応力を向上を目的とした研修会を実施
し、早期発見・早期対応体制の構築を図る。
④看護師向け認知症対応力向上研修
看護管理者向けの研修会を実施し、看護管理者が認知症への対応に必要な知
識・技能を習得し、広く看護職員への認知症対応力向上を図る。

①医療従事者向研修：４８０名
②かかりつけ医研修：１２０名
③歯科医師・薬剤師向け研修：各１５０名
④看護師向け研修：５０名

背景にある医
療・介護ニー
ズ

専門領域以外の医療スタッフの認知症対応力を向上させることにより、地域
での支援体制の強化を促す。

事業に要する
費用の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

（注１）

その他

事業の区分

５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 資質の向上

事業名 医療従事者向け認知症対応力向上研修事業

県全域

（中項目） 地域包括ケア構築のための広域的人材育成
（小項目） 認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業
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(事業№ 23 )

【総事業費】

1,438千円

事業の対象と
なる医療介護
総合確保区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムと
アウトプット
の関連

金額 1,438千円 公 958千円

基金 国 958千円 民 千円

県 480千円 うち受託事業等（再掲）

千円 千円

備考

資質の向上
（中項目） 地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質向上事業
（小項目） 認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業

事業の区分

５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目）

事業名 介護従事者向け認知症対応力向上事業

県全域

背景にある医
療・介護ニー
ズ

事業に要する
費用の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

（注１）

その他

認知症患者に携わる介護サービス事業所職員の研修会参加により、サービス
の質の向上を推進させる。

県

平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日

増加する認知症介護を提供する実践者の対応力を向上させ、施設サービスの
質の向上を図る。

アウトカム指標：専門職員の資質とサービスの質の向上

１認知症介護実践者等養成事業
　認知症介護を提供する介護サービス事業所の管理者等の認知症介護技術の
向上を図る研修を実施する。
①認知症対応型サービス事業開設者研修
②認知症対応型サービス事業管理者研修
③小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修
④認知症介護指導者フォローアップ研修

２認知症介護基礎研修事業
　認知症介護に携わる介護保険施設・事業所等の介護職員等が、その業務を
遂行する上で基礎的な知識・技術とそれを実践する際の考え方を習得し、
チームアプローチに参画する一員として基礎的なサービス提供を行うことが
できるようにするための研修を実施する。

【認知症介護実践者等養成事業】
受講者－１名
【認知症介護基礎研修事業】
受講者－２１０名
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(事業№ 24 )

【総事業費】

11,392千円

事業の対象と
なる医療介護
総合確保区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムと
アウトプット
の関連

金額 11,392千円 公

基金 国 7,595千円 民 7,595千円

県 3,797千円 うち受託事業等（再掲）

千円 3,064千円

備考

青森県（社会福祉法人青森県社会福祉協議会）、青森市、弘前市、八戸市

平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日

市民後見人を養成し、地域の認知症高齢者などに対する権利擁護支援体制づ
くりを推進していく。

アウトカム指標：市民後見推進事業実施市町村数（１０市町村）

１成年後見制度の普及啓発（社会福祉法人青森県社会福祉協議会委託）
　①成年後見制度の理解促進のため、パンフレットやチラシを配布し、出張
　　出前講座を開催する。
　②市民後見人を養成していない市町村を対象とし、市民後見人養成研修を
　　実施し、市町村事業の実施を図る。

２市民後見に関する市町村事業経費の補助（青森市、弘前市、八戸市）
　市民後見推進事業を実施する市町村に対し、以下の事業内容に係る経費を補助す
る。
　①市民後見人養成研修
　②フォローアップ研修
　③市民後見推進（支援）協議会の開催
　④成年後見支援センター運営

１出前講座参加人数　３００人
２研修参加人数　５０人

背景にある医
療・介護ニー
ズ

出前講座や研修会の開催により、事業を実施する市町村が増加し、地域の権
利擁護支援体制づくりが推進される。

事業に要する
費用の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

（注１）

その他

事業の区分

５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 資質の向上

事業名 市民後見推進事業

県全域

（中項目） 地域包括ケア構築のための広域的人材養成
（小項目） 権利擁護人材育成事業
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(事業№ 25 )

【総事業費】

3,186千円

事業の対象と
なる医療介護
総合確保区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムと
アウトプット
の関連

金額 3,186千円 公 2,124千円

基金 国 2,124千円 民 千円

県 1,062千円 うち受託事業等（再掲）

千円 千円

備考

資質の向上
（中項目） キャリアアップ研修の支援
（小項目） 多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業

事業の区分

５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目）

事業名 医療介護連携調整実証事業

津軽圏域ほか

背景にある医
療・介護ニー
ズ

事業に要する
費用の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

（注１）

その他

圏域で策定した退院調整ルールを運用することで、要介護状態等の患者が退
院する際に調整漏れとなる件数が減少することが見込まれる。

県

平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日

今後、地域包括ケアシステムを構築するうえで、病院の入退院など、市町村
の境界を越えて医療・介護サービスが利用される場合の市町村間の連携を進
める必要がある。

アウトカム指標：退院調整がなされずに退院した患者の率

１　病院に入院している要介護（要支援）状態の患者が、居宅へ退院するた
めの準備の際に、病院からケアマネジャーへ着実な引き継ぎを行うために、
病院、居宅介護支援事業所の介護支援専門員、市町村（地域包括支援セン
ター）が協議して、退院調整のためのルールを策定する。
　また、既に策定した圏域において退院調整ルールを運用する。（津軽圏
域）

２　医療機関など社会資源を共有する二次医療圏単位での在宅医療・介護連
携体制の構築を目標に、関係者を集めた懇談会を開催し、連携に係る課題を
抽出し、解決に向けた検討を行い、在宅医療・介護連携推進事業への円滑な
取り組みを目指す。

対象圏域で退院調整ルールを策定・運用する。
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(事業№ 26 )

【総事業費】

15,962千円

事業の対象と
なる医療介護
総合確保区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムと
アウトプット
の関連

金額 15,962千円 公

基金 国 10,642千円 民 10,642千円

県 5,320千円 うち受託事業等（再掲）

千円 千円

備考

公益社団法人青森県医師会

平成２８年４月１日～平成３０年３月３１日

医療の知識を併せ持つ介護職員の養成により、介護サービス事業所において
より質の高い適切なサービスを提供できる体制整備を推進する。

アウトカム指標：養成された職員が在職する施設数（５ヶ所）

　介護職員の医学知識習得による資質向上を目的として、介護施設に勤務す
る介護職員を対象に准看護師養成所（２年課程）への進学を促すため、学費
等を支援する事業に要する経費を補助する。
　（平成２７年度　進学希望者等の調査、募集
　　　　　　　　協議会における事業の仕組の検討等）
　平成２８年度　入学金、授業料等の支援
　　　　　　　　協議会における事業報告及び次年度計画等の検討
　平成２９年度　授業料等の支援
　　　　　　　　協議会における事業報告等

介護職員の准看護師免許取得者３０人

背景にある医
療・介護ニー
ズ

医療の知識を併せ持つ介護職員の養成により、介護サービス事業所において
より質の高い適切なサービスを提供できる体制整備を推進する。

事業に要する
費用の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

（注１）

その他

事業に要する費用は平成28年度実施事業に係るもの

事業の区分

５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 資質の向上

事業名
医療介護連携介護職員養成モデル事業

県全域

（中項目） キャリアアップ研修の支援
（小項目） 多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業
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(事業№ 27 )

【総事業費】

18,555千円

事業の対象と
なる医療介護
総合確保区域

事業の実施
主体

事業の期間

アウトプット指標

アウトカムと
アウトプット
の関連

金額 18,555千円 公 1,291千円

基金 国 12,370千円 民 11,079千円

県 6,185千円 うち受託事業等（再掲）

千円 11,079千円

備考

資質の向上

平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日

喀痰吸引を実施できる介護職員の養成により、介護サービス事業所での医療
的ケアができる体制整備を推進する。

アウトカム指標：第２号研修：３００人、第３号研修：１５人

１　第2号研修
①喀痰吸引等研修（第２号研修）の実施
②実地研修時に受講生に対し実技指導及び評価を行う「指導看護師」を養成
するための講習会の実施
③総事業費：16,303千円

２　第3号研修
①喀痰吸引等研修（第３号研修）の実施
②実地研修時に受講生に対し実技指導及び評価を行う「指導看護師」を養成
するための講習会の実施
③総事業費：2,252千円

医療的ケアを実施できる介護職員を養成し、介護サービス事業所の指定増加
を図る。

（中項目） キャリアアップ研修の支援
（小項目） 多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業

事業の区分

５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目）

事業名
【№15】介護職員等医療的ケア研修事業

県全域

背景にある医
療・介護ニー
ズ

事業に要する
費用の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

（注１）

その他

青森県
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(事業№ 28 )

【総事業費】
3,542千円

事業の対象と
なる医療介護
事業の実施

主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムと
アウトプット
の関連

金額 3,542千円 公 2,361千円

基金 国 2,361千円 民 千円

県 1,181千円 うち受託事業等（再掲）

千円 千円

備考

事業に要する
費用の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

（注１）

その他

事業に要する費用は平成28年度実施事業に係るもの

事業の区分 （大項目） 　資質の向上
（中項目） 　キャリアアップ研修の支援

事業名 　「多職種ごちゃまぜ研修会（IPE)」開催事業

平成２８年４月１日～平成３０年３月３１日

　在宅医療・介護連携を推進し、医療・介護サービスを一体的に提供するた
めに、医療・介護職員の多職種連携への理解を促進し、顔の見える関係づく
りを進める必要がある。

アウトカム指標：医療・介護職員の多職種連携への理解促進

○医療・介護職員等を対象に、多職種連携によるチームケアのリーダーとし
て必要となる知識等に係る研修を実施し、現場のリーダー等の育成による介
護サービスの質の向上を図る。
○多職種連携の促進や地域自主団体等のネットワーク構築支援により、地域
包括ケアと在宅医療の取組をつなぎ、ソーシャルキャピタルの活用を図るこ
とで、連携した一体的な支援を推進する。
○医療・介護の分野を超えた「顔の見える関係づくり」を推進するため、中
央講師による多職種連携教育に関する地域別の研修会を開催。
○対象：医師会、医師やケアマネ等の医療・介護・保健関係者、市町村等行
政関係者、地域自主団体等
○二次保健医療圏毎に、講演及びワークショップを開催（年3か所×3回、2年
合計：6圏域×3回）

研修参加者数　各回１００人

　研修会の開催により、医療・介護職員の多職種連携への理解促進を図る。

５．介護従事者の確保に関する事業

（小項目） 　多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業

　県全域

　青森県

背景にある医
療・介護ニー
ズ
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(事業№ 29 )

【総事業費】
1,274千円

事業の対象と
なる医療介護

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムと
アウトプット
の関連

金額 1,274千円 公

基金 国 849千円 民 849千円

県 425千円 うち受託事業等（再掲）

千円 849千円

備考

（小項目） 地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質向上事業

事業の区分 （大項目） 資質の向上

事業名
地域包括支援センター職員等研修事業

県全域

青森県（青森県地域包括・在宅介護支援センター協議会等）

背景にある医
療・介護ニー
ズ

事業に要する
費用の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

（注１）

その他

平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日

地域包括ケアシステムの中心となる地域包括支援センターの職員や介護予防
支援従事者の資質の向上を図り、介護予防事業の適正な取組を推進する。

アウトカム指標：介護予防に携わる職員の資質の向上

①地域包括支援センター職員研修
　新しい包括的支援事業への対応力を養うことを目的とした研修を実施す
る。
②介護予防支援従事者研修
　総合事業に関するケアマネジメントを含めた介護予防支援従事者の資質向
上を図るための研修を実施する。
③介護予防ケアプランの質の向上に向けた研修
　介護予防ケアプランの作成や事例検討等の介護予防ケアマネジメントに関
する研修を実施する。

受講者数
①年間５８人（各センター１名）
②年間３００人
③年間３００人

研修会の開催により、新たに従事する職員等を含め資質の向上を図る。

（中項目） 地域包括ケア構築のための広域的人材養成

５．介護従事者の確保に関する事業
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(事業№ 30 )

【総事業費】
1,914千円

事業の対象と
なる医療介護
事業の実施

主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムと
アウトプット
の関連

金額 1,914千円 公

基金 国 1,276千円 民 1,276千円

県 638千円 うち受託事業等（再掲）

千円 1,276千円

備考

平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日

新たな総合支援事業と地域包括ケアシステムの推進を図るため、生活支援
コーディネーターの養成と配置を推進する。

アウトカム指標：配置市町村の増（８市町村）

　生活支援コーディネーターを養成するための研修（年１回受講者２００
名）及び生活支援コーディネーター情報交換会（年１回）の開催。

研修受講者数　２００名

生活支援コーディネーターの養成研修を開催し、市町村での配置を推進す
る。

事業名
生活支援コーディネーター養成研修事業

県全域

青森県

背景にある医
療・介護ニー
ズ

事業の区分 （大項目） 資質の向上
（中項目） 地域包括ケア構築のための広域的人材養成

５．介護従事者の確保に関する事業

（小項目） 地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質向上事業

事業に要する
費用の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

（注１）

その他
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(事業№ 31 )

【総事業費】

594千円

事業の対象と
なる医療介護

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムと
アウトプット
の関連

金額 594千円 公

基金 国 396千円 民 396千円

県 198千円 うち受託事業等（再掲）

千円 千円

備考

事業の区分

５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 資質の向上

研修会の参加により、サービス責任者の資質の向上を図る。

事業名 訪問介護サービス提供責任者研修事業

県全域

背景にある医
療・介護ニー
ズ

事業に要する
費用の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

（注１）

その他

公益社団法人青森県老人福祉協会

平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日

適切なアセスメントや訪問計画書の作成、事業所内での指導力等を推進する
ための資質の向上を図る。

アウトカム指標：サービス責任者の資質の向上

訪問介護の現場を担うサービス提供責任者に対する研修を受講料無料で実施
する。

参加者数
平成２７年度１４０人→１６０人

（中項目） キャリアアップ研修の支援
（小項目） 多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業
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(事業№ 32 )

【総事業費】

千円

事業の対象と
なる医療介護

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムと
アウトプット
の関連

金額 千円 公

基金 国 千円 民 千円

県 千円 うち受託事業等（再掲）

千円 千円

備考

小規模事業所の介護支援専門員の資質の向上と、各地域におけるネットワー
クの拡大と地域全体のケアプランの質の向上が図られる。

事業に要する
費用の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

（注１）

その他

公益社団法人青森県介護支援専門員協会

平成２８年１１月１日～平成２９年３月３１日

小規模な事業所においては、介護支援専門員の人材育成が困難であり、他の
事業所の経験豊富な主任介護支援専門員との同行型実地指導は、スキルアッ
プだけでなく、より適正なケアプランの作成ができることとなり、地域での
ネットワークの構築が促進される。

アウトカム指標：介護支援専門員の資質の向上

（１）介護支援専門員初任者支援事業
　地域の経験豊かな主任介護支援専門員が小規模事業所の初任者の一連の業
務に同行して、実地の指導・支援を行う。
（２）介護支援専門員業務適正化事業
　地域の経験豊かな主任介護支援専門員がケアプラン作成に係る一連の作業
に同行し、自立支援に資するケアプランを作成できるよう支援を行う。ま
た、同行した主任介護支援専門員の報告を分析して共通課題を抽出し関係者
間の共有を図る。

参加者数　３０名

（中項目） キャリアアップ研修の支援
（小項目） 多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業

事業の区分

５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 資質の向上

事業名 介護支援専門員地域同行型研修事業

県全域

背景にある医
療・介護ニー
ズ
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１．事後評価のプロセス 

（１）「事後評価の方法」の実行の有無 

 事後評価の実施状況は次のとおりです。 

 

☑ 行った 

（実施状況） 

 ・平成 28 年 3 月 22 日 青森県医療審議会において議論 

 ・平成 28 年 8 月 10 日 あおもり高齢者すこやか自立プラン推進協議会に 

おいて審議（介護分） 

 

 □ 行わなかった 

 

 

 

（２）審議会等で指摘された主な内容 

 審議会等で指摘された主な内容は次のとおりです。 

 

審議会等で指摘された主な内容 

・指摘事項は特になく了承された。（青森県医療審議会 平成 28 年 3 月 22 日） 

・指摘事項は特になく了承された。 

（あおもり高齢者すこやか自立プラン推進協議会平成 28 年 8 月 10 日） 

 

 

 

２．目標の達成状況 

 

■青森県全体（目標） 

① 青森県の医療と介護の総合的な確保に関する目標 

  医療及び介護の総合的な確保に向け、病床の機能分化・連携の推進及び医療従事者 

 の確保・養成を図るとともに、在宅医療提供体制の整備により、地域における医療連 

 携体制の充実を図る。  

  介護施設の整備により一人ひとりのニーズに合わせた介護サービスを受けられる 

 体制を整備するとともに、質の高い介護サービスを担う介護従事者の確保を図る 

 （目標とする指標は、事業ごとに設定。） 
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□青森県全体（達成状況） 

＜医療分＞ 

１）目標の達成状況 

  ・ 急性期病床から回復期病床への転換について3施設で108床分を整備した。 

  ・ 地域医療情報共有システムを整備し、71施設が参加、平成27年度のカルテ公開 

    件数が264件となった。 

  ・ 青森県総合周産期母子医療センターの産科病床の増床に向けた改修工事を着工 

    した。 

・ 在宅歯科診療の実施数患者宅164件、施設170件（H25年度）より増加し、患者 

  宅101件、施設231件となった。 

・ 歯科医療機器貸出件数89件（H25年度）より増加し176件となった。 

・ 訪問看護推進協議会を設置した。 

・ 訪問看護ステーション従事者数403人（H25年度）より増加し564人となった。 

  ・ 医師臨床研修マッチング数71名（H26年度）より増加し76名となった。 

  ・ 20施設において産科医に分娩手当を支給した。 

  ・ 産科医及び産婦人科医数（人口10万対）7.1（H24年度）より増加し7.9人とな 

    った。 

  ・ ２施設において新生児小児科医に対し分娩手当を支給した。 

  ・ 小児科医療に係る病院勤務医数（人口10万対）7.3（H23年度）より増加し7.5 

    人となった。 

  ・ 県内の医療施設に従事する女性医師数369人（H24年度）より増加し391人とな 

    った。 

  ・ １医療機関が勤務環境の改善に取り組んだ。 

  ・ 小児二次救急医療輪番体制を１地域で維持した。 

  ・ 小児救急電話事業における一相談日あたりの相談件数9.3人（H25年度）より 

    増加し14.7件となった。 

  ・ 子どもの救急搬送件数1,358件（H25年度）より増加し1,580人となった。 

  ・ 看護職員離職率8.5％（H25年度）より改善し8.3％となった。 

  ・ 新人看護職員研修を30病院で実施。事業実施施設の新人看護職員数375人より 

    減少し363人となった。 

  ・ 新人看護職員離職率8.7％（H25年度）より低下し8.1％（H26年度）となった。 

  ・ 保健師助産師看護師実習指導は講習会受講修了者数が29人となった。 

  ・ 看護師養成所８校10課程に対し運営費を支援した。 

  ・ 看護師等養成学校の県内就業率62.1％（H24年度）より低下し56.2％となっ 

    た。 

  ・ 看護教員養成講習会未受講者数19人（H24年度）より増加し21人となった。 
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 ２）見解 

地域医療構想の達成に向けて、回復期病床の整備及び在宅医療提供体制の整備が

進んだ。また、地域医療情報共有システムの整備や医療従事者の確保・養成によ

り、地域における医療連携体制の充実が一定程度図られた。 

 

 ３）目標の継続状況 

  ☑ 平成28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

  □ 平成28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

 

＜介護分＞ 

１）目標の達成状況 

  ・ 地域密着型得意別養護老人ホーム29床（１ヶ所）、小規模多機能型居宅介護事 

業所１ヶ所、認知症高齢者グループホーム36床（４ヶ所）を整備し、開設・設 

置に係る必要な準備経費を支援した。 

  ・ 福祉・介護人材確保定着の基本指針として、「青森県福祉・介護人材確保定着 

グランドデザイン」を策定した。 

  ・ 介護サービス事業所認証評価制度を構築し、平成２８年度からの運用とした。 

  ・ 公開講座、学生や一般の方等を対象とした職場体験を通し、91名が福祉・介護 

へ進学・就職した。 

  ・ ３年未満の新介護職員を対象に、介護職の大切さと早期離職防止を目的に知事

出席のもと応援イベントを開催した（119名参加）。 

・ 介護職へのマイナスイメージの払拭と魅力と理解促進を図るため、フェスティ 

バルを開催し、イメージ率の向上を図った（参加者の32.8％がイメージ向 

上）。 

・ 介護未経験者や無資格者を対象とした研修事業を開催し、3名が介護分野への 

就労に結びついた。 

・ 福祉人材センター専門員を2名新たに配置しマッチング機能の強化を図った。 

  ・ 医療的ケアが実施できる介護職員を202名新たに養成した。 

  ・ 介護サービス従事者等への資質の向上を目的に各種研修会を開催した（訪問介 

護サービス提供責任者研修、介護福祉士国家試験対策講習会など）。 

  ・ アセッサー講習を希望する受講者の受講料の補助を行った（41名） 

  ・ 介護職員の医学的知識習得のため、准看護師養成所への進学支援の補助を行っ 

た（6名分）。 

  ・ 小規模事業所の介護支援専門員のキャリアアップとケアプラン作成のスキルア 

ップを目的に県内全域で同行型研修を実施した。 

・ 潜在的有資格者等を対象とした研修会の開催により、18名が再就職した。 
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・ 認知症の介護や患者に携わる介護従事者、一般医療従事者（医師、歯科医師、 

看護師など）への認知症対応力の向上を推進するため、各種研修会を実施し、 

支援体制の強化を図った（329名参加）。 

・ 市町村初期集中チームの設置を推進するため、認知症サポート医の養成や市町 

村職員の研修派遣を推進し、初期集中チームは2町から16市町村へ増加した。 

  ・ 介護予防や地域包括ケア構築に資する人材育成を目的に、各種研修会を実施し 

    た（生活支援コーディネーター養成研修、地域包括支援センター職員研修、介 

護予防・健康づくり推進指導者育成など）。 

・ 市町村における市民後見人養成のための研修実施等に係る費用を補助した（3 

市に補助、4市で事業実施）。 

・ 介護サービス事業所の労務環境の改善を目的に、キャリアパスの導入を促進す 

るためのセミナーの開催、介護ロボット導入のための研修会を開催した。 

 

 ２）見解 

施設整備とともに、福祉・介護人材の確保にかかるグランドデザインを策定し、

関係機関の連携を促進させる体制整備を強化した。 

また、グランドデザインにおいて、参入促進、労働環境・処遇の改善による定着

支援、資質の向上を大きな戦略として位置づけ、今後さらに需要が拡大する介護従

事者の確保のための取組を充実させることができた。 

介護従事者等に対する各種研修会の機会をより多く設けることにより、県全体の

サービスの質の向上を図っていくとともに、市町村における認知症対策や介護予

防、地域包括システムの構築を支援するための研修会や支援を行うことができた。 

 

 ３）目標の継続状況 

  ☑ 平成28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

  □ 平成28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

 



３．事業の実施状況

(事業№ 1 )

事業の区分

【総事業費】

1,010,000千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

その他

現状でも不足している回復期病床の整備が必要

・病床の機能を回復期機能へ転換した医療機関数
　３か所（H27年度）

１．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事
業

事業名

病床機能分化・連携推進施設設備整備事業

県全体

医療機関

・病床の機能を回復期機能へ転換する医療機関数
　５か所（H27年度）

平成２７年度～平成２９年度
■継続　／　□終了

背景にある医
療・介護ニー
ズ

事業の有効
性・効率性

アウトカム指標：
・地域医療構想上整備が必要な回復期機能の病床を年間１００床増加
・地域医療構想の実現に向けた病床の機能分化・連携の推進
　（地域医療構想の策定前は、地域において明らかに不足している病床の機
　　能への転換の推進）

事業終了後１年以内のアウトカム指標
・地域医療構想上整備が必要な回復期機能の病床を年間１０８床増加

（１）事業の有効性
　　  地域医療構想達成に向け、将来過剰と見込まれる急性期病床から不足
　　すると見込まれる回復期病床への転換が図られた。

（２）事業の効率性
　　　回復期病床転換のみならず、回復期に係る設備整備も同時に行い、回
　　復期患者の支援体制を効率的に強化することができた。

病床の機能分化・連携を推進するため、
①現状でも不足している回復期病床等への転換に要する施設・設備整備
②地域全体の医療課題解決を図ることを目的とした広域的な病院再編に伴う
施設整備
に要する経費を補助する。
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(事業№ 2 )

事業の区分

【総事業費】

256,280千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

その他

事業終了後１年以内のアウトカム指標
・カルテ公開件数：２６４件（H27.7月～H28.3月）

医療機関、運営協議会等

・システム参加医療機関数
　87施設（うち情報提供医療機関：9施設）（H26年度）→278施設（うち情報
提供医療機関：14施設）（H28年度）
・医療機関の役割分担と連携強化の推進

高次医療機関と地域のかかりつけ医等が、役割分担と相互連携により医療を
提供していくため、患者の利用情報の共有化を図る必要がある。

１．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事
業

アウトカム指標
・カルテ公開件数：５００件（年間）

・システム参加医療機関数
　71施設（うち情報提供医療機関：9施設）

（１）事業の有効性
　　参加機関同士が患者の診療情報をＩＣＴネットワークで共有し、診療に
　役立てることで、切れ目のない安全で質の高い医療サービスが提供され
　た。

（２）事業の効率性
　　他の機関で受けた検査・治療結果を確認できるため、患者の重複した検
　査・投薬を防ぐことができ、医療費節減につながっていると考えられる。

事業名

地域医療情報共有システム構築事業

県全体

背景にある医
療・介護ニー
ズ

事業の有効
性・効率性

平成２７年度～平成２８年度
■継続　／　□終了

ＩＣＴ活用による県内全域での地域医療連携推進のため、医療機関間で患者
の医療情報を共有できる「青森県地域医療情報共有システム」について、参
加医療機関を拡充するためのシステム改修等、及び診療所等の情報閲覧機関
からの情報提供を可能とするシステム機能の拡充を行う。
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(事業№ 3 )

事業の区分

【総事業費】

40,000千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

その他

事業名

総合周産期母子医療センター機能強化事業

分娩可能施設の減少やハイリスク新生児の診療中止等に対応するため、県総
合周産期母子医療センターにおいて産科病床を増床整備する。

事業終了後１年以内のアウトカム指標
　平成２８年４月現在、多床化工事実施中。
　９月末工事完了予定。

（１）事業の有効性
　　県内の分娩施設が減少する中、総合周産期母子医療センターでハイリス
　ク新生児の受入可能数を増加させることにより、県民が安心活安全に子ど
　もを妊娠・出産できる環境を整えることができる。

（２）事業の効率性
　　総合周産期母子医療センターの病床数増床により、将来の総合周産期母
　子医療医療センターへの集約化と併せ、増床整備により周産期医療体制の
　確保・充実を図る。

県全体

県立中央病院（青森県総合周産期母子医療センター）

平成２７年度
□継続　／　■終了

県内において分娩取り扱い施設が減少するなか、県立中央病院が地域の産科
医療機関としての役割を担う必要がある。

アウトカム指標
・母体・胎児受入件数
　106件（H26年度）→　増加（H28年度）

１．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事
業

背景にある医
療・介護ニー
ズ

事業の有効
性・効率性

・県総合周産期母子医療センター産科病床数
　28床（H26年度）→32床（H27年度）

平成２８年４月現在、多床化工事実施中。
９月末工事完了予定。
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(事業№ 1 )

事業の区分

【総事業費】

2,560千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

その他

今後、増加が見込まれる在宅患者等に対して、適切な医療・介護サービスが
供給できるよう在宅医療に係る提供体制の強化が必要

アウトカム指標：
・在宅歯科診療の実施数
　患者宅:164、施設:170（H25年度）→増加（H28年度）
　[青森県保健医療計画で設定]

（１）事業の有効性
　　在宅歯科医療連携室の設置・運営への支援を通じて、在宅歯科診療の相
　談件数及び在宅歯科医療機器の貸出件数の増加により、在宅歯科医療の拡
　大につながっている。

（２）事業の効率性
　　在宅歯科医療連携室を県歯科医師会及び各地区歯科医師会に設置し、歯
　科診療所の紹介、在宅歯科医療等に関する相談、歯科医療機器等の貸出に
　係る事務等を地区ごとに集中的に実施することで、効率的な事業を実施し
　ている。

２．居宅等における医療の提供に関する事業

事業名

在宅歯科医療連携室整備事業

県全体

県（県歯科医師会委託）

平成２７年度
■継続　／　□終了

背景にある医
療・介護ニー
ズ

在宅歯科医療を推進するため、県歯科医師会に在宅歯科医療連携室を設置
し、在宅歯科医療希望者の歯科診療所の紹介、在宅歯科医療等に関する相
談、在宅歯科医療を実施しようとする医療機関に対する歯科医療機器等の貸
出の実施にかかる運営費等に対する支援を行う。

・歯科医療機器貸出件数
　89件（H25年度）→増加（H27年度）

・在宅歯科医療連携室において、相談・医療機関の紹介をしたほか、在宅歯
科医療機器・歯科支援車の使用方法などについて、地区ごとに研修会を実施
した。
・歯科医療機器貸出件数
　176件（H28年3月末）

事業の有効
性・効率性

事業終了後１年以内のアウトカム指標
・在宅歯科診療の実施数
　患者宅:101件、施設:231件（H27年度）
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(事業№ 2 )

事業の区分

【総事業費】

4,749千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

その他

背景にある医
療・介護ニー
ズ

訪問看護ステーションを支援する訪問看護推進協議会（仮）の設置、実態調
査及び訪問看護ステーションの普及・啓蒙活動を支援する。

・訪問看護推進協議会の設置

・診療所・訪問看護ステーション実態調査（H28.1）
・訪問看護推進協議会設置・開催（H28.2）
・訪問看護に関する研修会開催（H28.3）

事業の有効
性・効率性

事業終了後１年以内のアウトカム指標
・訪問看護ステーション従事者数
　403人（H22年度）→564人（H26年度）

平成２７年度
■継続　／　□終了

今後、増加が見込まれる在宅患者等に対して、適切な医療・介護サービスが
供給できるよう在宅医療に係る提供体制の強化が必要

アウトカム指標：
・訪問看護ステーション従事者数（保健師、助産師、看護師、准看護師数）
　403人（H22年度）→増加（H32年度）

（１）事業の有効性
　　　訪問看護に関するデータが不足していたことから、実態調査の実施
　　により、県内の訪問看護の現状把握に努めており、今後の具体的な
　　事業内容を検討することができる。

（２）事業の効率性
　　　今後、実態調査の結果から抽出された課題に対して、事業を実施
　　していくことにより、効率的な事業の実施ができる。

２．居宅等における医療の提供に関する事業

事業名

訪問看護推進事業

県全体

県（全日本病院協会青森県支部委託）
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(事業№ 1 )

事業の区分

【総事業費】

77,137千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

その他

（１）事業の有効性
　　　本事業の実施により、本県の医師不足が解消されていくものと考え
　　られる。

（２）事業の効率性
　　　医療薬務課内に専従職員を配置し、効率的な事業実施に努めている。

３．医療従事者の確保に関する事業

事業名

地域医療支援センター運営事業

県全体

県

平成２７年度
■継続　／　□終了

地域医療に従事する医師のキャリア形成の支援と一体的に、医師不足病院へ
の医師の配置等を行うための地域医療支援センターの運営を行う。

・臨床研修病院合同説明会の訪問者数：８０人
・レジナビフェアの訪問者数：２００人

・臨床研修病院合同説明会の訪問者数：８４人
・レジナビフェアの訪問者数：３１４人

事業の有効
性・効率性

事業終了後１年以内のアウトカム指標
・医師臨床研修マッチング数
　H28年度：76名（全国平均採用率には至っていない）
　（マッチング率　H27年度：全国78.60％、本県61.38％）

背景にある医
療・介護ニー
ズ

病床の機能分化・連携を推進するため、それぞれの医療機能を担う医療従事
者の確保が必要

アウトカム指標：
・医師臨床研修マッチング数
　71名（H26年度）→増加（全国平均採用率全国平均以上）
　（マッチング率　H25年度：全国76.07％、本県54.20％）
　[青森県保健医療計画で設定]

- 10 -



(事業№ 2 )

事業の区分

【総事業費】

19,794千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

その他

アウトカム指標：
・地域循環型良医育成システムの構築
・へき地医療拠点病院の常勤医師数
　84名（H25年度）→増加（H29年度）

（１）事業の有効性
　　　県内で勤務する医師が、臨床研修や病院・診療所で勤務しながら、医
　　師としてのスキルアップが図られる

（２）事業の効率性
　　　弘前大学でスキルアッププログラムの研究開発を行うことにより、県
　　内の医師確保につながる。

事業名

地域で活躍する良医育成推進事業

県全体

県、弘前大学医学部附属病院

平成２６年度
■継続　／　□終了

病床の機能分化・連携を推進するため、それぞれの医療機能を担う医療従事
者の確保が必要

背景にある医
療・介護ニー
ズ

弘前大学医学部地域枠卒業生をはじめ、青森県内で勤務する医師が、県内で
臨床研修や病院・診療所で勤務しながら、医師としてのスキルアップが図れ
るよう、卒前教育、臨床研修、病院・診療所勤務のスキルアッププログラム
の研究開発等を行う。

寄附講座の設置：１講座

・大学と協議した結果、H28年度事業開始としたため事業未実施

事業の有効
性・効率性

事業終了後１年以内のアウトカム指標
・大学と協議した結果、H28年度事業開始としたため事業未実施

３．医療従事者の確保に関する事業
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(事業№ 3 )

事業の区分

【総事業費】

84,130千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）
アウトプット
指標（達成
値）

その他

（１）事業の有効性
    　県内の分娩取扱施設に対して補助を実施することにより、処遇改善に
　　よる産科医の確保を図ることができるものと考える。

（２）事業の効率性
　　　事業の実施により、効率的に医療機関の人件費負担を軽減でき、各医
　　療機関が産科医確保に積極的な姿勢を保持できると考えられる。

県全体

産科を有する病院、診療所、助産所

平成２７年度
■継続　／　□終了

病床の機能分化・連携を推進するため、それぞれの医療機能を担う医療従事
者の確保が必要

アウトカム指標：
・産科医及び産婦人科医数（人口10万人対）
　7.1（H24.12.31現在）→全国平均を目指した増加（H29年度）
　[青森県保健医療計画で設定]

背景にある医
療・介護ニー
ズ

産科を有する病院、診療所及び助産所において、分娩を取り扱う医師が分娩
手当を支給されている場合、その一部を補助する。
（補助率）1/3

・産科医に対する分娩手当支給施設数（補助金交付施設数）
　20施設

・20施設において産科医に対する分娩手当の支給を実施

事業の有効
性・効率性

事業終了後１年以内のアウトカム指標
・産科医及び産婦人科医数（H26時点、人口10万人対）7.9人
　全国平均（H26時点、人口10万人対）8.7人

３．医療従事者の確保に関する事業

事業名

産科医等確保支援事業
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(事業№ 4 )

事業の区分

【総事業費】

2,020千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

その他

平成２７年度
■継続　／　□終了

病床の機能分化・連携を推進するため、それぞれの医療機能を担う医療従事
者の確保が必要

アウトカム指標
・小児科医療に係る病院勤務医数（人口10万人対）
　7.3（H23.10.1現在）→増加（H29年度）
　[青森県保健医療計画で設定]

（１）事業の有効性
　　　県内の分娩取扱施設２か所に対して補助を実施したことにより、処遇
　　改善による新生児医療担当医の確保を図ることができるものと考える。

（２）事業の効率性
　　　事業の実施により、効率的に医療機関の人件費負担を軽減でき、各医
　　療機関が新生児医療担当医確保に積極的な姿勢を保持できると考えられ
　　る。

背景にある医
療・介護ニー
ズ

産科を有する病院、診療所及び助産所において分娩を取り扱った際に、新生
児担当医に手当てを支給している医療機関を対象として、その手当ての一部
を補助する。
（補助率）1/3

・新生児医療担当医に対する分娩手当支給施設数（補助金交付施設数）
　2施設

・2施設において、新生児小児科医に対する分娩手当の支給を実施

事業の有効
性・効率性

事業終了後１年以内のアウトカム指標
・小児科医療に係る病院勤務医数（H26時点、人口10万人対）7.5人

３．医療従事者の確保に関する事業

事業名

新生児医療担当医確保支援事業

県全体

産科を有する病院、診療所、助産所
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(事業№ 5 )

事業の区分

【総事業費】

4,520千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

その他

・女性医師相談窓口（青森県医師会設置）への相談等件数
　82件（H25年度）→今後把握

病床の機能分化・連携を推進するため、それぞれの医療機能を担う医療従事
者の確保が必要

アウトカム指標
・県内の医療施設に従事する女性医師
　369人（H24年度）→増加（H29年度）

背景にある医
療・介護ニー
ズ

（１）事業の有効性
  　　女性医師等から寄せられる各種相談を通じて、特に離職が多いとされ
　　る子育て時期の女性医師の離職防止や就労支援につながると考えられ
　　る。

（２）事業の効率性
　　　相談窓口の周知が進むに連れ、相談件数も増加することで、効率的な
　　事業の実施となる。

出産・育児及び離職後の再就業に不安を抱える女性医師等のための受付・相
談窓口の設置・運営、復職研修や就労環境改善の取組を行うための経費に対
する支援を行う。
（補助率）1/2

・女性医師相談窓口（青森県医師会設置）への相談等件数
　82件（H25年度）→増加（H28年度）

事業の有効
性・効率性

事業終了後１年以内のアウトカム指標
・県内の医療施設に従事する女性医師
　H26年度 391人

３．医療従事者の確保に関する事業

事業名

女性医師等就労支援事業

県全体

県（県医師会委託）、病院

平成２７年度
■継続　／　□終了
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(事業№ 6 )

【総事業費】

4,000千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

その他

県

平成２６年度
■継続　／　□終了

病床の機能分化・連携を推進するため、それぞれの医療機能を担う医療従事
者の確保が必要

アウトカム指標
・看護職員離職率 　8.5％（H25年度）→3.9％（H32年度）
・医療施設従事者医師数　193.3人（H26年度）→増加

医師・看護師等の医療従事者の離職防止・定着促進を図ることを目指し、
PDCAサイクルを活用して勤務環境改善に向けた取組を行うための仕組みを活
用して勤務環境改善に取り組む各医療機関に対して総合的・専門的な支援を
行うために設置される「医療勤務環境改善支援センター」を運営する。

事業名

医療勤務環境改善支援センター運営事業

県全体

背景にある医
療・介護ニー
ズ

・本事業により勤務環境改善に取り組む医療機関数
　0（H25年度）→10（H29年度）

・本事業により勤務環境改善に取り組む医療機関数
　１施設

事業の有効
性・効率性

事業終了後１年以内のアウトカム指標
・看護職員離職率　8.5％（H25年度）→8.3％（H26年度）
・医療施設従事者医師数　193.3人（H26年度）→今後把握

（１）事業の有効性
　　　本事業の実施により、本県の医療従事者の確保、定着につながるもの
　　と考えられる。

（２）事業の効率性
　　　各医療機関において勤務環境の改善に取組むに当たり、センターが総
　　合的に支援を行うことで、効率的に県内医療機関の勤務環境改善が図ら
　　れると考えられる。
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(事業№ 7 )

事業の区分

【総事業費】

8,292千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

その他

（１）事業の有効性
　　　小児救急医に係る二次輪番制を実施している津軽地域の病院に対して
　　運営費を補助することで、津軽地域の小児救急医療体制の確保が図られ
　　ている。

（２）事業の効率性
　　　協議会における協議により決定した当番日数に応じて運営費（給与費
　　及び報償費）を補助していることで、限られた予算の範囲内で効率的に
　　小児救急二次輪番体制を維持している。

３．医療従事者の確保に関する事業

事業名

小児救急医療体制整備事業

県全体

小児救急医二次輪番病院

事業の有効
性・効率性

事業終了後１年以内のアウトカム指標
・輪番体制による小児救急患者受入体制整備数
　１圏域で体制を継続している。

背景にある医
療・介護ニー
ズ

休日・夜間に輪番制によって小児科医による小児救急医療体制を整備する事
業に対し運営費を補助する。
（補助率）2/3

輪番に参加する病院数：４施設を維持

輪番に参加する病院数：４施設を維持

平成２７年度
■継続　／　□終了

病床の機能分化・連携を推進するため、それぞれの医療機能を担う医療従事
者の確保が必要

アウトカム指標
・輪番体制による小児救急患者受入体制整備数
　1地域（H25年度現在）→継続
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(事業№ 8 )

事業の区分

【総事業費】

8,347千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

その他

背景にある医
療・介護ニー
ズ

保護者の不安解消と小児救急医療体制の補完を目的として小児救急医療電話
相談（#8000）を実施する。

・一相談日あたりの相談件数
　9.3人（H25年度）→12.9人（H28年度）
　[青森県保健医療計画で設定]

・一相談日あたりの相談件数
　14.7件（H28年3月現在）に増加

事業の有効
性・効率性

事業終了後１年以内のアウトカム指標
・子どもの救急搬送件数（H27年度）　1,580人

病床の機能分化・連携を推進するため、それぞれの医療機能を担う医療従事
者の確保が必要

アウトカム指標
・子どもの救急搬送件数
　1,358件（H25年度）→減少（H29年度）
　[青森県保健医療計画で設定]

（１）事業の有効性
　　　保護者が緊急に医療機関を受診すべきかどうか判断できるよう支援
　　し、保護者の不安軽減と小児救急医療体制の構築が困難な地域を補完
　　することができる。

（２）事業の効率性
　　　これまで以上に相談電話の周知を図るなどにより相談件数が増えて
　　おり、効率的な事業実施となっている。

３．医療従事者の確保に関する事業

事業名

小児救急電話相談事業

県全体

県

平成２７年度
■継続　／　□終了
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(事業№ 9 )

事業の区分

【総事業費】

29,958千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

その他

（１）事業の有効性
　　　各医療機関において、新人看護職員研修の実施体制が整備されて
　　きており、新人看護職員の知識及び技術の向上や医療安全の確保、
　　離職防止を図ることができる。

（２）事業の効率性
　　　県で直接研修会を開催せずに研修を行う病院に対して支援すること
　　で、多数の病院において研修できる仕組みとなっている。

３．医療従事者の確保に関する事業

事業名

新人看護職員研修事業

県全体

新人看護職員研修を実施する病院

平成２７年度
■継続　／　□終了

医療の安全の確保、看護職員の離職防止等のため、医療機関等が行う新人看
護職員研修に要する経費を補助する。
（補助率）1/2

・新人看護職員研修事業参加職員数
　事業実施施設の新人看護職員数375人（H25年度）→増加（県内就業新人看
護職員の70％）
[青森県保健医療計画で設定]

・対象30病院において研修を実施
・事業実施施設の新人看護職員数363人（H27年度）

事業の有効
性・効率性

事業終了後１年以内のアウトカム指標
・新人看護職員離職率
　8.7％（H25年度）→8.1％（Ｈ26年度）

背景にある医
療・介護ニー
ズ

病床の機能分化・連携を推進するため、それぞれの医療機能を担う医療従事
者の確保が必要

アウトカム指標
・新人看護職員離職率　8.7％（H25年度）→2.7％（H32年度）
　[青森県看護師等サポートプログラムで設定]
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(事業№ 10 )

事業の区分

【総事業費】

2,982千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

その他

アウトカム指標
・看護師等学校養成所の卒業生県内就業率
　62.1％（H24年度）→76.0％（H32年度）
　[青森県看護師等サポートプログラムで設定]

（１）事業の有効性
　　　医療機関の看護師等が実習指導における必要な知識・技術を習得する
　　機会となっており、看護学生に対して効果的な実習指導を実施できる
　　ことができる。

（２）事業の効率性
　　　本事業は、受講者の募集や講師の選定等、各種研修の実施実績がある
　　公益社団法人青森県看護協会に委託して実施しており、効率的な運営に
　　努めている。

事業名

看護職員資質向上推進事業

県全体

県（県看護協会委託）

平成２７年度
■継続　／　□終了

病床の機能分化・連携を推進するため、それぞれの医療機能を担う医療従事
者の確保が必要

背景にある医
療・介護ニー
ズ

医療機関における実習指導者を対象として保健師助産師看護師実習指導者講
習会を開催し、効果的な実習指導等ができるように必要な知識・技術を習得
させる。

・保健師助産師看護師実習指導者講習会受講修了者数
　32人／年維持（受講定員40人の８割）

・保健師助産師看護師実習指導者講習会受講修了者数
　29人

事業の有効
性・効率性

事業終了後１年以内のアウトカム指標
・看護師等学校養成所の卒業生県内就業率
　62.1％（H24年度）→56.2％（H26年度）

３．医療従事者の確保に関する事業
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(事業№ 11 )

事業の区分

【総事業費】

114,897千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

その他

平成２７年度
■継続　／　□終了

病床の機能分化・連携を推進するため、それぞれの医療機能を担う医療従事
者の確保が必要

アウトカム指標
・養成学校卒業生の県内就職率　62.1％（H24年度）→76.0％（H32年度）
　[青森県看護師等サポートプログラムで設定]
・看護教員養成講習会未受講者　19人（H25年度）→0人（H32年度）
　[青森県看護師等サポートプログラムで設定]

（１）事業の有効性
　　　看護師等養成所が安定的な運営ができることにより、質の高い教育
　　環境を整備することができ、看護学生の教育内容の充実を図ることが
　　できる。

（２）事業の効率性
　　　看護師等養成所の教育環境の充実を図ることにより、質の高い看護師
　　の育成、輩出につながる。

３．医療従事者の確保に関する事業

事業名

看護師等養成所運営費補助

県全体

看護師等養成所

背景にある医
療・介護ニー
ズ

看護師等確保対策の一環として、看護師等養成所の教育内容の向上及び運営
の適正化を図ることを目的に、専任教員の人件費、生徒経費等運営に必要な
経費について補助する｡
また、看護師等の県内就業促進のため、卒業生の県内就職率に応じた支援を
行う。
（補助率）10/10

・支援する看護師等養成所の数：8校10課程

・支援する看護師等養成所の数：8校10課程

事業の有効
性・効率性

事業終了後の１年以内のアウトカム指標
・養成学校卒業生の県内就職率
　62.1％（H24年度）→56.2％（H26年度）
・看護教員養成講習会未受講者
　19人（H24年度）→21人（H26年度）

- 20 -
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 （事業区分３：介護施設等の整備に関する事業） 

 (1) 事業の実施状況 

都道府県 

事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 
【No.１】青森県介護基盤緊急整備等特別対策事業費補助 

     青森県施設開設準備経費助成特別対策事業費補助 

【総事業費】 

295,418 千円 

事業の対象とな
る医療介護総合
確保区域 

青森圏域、八戸圏域、上十三圏域、西北五圏域 

事業の実施主体 県（民間法人へ補助する市町村への補助） 

事業の期間 
平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医
療・福祉ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の整備を図る。 

アウトカム指標：地域密着型サービス等の定員総数 ６，８２３人 

事業の内容（当
初計画） 

 

①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

整備予施設等 

 地域密着型特別養護老人ホーム         29 床（1 カ所） 

 小規模多機能型居宅介護事業所       9 人 / 月分（1 カ所） 

 認知症高齢者グループホーム           36 床（4 カ所） 

 

 ②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。 

 

アウトプット指
標（当初の目標
値） 

「あおもり高齢者すこやか自立プラン２０１５（第７期青森県老人福祉計画・第６

期青森県介護保険事業支援計画）」（計画期間：平成２７年度～平成２９年度）に基

づき、地域密着型サービス施設の整備を促進する。 

 

・地域密着型特別養護老人ホーム  921 床（37 カ所） → 950 床（38 カ所） 

・小規模多機能型居宅介護事業所 777 人/月分(31 カ所) → 786 人/月分(32 カ所) 

・認知症高齢者グループホーム  5,051 床（326 カ所）→ 5,087 床（330 カ所） 
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アウトプット指

標（達成値） 

 ①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行った。 

 ②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行った。 

 

地域密着型特別養護老人ホーム          ２９床（１カ所） 

小規模多機能型居宅介護事業所       ９人 / 月分（１カ所） 

認知症高齢者グループホーム           ３６床（４カ所） 

事業の有効性と

効率性 

 
事業終了後１年以内のアウトカム指標：地域密着型サービス等の定員総数 

 
観察できた → 定員６，７４９人から６，８２３人に増加 

 

 
（事業の有効性） 
 本事業の実施により、地域密着型サービス提供施設が整備されることで、プラ
ンの基本理念の達成に寄与している。 
（事業の効率性） 
 市町村を通じた間接補助としており、市町村介護保険事業計画に従って事業を
実施し、地域に必要な地域密着型サービス提供施設が整備された。 

その他 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 23 - 

 

３．計画に基づき実施する事業  

 （事業区分５：介護従事者の確保に関する事業） 

 (1) 事業の実施状況等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）基盤整備 

 （中項目）基盤整備 

 （小項目）福祉・介護人材確保対策連携強化事業（協議会設置等） 

事業名 【No.１】介護人材確保対策事業 【総事業費】 

1,646 千円 

事業の対象と

なる医療介護

総合確保区域 

県全体 

事業の実施主

体 

青森県 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医

療・福祉ニーズ 

質の高い福祉・介護人材の確保対策を推進するよう、関係機関との連携を図

る。 

アウトカム指標：介護職員数の増加（平成２４年度２１，７３１人→平成３７

年度３３，３９２人） 

事業の内容（当

初計画） 

 福祉・介護人材確保定着推進協議会を設置し、本県における福祉・介護人材

確保対策を総合的かつ効果的に行うための検討を行い、グランドデザインを策

定する。 

アウトプット

指標（当初の目

標値） 

青森県福祉・介護人材確保定着グランドデザインの策定 

アウトプット

指標（達成値） 

○「青森県福祉・介護人材確保定着推進協議会」を設置し 3 回開催。 

○本県における福祉・介護人材確保定着の基本方針として、「青森県福祉・介

護人材確保定着グランドデザイン」を平成 28 年 3 月に策定した。 

事業の有効性

と効率性 

 
事業終了後１年以内のアウトカム指標：介護職員の増加 

 
観察できなかった 
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（事業の有効性） 

 当事業で策定したグランドデザインに基づき、行政、福祉・介護事業者、事

業者団体、従事者、職能団体、養成施設等、関係主体が一体となり、今後 

オール青森の体制で福祉・介護人材確保対策を推進していくことから、策定の

意義は大きいものと考える。 

（事業の効率性） 

 人材確保の関係主体により構成される協議会を開催し、関係主体の意見を十

分反映してグランドデザインを策定したことで、効率的な事業実施ができたと

考える。 

その他 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）基盤整備 

 （中項目）基盤整備 

 （小項目）人材育成等に取り組む事業所の認証評価制度実施事業 

事業名 【No.２】介護人材育成認証評価制度 【総事業費】 

24,734 千円 

事業の対象と

なる医療介護

総合確保区域 

県全体 

事業の実施主

体 

青森県 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医

療・福祉ニーズ 

将来的にわたる安定的な介護人材の確保、職員の処遇改善による離職防止、サ

ービスの質の向上に向け、介護サービス事業所の見える化を推進する。 

アウトカム指標：介護職員の人材確保と離職率の抑制 

事業の内容（当

初の計画） 

外部有識者等による委員会を設置し、介護人材確保に取り組む事業者に対

する認証評価制度の構築及び運営（周知、支援、調査、認証、公開等）を行

う。 

 また、県内の介護職員のモデル給与表を記載した服務等規程の参考例作成

及び公表等を行う。 

①認証制度に係る委員会設置（制度構築、認証評価等） 

②認証基準の策定 

③認証制度の周知 

④宣言事業所に対してのサポート事業・認証事業 

⑤認証制度ＨＰ 

⑥モデル給与表の作成 

アウトプット

指標（当初の目

標値） 

認証評価基準による評価を受けた事業所数 

０事業所→１０事業所 

アウトプット

指標（達成値） 

制度の構築に時間を要したことから、認証事業所数は０となった。 

平成２８年度から運用開始。 

事業の有効性

と効率性 

 
事業終了後１年以内のアウトカム指標：介護サービス事業所の見える化 

 
観察できなかった 
 



- 26 - 

 

（事業の有効性） 

介護分野の事業所等の見える化による人材確保・人材育成に寄与するもの

と考える。 

（事業の効率性） 

 外部有識者等による委員会で協議を行ったことにより、介護サービス事業

所を総合的に評価する制度を設計することができた。２８年度からの運用に

よる介護分野の底上げが期待される。 

その他 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解促進事

業 

事業名 【No.３】介護人材参入促進事業 【総事業費】 

11,066 千円 

事業の対象となる

医療介護総合確保

区域 

県全体 

事業の実施主体 青森県、養成校、職能団体 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・

福祉ニーズ 

介護人材の確保のため、介護職の魅力や理解促進を図る。 

アウトカム指標：介護職への理解促進による介護分野への進学・就職 

事業の内容（当初

の計画） 

〇小～大学生、高齢者や主婦等の一般の方を対象とした、福祉・介護の仕

事の大切さと魅力を伝えるための福祉・介護体験セミナー・研修の実施 

【養成校、職能団体への補助】 

〇学生や一般の方等を対象とした職場体験の実施 

〇学校訪問や出前講座等による福祉・介護職のＰＲ活動 

〇学校と介護・福祉施設の意見交換会 

〇福祉人材確保支援セミナー・福祉人材確保研究会の開催 

【青森県福祉人材センターへの委託】 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

セミナー等受講者・職場体験実施者のうち、福祉・介護分野への進学・就業 

平成２５年度  ９．７％（１，４０８人中１３７人） 

平成２７年度  １５％ 

アウトプット指標

（達成値） 

〇公開講座・セミナー等：9 回開催、807 名参加 

〇学生や一般の方等を対象とした職場体験：149 名参加 

→計 956 名参加、うち 91 名が福祉・介護へ進学・就職（9.5％） 

事業の有効性と効

率性 

 
事業終了後１年以内のアウトカム指標：介護職への理解促進による介護

分野への進学・就職 
 

観察できた（91 名が福祉・介護へ進学・就職） 

 

（事業の有効性） 
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 介護福祉士等養成施設、職能団体、福祉人材センター等、多様な主体に

より、一般県民へ介護の魅力を広く発信して理解促進を図り、新規の進学

者・就職者の採用につながった。 

（事業の効率性） 

 関係機関が連携し、事業の周知等にあたり一体となって事業を実施をす

ることができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解促進事

業 

事業名 【No.４】介護の仕事応援イベント開催事業 【総事業費】 

6,897 千円 

事業の対象となる

医療介護総合確保

区域 

県全体 

事業の実施主体 青森県、公益社団法人青森県老人福祉協会、社会福祉法人青森県社会福祉

協議会 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・

福祉ニーズ 

入職後３年未満の離職率は高いことから、介護職の大切さを相互に認識し、

早期離職防止を図る。 

また、介護職に対するイメージは、依然としてマイナスイメージが強いこと

から、介護職の魅力や大切さを広く県民へ PR し、理解促進を図る必要があ

る。 

アウトカム指標：１年未満、３年未満の離職率の減少（介護労働安定センタ

ー前年度比の減）、介護職に対するイメージアップ（アンケート調査） 

事業の内容（当初

の計画） 

１ 新介護職員への激励 

 介護の日の関連行事として、新たに就業した介護職員を対象に、知事の

激励（メッセージカード交付）、先輩介護職員の座談会、中央講師による

記念講演会を行う。 

 

２ あおもり介護の魅力発信フェスティバル 

 「介護技術コンテスト」「介護体験」「介護に関わりのある著名人や芸能

人トークショー」「現役若手職員と子どもたちのディスカッション」「高校

生によるパフォーマンス」「介護ロボットコーナー」「求人募集事業所によ

るブース出展、ミニ就職説明会」「県内福祉系学校コーナー」など 

 

３ 介護の魅力発信サポーター：介護職のイメージアップを推進するた

め、県内介護事業所に勤務する若手介護職員をサポーターチームを立ち上

げ、介護の魅力を積極的に PR する。 

 

４ 介護技術コンテストプレセミナーの開催 

 ①外部の専門職者と介護実習・普及センター職員で準備・審査委員会を

設置する。 



- 30 - 

 

 ②1 年に 1 回、技術テーマを選出する（例；排泄ケア（おむつ交換）、移

乗介助等々） 

 ③委員会において選出テーマの評価方法、評価指標を策定する。 

 ④コンテストを周知し、コンテストを開催する。 

 ⑤優勝者にはカリスマ介護職の称号と記念品を授与する。 

 ＊2 年目からは、前年の優勝者が審査委員も務める。 

 ＊上記を広くマスコミ等にも PR し、イメージアップを図る。 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

新人介護職員の参加者数 ０人→１００人 

参加者アンケートによる介護、介護職に対するイメージ向上率 各７０％

以上 

カリスマ介護職員の選定 ３年で２名 

アウトプット指標

（達成値） 

１ 新介護職員の参加者１１９名 

２ あおもり介護の魅力発信フェスティバルの開催（参加者５３８名） 

 参加者アンケートによる介護、介護職に対するイメージ向上率 32.8％ 

 

事業の有効性と効

率性 

 
事業終了後１年以内のアウトカム指標：１年未満、３年未満の離職率 

の減少（介護労働安定センター前年度比の減）、介護職に対するイメージ
アップ（アンケート調査） 
 
 一部観察できなかった（新介護職員の昨年参加者へのアンケートは１０
月に実施する。フェスティバルはアンケート調査により、イメージ向上率
32.8％となった） 
  

（事業の有効性） 

介護の仕事の魅力について、各イベント等を通じた普及啓発を進め、人

材確保に向けた効果があったと考える。また、現に介護に従事している職

員を対象とした研修やコンテスト等の開催による人材定着への効果を期待

する。 

（事業の効率性） 

介護に関する関係団体との連携・協働による事業の実施により、広く普

及啓発の場を広げていくことが出来た。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）参入促進 

 （中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

 （小項目）若者・女性・高年齢者など多様な世代を対象とした介護の職

場体験事業 

事業名 【No.５】介護人材発掘育成事業 【総事業費】 

1,385 千円 

事業の対象となる

医療介護総合確保

区域 

八戸圏域 

事業の実施主体 八戸市 

事業の期間 平成２７年１１月１日～平成２８年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・

福祉ニーズ 

介護職の人材不足の解消に向け、介護の職場体験を通じた新たな人材の参

入促進を図る。 

アウトカム指標：新たな介護分野への就労者の増 

事業の内容（当初

の計画） 

【介護未経験者や無資格者を対象に、地域密着型サービス事業所及び介護

予防・日常生活支援総合事業実施事業所への就労を目的とした研修支援事

業】 

・八戸市の事業として、地域の福祉専門学科のある教育機関に委託する。 

・受託した教育機関が組織する運営委員会（行政+学識経験者+地域密着型

事業所関係者+市民代表８名程度で構成予定）が事務局となり、事業を進

める。介護未経験者や無資格者といった市民全体を対象にし、採用時に行

う基本的な知識を習得出来る場としての研修を開催し、地域の事業者にお

いて共通するカリキュラム・内容を構成したり、地域の福祉専門学科のあ

る教育機関（専門学校・大学）が研修を提供する。 

・講師は地域の介護サービス提供事業所の職員や教育機関の教授等があた

る。 

・研修期間は１ヶ月程度（１コマ７０分の講義を１日３コマ×５日、合計

１７時間３０分）とし、年度において複数の研修期間を設ける。 

・対象者は以下のとおりを見込んでいる。 

 ① 定年後で活躍の場を求める概ね 50～70 代 

 ② 子育てが落ち着いた主婦層 

 ③ 現在、家族の介護を行っている方若しくは知識を習得したい方 

 ④ 現に介護に従事している職員であって所属している事業所が必要と

認めた方 

・研修修了者には、おとなの「ケアワークパスポート」（修了証）を発行

する。 
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・受講料は無料とする（但し、調理実習の材料費等及び傷害保険料は実費

とする。） 

・大学の空き時間のスクールバス活用により、交通手段を確保する。 

・いくつかコースを設定し、複数の市内事業所見学や体験学習を実施す

る。 

・事業は１年ごとに調査・評価をし、検証する。(受講生の進路状況調査

も実施) 

・本事業に関して協力をした事業所に対しては、協力事業所としてのステ

ッカーを交付したり、協力事業所一覧作成にて広報するなど、社会的評価

につながるよう配慮する。 

・公共職業安定所に対し、本事業について理解と協力を得た上で、事業所が

求人を出す際には、おとなの「ケアワークパスポート」取得を求職条件とし

て記載し、活用してもらう。 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

受講者数 H27:10 名 

研修終了者の介護職への就職 H27:5 名 

アウトプット指標

（達成値） 

受講者数：30 名（10 名×３回） 

研修修了者の介護職への就職 ３名 

事業の有効性と効

率性 

 
事業終了後１年以内のアウトカム指標：新たな介護分野への就労者の増 
 
観察できた （３名の就労） 

 

（事業の有効性） 

 無資格者でも介護について一定水準の知識を持った人材を地域へ輩出す

ることにより介護人材の確保につながるとともに、介護保険制度への理解

を深めた者が増えることにより地域住民にとって介護がより身近になった

と考えられる。 

（事業の効率性） 

事業委託先である教育機関のほか、事業所や行政の職員が研修講師とし

て関わることにより介護の実情に即した研修内容したことで、介護職に就

労しうる基礎的な知識等を習得させることができた。また、事業所との関

わりがある委託先により就労サポートを行うことで、より効果的な就労に

つながった。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）参入促進 

 （中項目）地域のマッチング機能強化 

 （小項目）多様な人材（若者・女性・高齢者）に応じたマッチング機能

強化事業 

事業名 【No.６】介護人材マッチング機能強化事業 【総事業費】 

8,436 千円 

事業の対象となる

医療介護総合確保

区域 

県全体 

事業の実施主体 青森県 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・

福祉ニーズ 

介護人材の確保を推進するため、事業所等の求人ニーズと求職者のマッチ

ングにより、入職者の増加を図る。 

アウトカム指標：介護人材の入職者の増 

事業の内容（当初

の計画） 

施設・事業所における詳細な求人ニーズの把握、求職者の適性の確認及

び的確な求人情報の提供、就業後の適切なフォローアップ等を、青森県福

祉人材センターに配置した専門員（２名）が一体的に実施する。 

【青森県福祉人材センターへの委託】 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

福祉人材センター経由の入職者数 

平成２５年度１１８人→平成２７年度２５６人 

アウトプット指標

（達成値） 

平成２７年度の福祉人材センター経由の入職者数：105 人 

事業の有効性と効

率性 

 
事業終了後１年以内のアウトカム指標：介護人材の入職者の増 

 
観察できた（平成２７年度は１０５人） 

 

（事業の有効性） 

 経済状況の好転等により求職者数が減少傾向にある中、専門員の配置に

より求職者一人一人へのきめ細かな対応、求職・求人条件のすり合わせ等

の対応を実施することができた。 

（事業の効率性） 

平成 27 年度下半期からマッチング会議を定例開催とし紹介数が増加し

た。今後も、当該取組を継続し、効率的に事業を実施していく。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）キャリアアップ研修の支援 

 （小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

事業名 【No.７】介護職員等に係る医療的ケア研修事業 【総事業費】 

14,217 千円 

事業の対象となる

医療介護総合確保

区域 

県全体 

事業の実施主体 青森県 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・

福祉ニーズ 

介護サービス事業所等における医療的ケアができる介護職員の増加による

サービスの向上を推進する。 

アウトカム指標：医療的ケアが実施できる職員の増 

事業の内容（当初

の計画） 

①喀痰吸引等研修の実施 

②実地研修時に受講生に対し実技指導及び評価を行う「指導看護師」を養成

するための講習会の実施 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

医療的ケアを実施する介護職員の人数として、年間３００人程度の介護職

員を養成 

アウトプット指標

（達成値） 

１ 喀痰吸引等研修修了者：介護職員等１９２名 

２ 指導看護師養成講習修了者：看護師４０名 

事業の有効性と効

率性 

 
事業終了後１年以内のアウトカム指標：医療的ケアが実施できる職員の

増 
  

観察できた（１９２人の増加） 

 

（事業の有効性） 

 本事業により、法に定められた研修を行うことで、喀痰吸引等の医療的

ケアを安全に行うことのできる介護職員等が養成され、当該ケアを必要と

する県内事業所の利用者ニーズに資することができた。 

（事業の効率性） 

 法の定めのとおり県が喀痰吸引等研修を行うことにより、安全性の確保

が最重要である医療的ケアについて、介護職員等の知識・技術レベルを県

内において一定水準以上に保つことができたと考える。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）キャリアアップ研修の支援 

 （小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

事業名 【No.８】介護職員等に係る医療的ケア研修事業

（第３号研修） 

【総事業費】 

1,645 千円 

事業の対象となる

医療介護総合確保

区域 

県全体 

事業の実施主体 青森県 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・

福祉ニーズ 

介護サービス事業所等における医療的ケアができる介護職員の増加による

サービスの向上を推進する。 

アウトカム指標：医療的ケアが実施できる職員の増 

事業の内容（当初

の計画） 

①喀痰吸引等研修（第３号研修）の実施 

②実地研修時に受講生に対し実技指導及び評価を行う「指導看護師」を養成

するための講習会の実施 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

医療的ケアを実施する介護職員の人数として、年間１５人程度の介護職員

を養成 

アウトプット指標

（達成値） 

１ 喀痰吸引等研修修了者：介護職員等１０名 

２ 指導看護師養成講習修了者：看護師０名 

事業の有効性と効

率性 

 
事業終了後１年以内のアウトカム指標：医療的ケアが実施できる職員の

増 
観察できた：１０名 

（事業の有効性） 

 本事業により、法に定められた研修を行うことで、喀痰吸引等の医療的

ケアを安全に行うことのできる介護職員等が養成され、当該ケアを必要と

する者のニーズに資することができた。 

（事業の効率性） 

 法の定めのとおり県が喀痰吸引等研修を行うことにより、安全性の確保

が最重要である医療的ケアについて、介護職員等の知識・技術レベルを県

内において一定水準以上に保つことができたと考える。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）キャリアアップ研修の支援 

 （小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

事業名 【No.９】訪問介護サービス提供責任者研修事業 【総事業費】 

490 千円 

事業の対象となる

医療介護総合確保

区域 

県全体 

事業の実施主体 公益社団法人青森県老人福祉協会 

事業の期間 平成２７年１１月１日～平成２８年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・

福祉ニーズ 

介護サービス事業所の質の向上を推進する。 

アウトカム指標：介護サービス事業所の質の向上（アンケート満足度調査） 

事業の内容（当初

の計画） 

訪問介護の現場を担うサービス提供責任者に対する研修会を受講料無料で

実施する。 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

参加者数 

平成２６年度５４人→１４０人 

アウトプット指標

（達成値） 

研修修了者１４０名 

事業の有効性と効

率性 

 
事業終了後１年以内のアウトカム指標：介護サービス事業所の質の向上 

 観察できた（アンケート結果：92％が研修前と比較し、知識等が深まっ
たと回答） 

 

（事業の有効性） 

 本事業により、訪問介護事業所の責任者的立場にある者の知識・理解力

の向上やモチベーションアップを図り、指導力や管理能力水準を高めるこ

とで、県内の訪問介護サービスや訪問介護員の質の向上につながったもの

と考えられる。 

（事業の効率性） 

 高齢者福祉に関して深い知見を有し、訪問介護事業所を含めた開設者で

組織する団体である青森県老人福祉協会が本事業を実施することで、より

効率的な事業実施を図ることができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）キャリアアップ研修の支援 

 （小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

事業名 【No.１０】介護人材キャリアパス支援事業 【総事業費】 

3,258 千円 

事業の対象となる

医療介護総合確保

区域 

県全体 

事業の実施主体 青森県、養成校、職能団体 

事業の期間 平成２７年１１月１日～平成２８年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・

福祉ニーズ 

福祉・介護従事者の質の向上を推進する。 

アウトカム指標：福祉・介護従事者の質の向上 

事業の内容（当初

の計画） 

〇福祉・介護従事者等を対象とした資格取得、スキルアップ等を促進する

ための研修を実施する。 

【養成校、職能団体への補助】 

 

〇福祉・介護職への就労を希望する者または福祉・介護従事者等を対象と

した資格取得、スキルアップを促進するための研修を実施する。 

【青森県福祉人材センターへの委託】 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

参加者数 

平成２６年度３５０名→平成２７年度５００名 

アウトプット指標

（達成値） 

〇福祉・介護従事者等を対象とした研修：5 回開催、344 名受講 

〇介護福祉士国家試験対策講習会：3 回開催、217 人受講 

→参加者数：計 561 名 

事業の有効性と効

率性 

 
事業終了後１年以内のアウトカム指標：福祉・介護従事者の質の向上 

 
 観察できなかった 

 

（事業の有効性） 

 本事業により、介護職員等の資格取得・スキルアップが促進され、モチ

ベーションや資質の向上により人材確保・定着につながったものと考え

る。 

（事業の効率性） 
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介護福祉士等養成施設、職能団体、福祉人材センター等が、介護職員等

のニーズを踏まえた研修を実施しており、効率的な実施が図られていると

考える。 

その他  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 39 - 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）キャリアアップ研修の支援 

 （小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

事業名 【No.１１】アセッサー講習受講支援事業 【総事業費】 

592 千円 

事業の対象となる

医療介護総合確保

区域 

県全体 

事業の実施主体 介護事業者 

事業の期間 平成２７年１１月１日～平成２８年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・

福祉ニーズ 

将来に渡る人材育成を推進するため、アセッサー講習の受講による事業所

内での活用を促進させる。 

アウトカム指標：事業所内での人材育成の促進 

事業の内容（当初

の計画） 

介護キャリア段位制度におけるアセッサー講習を受講させるために事業者

が負担した受講料に対する支援を行う。 

 なお、補助対象事業所については県が公表する。 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

アセッサー講習受講者数  

年間８１人 

アウトプット指標

（達成値） 

研修修了者 ４１名 

 

事業の有効性と効

率性 

 
事業終了後１年以内のアウトカム指標：事業所内での人材育成の促進 
 

 観察できなかった 

（事業の有効性） 

 本事業により、国が推奨するキャリア段位制度（介護職員の客観的評価

制度）が県内事業所に普及し、介護職員のやりがい向上や処遇の改善、キ

ャリアパスの明確化につながり、介護職員の定着・確保に資することがで

きたと考える。 

（事業の効率性） 

 受講申込は各事業所から直接研修実施先に行い、研修修了後に県が事業

所に対し受講料を補助することとしており、研修実施先が受講に係るとり

まとめを行っているなど、効率的な事業実施を図り、制度の円滑な普及に

努めた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）キャリアアップ研修の支援 

 （小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

事業名 【No.１２】医療介護連携介護職員養成モデル

事業 

【総事業費】 

1,600 千円 

事業の対象となる

医療介護総合確保

区域 

県全体 

事業の実施主体 公益社団法人青森県医師会 

事業の期間 平成２７年１１月１日～平成３０年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・

福祉ニーズ 

医療の知識を併せ持つ介護職員の養成により、介護サービス事業所において

より質の高い適切なサービスを提供できる体制整備を推進する。 

アウトカム指標：養成された職員が在職する施設数（５ヶ所） 

事業の内容（当初

の計画） 

介護職員の医学知識習得による資質向上を目的として、介護施設に勤務

する介護職員を対象に准看護師養成所（２年課程）への進学を促すため、

学費等を支援する事業に要する経費を補助する。 

 平成２７年度 進学希望者等の調査、募集 

        協議会における事業の仕組の検討等 

 平成２８年度 入学金、授業料等の支援 

        協議会における事業報告及び次年度計画等の検討 

 平成２９年度 授業料等の支援 

        協議会における事業報告等 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

介護職員の准看護師免許取得者 １０人 

アウトプット指標

（達成値） 

准看護師免許取得希望者（入学希望者）：県内の介護職員６名 

 

事業の有効性と効

率性 

 
事業終了後１年以内のアウトカム指標：進学した職員と事業者数 

  
観察できた（進学した介護職員６名、５事業所） 

 

（事業の有効性） 

県内の介護施設に勤務する介護職員を対象に准看護師養成所（２年課

程）への進学を促すため、授業料等を支援することにより、介護職員の医

学知識習得による資質向上のみならず、業務範囲の拡大、処遇改善、介護
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サービスの充実が図られ、介護人材の定着促進に資するものと考えられ

る。 

（事業の効率性） 

青森県医師会を通じた支援（補助）を行うことにより、県医師会が取り

まとめや調整を行うなど、効率的な事業実施に努めている。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）キャリアアップ研修の支援 

 （小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

事業名 【No.１３】介護支援専門員資質向上事業 【総事業費】 

132 千円 

事業の対象となる

医療介護総合確保

区域 

県全体 

事業の実施主体 青森県 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・

福祉ニーズ 

介護支援専門員の更新研修の実施・受講推奨を図る。 

アウトカム指標：介護支援専門員の質の向上 

事業の内容（当初

の計画） 

介護支援専門員の更新研修を実施する。 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

更新研修受講対象介護支援専門員が全て受講 

アウトプット指標

（達成値） 

受講者 ７２８名（対象人数１，０４４名） 

 

事業の有効性と効

率性 

 
事業終了後１年以内のアウトカム指標：介護支援専門員の質の向上 

 
 観察できなかった 
  

（事業の有効性） 

介護支援専門員の円滑な更新と研修受講による専門性の確保を図ること

ができた。 

（事業の効率性） 

研修事業は県介護支援専門員協会等への職能団体への委託により、専門

性の高い研修が可能であるとともに、県が受講者の選定・把握を行うこと

で更新者の漏れ等がないよう対応した。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）キャリアアップ研修の支援 

 （小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

事業名 【No.１４】介護支援専門員地域同行型研修事業 【総事業費】 

2,004 千円 

事業の対象となる

医療介護総合確保

区域 

県全体 

事業の実施主体 公益社団法人青森県介護支援専門員協会 

事業の期間 平成２７年１１月１日～平成２８年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・

福祉ニーズ 

小規模な事業所においては、介護支援専門員の人材育成が困難であり、他の

事業所の経験豊富な主任介護支援専門員との同行型実地指導は、スキルア

ップだけでなく、より適正なケアプランの作成ができることとなり、地域で

のネットワークの構築が促進される。 

アウトカム指標：介護支援専門員の質の向上 

事業の内容（当初

の計画） 

（１）介護支援専門員初任者支援事業 

地域の経験豊かな主任介護支援専門員が小規模事業所の初任者の一連の

業務に同行して、実地の指導・支援を行う。 

（２）介護支援専門員業務適正化事業 

地域の経験豊かな主任介護支援専門員がケアプラン作成に係る一連の作業

に同行し、自立支援に資するケアプランを作成できるよう支援を行う。ま

た、同行した主任介護支援専門員の報告を分析して共通課題を抽出し関係

者間の共有を図る。 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

① 受講者ならびに所属事業所の実践力向上 

② 指導担当者の指導力向上 

③ 両者のネットワーク化による地域のケアマネジメント体制強化 

④ 小規模事業所の実践課題が具体化され効果的な対策の検討 

⑤ 事業を利用した介護支援専門員ならびに事業所の業務適正化 

⑥ 同行した主任介護支援専門員の指導力向上 

⑦ 共通課題を県内の介護支援専門員、事業所経営者、保険者が共有する事

で制度運用の適正化 

アウトプット指標

（達成値） 

１ 受講者及び指導者からも実践力の向上につながったとの声が大きか 

った。 

２ 県内各医療圏域での実施により地域のネットワーク作りに貢献した。 

３ 実践を通じた業務の適正化とともに、報告会による事後評価を行い、関 
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係者との情報共有と制度の適正な運用に寄与した。 

事業の有効性と効

率性 

 
事業終了後１年以内のアウトカム指標：介護支援専門員の質の向上 

 
 観察できた（参加者からは実践力の向上と地域におけるネットワークの
推進が図られたとの声が多く、事業の継続要望となった） 
 

（事業の有効性） 

小規模事業所等の介護支援専門員への支援において、異なる事業所との

交流などケアプランの適正化とともに、地域のネットワークの強化が図ら

れた。 

（事業の効率性） 

青森県介護支援専門員を通じた支援を行うことにより、県内全域での実

施により効率的な展開が図られた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）潜在的有資格者の再就職支援 

 （小項目）潜在介護福祉士の再就職支援 

事業名 【No.１５】潜在的有資格者再就業促進事業 【総事業費】 

2,203 千円 

事業の対象となる

医療介護総合確保

区域 

県全体 

事業の実施主体 青森県、養成校、職能団体 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・

福祉ニーズ 

潜在的有資格者の介護分野への復帰により介護人材の確保を推進する。 

アウトカム指標：再就職者数の増加 

事業の内容（当初

の計画） 

①潜在的有資格者を対象とした、介護の知識や技術等を再確認し、円滑な

再就業を可能とするための研修を実施する。【養成校、職能団体への補助】 

②潜在的有資格者等を対象とした職場体験及び職場体験希望者に対する研

修を実施する。【青森県福祉人材センターへの委託】 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

研修受講者・職場体験実施者のうち再就業者 ２０％ 

アウトプット指標

（達成値） 

潜在的有資格者等を対象とした研修等の参加者（１５４名）のうち再就業

者 18 名（11.6％） 

事業の有効性と効

率性 

 
事業終了後１年以内のアウトカム指標：再就職者数の増加 

 
観察できた（１８名が再就職した） 

 

（事業の有効性） 

 現場で即戦力となる潜在的有資格者を対象とした事業であり、研修及び

職場体験の実施によりスムーズな再就業が図られていると考える。 

（事業の効率性） 

 潜在的有資格者の所在把握ができないことが事業実施のネックとなって

いるが、関係機関等との連携により、情報収集と事業周知に努めた。 

 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）キャリアアップ研修の支援 

 （小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No.１６】認知症介護実践者等養成事業 【総事業費】 

０千円 

事業の対象となる

医療介護総合確保

区域 

県全体 

事業の実施主体 青森県 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・

福祉ニーズ 

介護サービス事業所の質の向上を推進する。 

アウトカム指標：介護サービス事業所の質の向上 

事業の内容（当初

の計画） 

認知症介護を提供する介護サービス事業所の管理者等の認知症介護技術の向

上を図る研修を実施する。 

①認知症対応型サービス事業開設者研修 

②認知症対応型サービス事業管理者研修 

③小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修 

④認知症介護指導者フォローアップ研修 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

研修修了者数 

①年間５０名 ②年間１００名 ③年間５０名 ④年間１名 

アウトプット指標

（達成値） 

１ 認知症対応型サービス事業開設者研修 修了者１０名 

２ 認知症対応型サービス事業管理者研修 修了者１１１名 

３ 小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修 修了者２４名 

４ 認知症介護指導者フォローアップ研修 修了者０名（認知症介護研究・研

修仙台センターへの派遣研修であるが、受講予定者の都合がつかず、派遣を見

送ったもの） 

事業の有効性と効

率性 

 事業終了後１年以内のアウトカム指標：介護サービス事業所の質の向上 
観察できなかった 

（事業の有効性） 

 青森県内全体の認知症介護技術の向上につながったものと考える。 

（事業の効率性） 

受講者選定や推薦を県が実施し、実際の研修は委託先が行うという役割分

担をすることで、効率的な事業実施ができたと考える。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）キャリアアップ研修の支援 

 （小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No.１７】かかりつけ医認知症対応力向上事業 【総事業費】 

703 千円 

事業の対象となる

医療介護総合確保

区域 

県全体 

事業の実施主体 青森県 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・

福祉ニーズ 

一般病院や看護師、歯科医師、薬剤師等の認知症対応力を向上させ、地域で

の認知症患者への支援体制の強化を図る。 

アウトカム指標：専門職員の資質の向上 

事業の内容（当初

の計画） 

①認知症の早期発見及び日常の継続診療に資するよう、高齢者に身近なか

かりつけ医の認知症対応力を向上させるために、認知症サポート医養成研

修受講医師が、研修を実施する。 

②高齢者が受診する機会の多い診療科である歯科医師も受講対象とする。 

③県内 3 か所で、1 回あたり 40 名を研修対象とする。 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

受講者数 ８２８人 

アウトプット指標

（達成値） 

累計受講者数 ８４６人（平成２７年度７５人） 

 

事業の有効性と効

率性 

 
事業終了後１年以内のアウトカム指標：専門職員の資質の向上 

 
 観察できなかった 
 

（事業の有効性） 

 かかりつけ医の認知症対応力が向上し、青森県内各地域での認知症の発 

症初期から状況に応じた認知症の人への支援体制の構築につながった。 

（事業の効率性） 

県医師会に研修を委託することにより、県医師会が取りまとめや調整を行 

うなど、より専門性の高い事業を実施することができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

 （小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No.１８】認知症サポート医の地域連携促進事業 【総事業費】 

613 千円 

事業の対象となる

医療介護総合確保

区域 

県全体 

事業の実施主体 青森県 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・

福祉ニーズ 

今後増加する認知症患者へ対応するため、認知症サポート医の養成とサポー

ト医の市町村事業への協力を促進する。 

アウトカム指標：認知症初期集中支援チームを設置する市町村数の増 

事業の内容（当初

の計画） 

①認知症サポート医の養成 

 認知症サポート医養成研修に５名の医師を公費で派遣する。 

②認知症サポート医スキルアップ研修 

 認知症サポート医のスキルアップを図ることを目的に、早期発見・早期対

応に関する先進取り組み事例等の研修を実施する。（年 2 回） 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

認知症サポート医の数 ４６名 

認知症初期集中チームを設置する市町村数 ４０市町村 

アウトプット指標

（達成値） 

認知症サポート医の数 ２９名（平成２７年度末） 

認知症初期集中支援チーム設置見込み市町村 ２町→１６市町村（平成２

８年度まで） 

事業の有効性と効

率性 

 
事業終了後１年以内のアウトカム指標：認知症初期集中支援チームを設

置する市町村数） 
 

観察できた（２町から１６市町村への増） 

（事業の有効性） 

認知症サポート医が増員されることにより、認知症初期集中支援推進事

業（認知症初期集中支援チームの設置）の早期実施が図られるとともに、

地域に認知症の地域連携に理解のある医師が増え認知症の人と家族を支え

る環境が整った。 

（事業の効率性） 

 県が直営でスキルアップ研修を実施し、他の県事業の成果と連動した事

業内容を普及することができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

 （小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No.１９】病院勤務の医療従事者向け認知症対応

力向上研修 

【総事業費】 

1,255 千円 

事業の対象となる

医療介護総合確保

区域 

県全体 

事業の実施主体 青森県 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・

福祉ニーズ 

一般病院や看護師、歯科医師、薬剤師等の認知症対応力を向上させ、地域で

の認知症患者への支援体制の強化を図る。 

アウトカム指標：認知症対策の支援体制強化 

事業の内容（当初

の計画） 

一般病院に勤務する医師、看護師等をはじめとする医療従事者が、認知症に

ついて理解し、適切な対応ができるようにするため、認知症サポート医を講

師とした研修を実施する。（高齢者が受診する機会の多い診療所の医師・看

護師も受講対象とする。） 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

受講者数 １，０２０人 

アウトプット指標

（達成値） 

累計受講者数 ２３６人（２７年度１０９人） 

 

事業の有効性と効

率性 

  
事業終了後１年以内のアウトカム指標：認知症対策の支援体制強化 

 
 観察できなかった 
  

（事業の有効性） 

職員の対応力が向上し、地域における認知症患者の受入体制の強化につ

ながっている。 

（事業の効率性） 

県医師会に研修を委託することにより、専門的な研修内容とともに県内

３か所での開催により受講しやすい体制で事業が実施できた。 

 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

 （小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No.２０】認知症初期集中支援チーム員・認知

症地域支援推進員育成事業 

【総事業費】 

1,520 千円 

事業の対象となる

医療介護総合確保

区域 

県全体 

事業の実施主体 青森県 

事業の期間 平成２７年１１月１日～平成２８年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・

福祉ニーズ 

平成３０年までに全市町村で実施する認知症総合支援事業の実施に向け、市

町村職員等の各種養成研修への参加を促進させ、認知症対応力を向上させる。 

アウトカム指標：認知症初期集中支援チームを設置する市町村数の増 

事業の内容（当初

の計画） 

①認知症初期収集支援チーム員研修への派遣（事業委託） 

国立長寿医療研究センターが実施する研修へ市町村職員等を２２名派遣

する。 

②認知症地域支援推進員研修への派遣（事業委託） 

認知症介護研究・研修東京センターが実施する研修へ、市町村職員等を４９名

派遣する。 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

認知症初期集中支援チームを設置する市町村数 ４０市町村 

認知症地域支援推進員を設置する市町村 ４０市町村 

アウトプット指標

（達成値） 

認知症地域支援推進員研修への派遣（事業委託） 

認知症介護研究・研修東京センターが実施する研修へ、市町村職員等を４２名

派遣した。 

事業の有効性と効

率性 

 
事業終了後１年以内のアウトカム指標：認知症初期集中支援チームを設置

する市町村数の増 
  

観察できた（研修を受けた市町村における初期集中支援チームが増加２町
→１６市町村） 

 

（事業の有効性） 

１６市町村４２名 派遣した受講者全てが２７年度中に認知症地域支援推

進員として配置され、体制整備が図られた。 

（事業の効率性） 
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推進員研修のノウハウのある認知症介護研究・研修東京センターに委託す

ることで、効率的に質の高い研修を受講者に提供することができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

 （小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質向上事業 

事業名 【No.２１】生活支援コーディネーター養成研修事業 【総事業費】 

443 千円 

事業の対象となる

医療介護総合確保

区域 

県全体 

事業の実施主体 青森県 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・

福祉ニーズ 

新たな総合支援事業と地域包括ケアシステムの推進を図るため、生活支援コ

ーディネーターの養成と配置を推進する。 

アウトカム指標：配置市町村の増 

事業の内容（当初

の計画） 

生活支援コーディネーターを養成するための研修を実施する。（年 1 回 2 日

間、受講者１００名） 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

コーディネーター養成数 年間１００人 

アウトプット指標

（達成値） 

コーディネーター養成数 ５９名 

 

事業の有効性と効

率性 

 
事業終了後１年以内のアウトカム指標：配置市町村の増 

 
 観察できた（１２市町村で配置） 
  

（事業の有効性） 

市町村における配置等の推進を図り、地域の実情に応じた生活支援等へ

の体制整備が促進されたものと考える。 

（事業の効率性） 

計画的にコーディネーターを養成できるよう、地域毎等で分散させず１箇

所で開催することにより、生活支援コーディネーターのネットワーク作り

にも資することができたと考える。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

 （小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質向上事業 

事業名 【No.２２】地域包括支援センター機能強化推進事業 【総事業費】 

873 千円 

事業の対象となる

医療介護総合確保

区域 

県全体 

事業の実施主体 青森県 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・

福祉ニーズ 

地域包括ケアシステムの中心となる地域包括支援センターの職員や介護予

防支援従事者の資質の向上を図り、介護予防事業の適正な取組を推進する。 

アウトカム指標：介護予防に携わる職員の資質の向上 

事業の内容（当初

の計画） 

１ 地域包括支援センター職員研修 

 新しい包括的支援事業への対応力を養うことを目的とした研修を実施す

る。 

２ 介護予防支援従事者研修 

 総合事業に関するケアマネジメントを含めた介護予防支援従事者の資質

向上を図るための研修を実施する。 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

受講者数 

１ 年間５８人（各センター１名） 

２ 年間３００名 

アウトプット指標

（達成値） 

１ 地域包括支援センター職員研修（２日間：６９名） 

２ 介護予防従事者研修（１日：３０５名） 

事業の有効性と効

率性 

 
事業終了後１年以内のアウトカム指標：介護予防に携わる職員の資質の

向上 
 観察できなかった 
  

（事業の有効性） 

市町村地域包括支援センターと介護予防支援従事者の資質の向上によ 

り、より適正な介護予防の推進に寄与したものと考える。 

（事業の効率性） 

青森県地域包括・在宅介護支援センター協議会への委託により、職能団体 

としても専門性の高い研修内容が可能となった。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

 （小項目）権利擁護人材育成事業 

事業名 【No.２３】市民後見推進事業 【総事業費】 

6,957 千円 

事業の対象となる

医療介護総合確保

区域 

県全体 

事業の実施主体 青森県、青森市、弘前市、八戸市 

事業の期間 平成２７年１１月１日～平成２８年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・

福祉ニーズ 

市民後見人を養成し、地域の認知症高齢者などに対する権利擁護支援体制

づくりを推進していく。 

アウトカム指標：市民後見推進事業実施市町村数（１０市町村） 

事業の内容（当初

の計画） 

市民後見人養成のための研修、市民後見人資質向上のための支援体制構築

とフォローアップ等を実施する。 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

１ 出前講座参加人数 ２００人 

２ 研修参加人数 ３０人 

アウトプット指標

（達成値） 

１ 出前講座参加人数 ３００人 

２ 研修参加人数 ５０人 

事業の有効性と効

率性 

 
事業終了後１年以内のアウトカム指標：市民後見推進事業実施市町村

数（１０市町村） 
 
 観察できた ４市（３市は基金事業で実施） 
   

（事業の有効性） 

  これまで国庫補助で市民後見推進事業を継続実施できることで、青

森県内における市民後見の推進につながった。 

（事業の効率性） 

 県は普及啓発を行い、その他市民後見人養成等は市町村を基本とす

る役割分担をしたことで、効率的に事業を実施することができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

 （小項目）介護予防の推進に資するＰＴ、ＯＴ、ＳＴ指導者育成事業 

事業名 【No.２４】介護予防・健康づくり推進指導者育

成事業 

【総事業費】 

763 千円 

事業の対象となる

医療介護総合確保

区域 

県全体 

事業の実施主体 一般社団法人青森県作業療法士会、一般社団法人青森県理学療法士会、

青森県言語聴覚士会 

事業の期間 平成２７年１１月１日～平成２８年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・

福祉ニーズ 

介護予防に携わる専門職員の資質の向上と各団体の共催によるネットワ

ークの構築の強化により、各地域における介護予防・健康づくりの推進を

図る。 

アウトカム指標：専門職員の資質の向上 

事業の内容（当初

の計画） 

介護予防・健康づくりの推進に資する指導者を養成するため、県内 6 地区

において、ＯＴ、ＰＴ、ＳＴの県内各士会が共催で、ＯＴ、ＰＴ、ＳＴに

対して研修を実施する。平成 27 年度は 3 地区で、平成 28 年度は 3 地区で

実施する。 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

研修受講者数 ２４０名（２ヶ年で６地区合計） 

アウトプット指標

（達成値） 

研修受講者数 １０３名（３地区） 

 

事業の有効性と効

率性 

 
事業終了後１年以内のアウトカム指標：専門職員の資質の向上 

 
 観察できなかった 

（事業の有効性） 

県作業療法士、理学療法士、言語聴覚士の協働により多種職での指導

者養成は、異なる職種間のネットワークの構築と資質の向上に寄与した

ものと考える。 

（事業の効率性） 

各職能団体の協働により実施したことで、専門性を生かした研修と県 

内各地域での開催が可能となった。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）労働環境・処遇の改善 

 （中項目）人材育成力の強化 

 （小項目）新人介護職員に対するエルダー、メンター制度等導入支援事

業 

事業名 【No.２５】新採用介護職員人材育成・定着支援事業 【総事業費】 

696 千円 

事業の対象となる

医療介護総合確保

区域 

県全体 

事業の実施主体 公益社団法人青森県老人福祉協会 

事業の期間 平成２７年１１月１日～平成２８年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・

福祉ニーズ 

介護分野における新人職員の人材育成を担う人材計画等の推進により、質の

向上を図る。 

アウトカム指標：新人職員の人材育成と資質の向上 

事業の内容（当初

の計画） 

新人職員に対し、プリセプターシップ、エルダー・メンターシップ、チュー

ター制度などを整備しようとする事業者に対し、当該制度構築のための研修

を実施する。 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

研修受講者数 ３０名 

アウトプット指標

（達成値） 

研修受講者数 ４２名 

 

事業の有効性と効

率性 

 
事業終了後１年以内のアウトカム指標：介護サービス従事者の質の向上 

  
観察できなかった 

（１）事業の有効性 

当事業により、各事業所のエルダーとなる立場の者を対象として、新規

入職者への指導や相談等に対する助言等に係るスキルアップを図ることに

より、介護職員の早期離職の防止や介護サービスの質の向上等につながっ

た。 

（２）事業の効率性 

高齢者福祉に関して深い知見を有し、介護事業所の開設者で組織する団

体である青森県老人福祉協会が本事業を実施することで、より効率的な事

業実施を図ることができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）労働環境・処遇の改善 

 （中項目）人材育成力の強化 

 （小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

事業名 【No.２６】キャリアパス導入支援セミナー開催

事業 

【総事業費】 

1,300 千円 

事業の対象となる

医療介護総合確保

区域 

県全体 

事業の実施主体 青森県 

事業の期間 平成２７年１１月１日～平成２８年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・

福祉ニーズ 

将来にわたる介護職員のキャリアパスを明確にすることにより、介護人材

の離職抑制を図る。 

アウトカム指標：キャリアパス導入事業所の増 

事業の内容（当初

の計画） 

①キャリアパス導入支援セミナー 

 キャリアパス制度導入の諸課題を分類し、それぞれについてセミナーを

実施する。 

②キャリアパス制度導入のための訪問相談を実施する。 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

セミナー受講事業所数 ６０事業所 

アウトプット指標

（達成値） 

９０事業所 

 

事業の有効性と効

率性 

 
事業終了後１年以内のアウトカム指標：キャリアパス導入事業所の増 

 
 観察できなかった（28 年度で調査） 
  

（事業の有効性） 

実際にキャリアパスを実践・具現化している講師を迎え、各法人等で

の導入や見直しを考察する機会を提供し、介護人材の定着に向けた取り

組みの１つとして寄与したものと考える。 

（事業の効率性） 

青森県老人福祉協会への委託により、職能団体として専門性の高い研 

修を実施することができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

 （中項目）人材育成力の強化 

 （小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

事業名 【No.２７】介護ロボット導入支援事業 【総事業費】 

1,241 千円 

事業の対象となる

医療介護総合確保

区域 

県全体 

事業の実施主体 社会福祉法人青森県社会福祉協議会 

事業の期間 平成２７年１１月１日～平成３０年３月３１日 

 

背景にある医療・

福祉ニーズ 

介護サービス事業所の労務環境改善による人材確保の推進を図る。 

アウトカム指標：労務環境の改善と介護サービス従事者の軽減負担 

事業の内容（当初

の計画） 

（１）介護ロボット導入のための研修会開催（平成 27～28 年度、関係者

の介護ロボットに対する知識を深めるとともに、導入希望施設の増

を目的とする） 

（２）介護ロボットの利活用についての検討（平成 27～29 年度、必要な

介護ロボット等の検証、安全性確認、補助対象ロボットの選定等、

普及・促進に向けて検討委員会等で総合的な検討を行う。） 

（３）先進地視察（平成 27 年度、先駆的に介護ロボットの導入・普及を

進めている岡山市を想定している。） 

（４）介護ロボット導入施設への購入又はリース費用の補助（平成 28～

29 年度、検討委員会での検討結果を踏まえ、対象となる介護ロボッ

トについて購入又はリースにより導入した施設に対し、一部費用の

補助を行う。） 

（５）介護ロボット導入に係る普及啓発（平成 29 年度、導入結果を報告

会やリーフレット等により広く周知する。） 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

介護ロボット導入施設数 １０施設（２８年度） 

介護ロボット普及啓発リーフレットの作成 ２万部 

アウトプット指標

（達成値） 

平成 28 年度から希望事業所への介護ロボット導入を実施することとして

おり、導入状況や導入効果等、今後の推移を把握する。 

介護ロボット普及啓発リーフレットの作成 ２万部 
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事業の有効性と効

率性 

 
事業終了後１年以内のアウトカム指標：介護サービス従事者の労務環

境の改善と軽減負担（28 年度介護ロボット導入施設数 １０施設） 
 
 観察できなかった（平成 27 年度は普及啓発と調査） 
  

（事業の有効性） 

当事業により、県内事業所に対して介護ロボットの普及・導入促進を

図ったことで、介護職員の負担軽減、定着支援・確保につながることが

期待できる。 

（事業の効率性） 

 高齢者福祉に関して深い知見を有し、以前から介護職員の負担軽減

（介護ロボット、介護機器導入等）に取り組んできた青森県社会福祉協

議会に支援を行うことで、より効率的に事業を実施することができた。 

その他  

 



   

 

 

別紙 

 

 

 

 

 

 

平成 26 年度青森県計画に関する 

事後評価 

 

 

 

 
平成２８年９月 

青森県 
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１．事後評価のプロセス 

（１）「事後評価の方法」の実行の有無 

 事後評価の実施状況は次のとおりです。 

 

☑ 行った 

（実施状況） 

 ・平成 28 年 3 月 22 日 青森県医療審議会において議論 

 

 □ 行わなかった 

 

 

 

（２）審議会等で指摘された主な内容 

 審議会等で指摘された主な内容は次のとおりです。 

 

審議会等で指摘された主な内容 

・指摘事項は特になく了承された。（青森県医療審議会 平成 28 年 3 月 22 日） 
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２．目標の達成状況 

 

■青森県全体（目標） 

① 青森県の医療と介護の総合的な確保に関する目標 

医療及び介護の総合的な確保に向け、医療従事者の確保・養成を図るとともに、

在 宅医療提供体制の整備により、地域における医療連携体制の充実を図る。  

 （目標とする指標は、事業ごとに設定。）  

 

□青森県全体（達成状況） 

１）目標の達成状況 

  ・ 多職種協働在宅医療モデルチームを各圏域に計20チーム設置した。 

・ 在宅療養支援診療所数93箇所（H26.5.1）より増加し95箇所となった。 

・ 在宅歯科診療の実施数患者宅164件、施設170件（H25年度）より増加し、患者 

  宅101件、施設231件となった。 

・ 歯科医療機器貸出件数89件（H25年度）より増加し176件となった。 

・ 在宅歯科診療車を配備した。 

・ ６地区で在宅医療を行う医療機関の処方予定麻薬情報や、薬局等における取り 

  扱い麻薬在庫情報をオンラインでリアルタイムに共有できるようになった。 

・ 医療機関、訪問看護ステーション、薬局等関係者によるネットワークを６地区 

で構築した。 

・ 訪問看護推進協議会を設置した。 

・ 訪問看護ステーション従事者数403人（H25年度）より増加し564人となった。 

  ・ 医師臨床研修マッチング数71名（H26年度）より増加し76名となった。 

  ・ 20施設において産科医に分娩手当を支給した。 

  ・ 産科医及び産婦人科医数（人口10万対）7.1（H24年度）より増加し7.9人とな 

    った。 

  ・ ２施設において新生児小児科医に対し分娩手当を支給した。 

  ・ 小児科医療に係る病院勤務医数（人口10万対）7.3（H23年度）より増加し7.5 

    人となった。 

  ・ 一類感染症に対応できる医療従事者を10名育成した。 

  ・ 県内の医療施設に従事する女性医師数369人（H24年度）より増加し391人とな 

    った。 

  ・ １医療機関が勤務環境の改善に取り組んだ。 

  ・ 小児二次救急医療輪番体制を１地域で維持した。 

  ・ 小児救急電話事業における一相談日あたりの相談件数9.3人（H25年度）より 

    増加し14.7件となった。 

  ・ 子どもの救急搬送件数1,358件（H25年度）より増加し1,580人となった。 
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  ・ 多機能型車両を２町に配備した。 

  ・ 院内保育所について、２施設で整備した。 

  ・ ドクターズアシスタントを19名配置した。 

  ・ 看護職員離職率8.5％（H25年度）より改善し8.3％となった。 

  ・ 新人看護職員研修を30病院で実施。事業実施施設の新人看護職員数375人より 

    減少し363人となった。 

  ・ 新人看護職員離職率8.7％（H25年度）より低下し8.1％（H26年度）となった。 

  ・ 保健師助産師看護師実習指導は講習会受講修了者数が29人となった。 

  ・ 看護師養成所８校10課程に対し運営費を支援、11校13課程に対し教育教材整 

    備を実施した。 

  ・ 看護師等養成所の県内就業率62.1％（H24年度）より低下し56.2％となっ 

    た。 

  ・ 看護教員養成講習会未受講者数19人（H24年度）より増加し21人となった。 

  ・ 薬剤師の復職支援プログラムを作成した。 

  ・ 薬局・医療施設従事薬剤師数1,660人（H24年度）より増加し1,768人となっ 

    た。 

 

 ２）見解 

在宅医療提供体制の整備と医療従事者の確保・養成により、地域における医療連

携体制の充実が一定程度図られた。 

 

 ３）目標の継続状況 

  ☑ 平成28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

  □ 平成28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 



３．事業の実施状況

(事業№ 1 )

事業の区分

【総事業費】

363,000千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

その他

・多職種協働在宅医療モデルチームを各圏域に設置（H28年度）

平成２６年度～平成２８年度
■継続　／　□終了

・多職種協働在宅医療モデルチームを各圏域に設置済
・各圏域の多職種協働在宅医療モデルチーム数が初年度の１９チームから２
０チームに増加(平成２８年度末現在）

事業の有効
性・効率性

２．居宅等における医療の提供に関する事業

事業名

多職種協働在宅医療モデル事業

県全体

青森県医師会及び各多職種協働在宅医療モデルチーム（主体となる医療機
関）

背景にある医
療・介護ニー
ズ

今後、増加が見込まれる在宅患者等に対して、適切な医療・介護サービスが
供給できるよう在宅医療に係る提供体制の強化が必要

アウトカム指標：
・在宅療養支援診療所数
　93箇所（H26年度）→増加（H29年度）
　 [青森県保健医療計画で設定]

多職種協働による在宅医療を推進するため、県内に数箇所の多職種協働在宅
医療モデルチームを設置し、チームの連絡会議や勉強会の開催、患者の情報
共有のための連携ツール開発（モバイル端末の活用等）、在宅医療に必要な
医療機器及び車両整備、急変時の患者受入れのための病院との連携体制の構
築等の経費に対して補助する。
（補助率）10/10、設備整備費 1/2

事業終了後１年以内のアウトカム指標
・在宅療養支援診療所数が９３か所から９５か所に増加（平成２８年４月１
日現在）

（１）事業の有効性
　　　本事業の実施により、青森県の全域において、モデルチームの活動が
　　促進され、在宅療養診療所数の増加につながると考えられる。

（２）事業の効率性
　　　県医師会を通じた間接補助により実施することにより、県医師会が全
　　体の取りまとめや調整を行うなど、効率的な事業実施に努めている。
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(事業№ 2 )

事業の区分

【総事業費】

2,560千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

その他

今後、増加が見込まれる在宅患者等に対して、適切な医療・介護サービスが
供給できるよう在宅医療に係る提供体制の強化が必要

・在宅歯科医療連携室において、相談・医療機関の紹介をしたほか、在宅歯
科医療機器・歯科支援車の使用方法などについて、地区ごとに研修会を実施
した。
・歯科医療機器貸出件数
　176件（H28年3月末）

２．居宅等における医療の提供に関する事業

事業名

在宅歯科医療連携室整備事業

県全体

県（県歯科医師会委託）

・歯科医療機器貸出件数
　89件（H25年度）→増加（H27年度）

背景にある医
療・介護ニー
ズ

事業の有効
性・効率性

平成２６年度
■継続　／　□終了

アウトカム指標：
・在宅歯科診療の実施数
　患者宅:164、施設:170（H25年度）→増加（H28年度）
　[青森県保健医療計画で設定]

在宅歯科医療を推進するため、県歯科医師会に在宅歯科医療連携室を設置
し、在宅歯科医療希望者の歯科診療所の紹介、在宅歯科医療等に関する相
談、在宅歯科医療を実施しようとする医療機関に対する歯科医療機器等の貸
出の実施にかかる運営費等に対する支援を行う。

事業終了後１年以内のアウトカム指標
・在宅歯科診療の実施数
　患者宅:101件、施設:231件（H27年度）

（１）事業の有効性
　　在宅歯科医療連携室の設置・運営への支援を通じて、在宅歯科診療の相
　談件数及び在宅歯科医療機器の貸出件数の増加により、在宅歯科医療の拡
　大につながっている。

（２）事業の効率性
　　在宅歯科医療連携室を県歯科医師会及び各地区歯科医師会に設置し、歯
　科診療所の紹介、在宅歯科医療等に関する相談、歯科医療機器等の貸出に
　係る事務等を地区ごとに集中的に実施することで、効率的な事業を実施し
　ている。

- 5 -



(事業№ 3 )

事業の区分

【総事業費】

23,000千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

その他

・在宅歯科診療車の配備（H26年度）
　配備済

事業名

在宅歯科診療車整備事業

県全体

県歯科医師会

・在宅歯科診療車の配備（H26年度）

今後、増加が見込まれる在宅患者等に対して、適切な医療・介護サービスが
供給できるよう在宅医療に係る提供体制の強化が必要

背景にある医
療・介護ニー
ズ

事業の有効
性・効率性

平成２６年度
□継続　／　■終了

アウトカム指標：
・在宅歯科診療の実施数
　患者宅:164、施設:170（H25年度）→増加（H28年度）
　[青森県保健医療計画で設定]

在宅寝たきり者等の通院困難な患者の歯科診療に対応できるよう歯科診療車
の配備（1台）に要する経費を補助する。
運用は県歯科医師会が行い、各地区歯科医師会への貸出する。
（補助率）10/10

事業終了後１年以内のアウトカム指標
・在宅歯科診療の実施数
　患者宅:101件、施設:231件（H27年度）

（１）事業の有効性
　　　在宅歯科診療車の配備により、在宅歯科医療連携室において、ポータ
　　ブルユニットを活用した在宅歯科診療の中で課題とされていた高度な治
　　療を可能とすることで、在宅歯科医療機能の強化につながると考えられ
　　る。

（２）事業の効率性
　　　在宅歯科医療連携室の一部分として、在宅歯科診療車を県歯科医師会
　　に設置することで全県的な在宅歯科医療ニーズ及び普及啓発など効率的
　　な事業の実施が可能である。

２．居宅等における医療の提供に関する事業
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(事業№ 4 )

事業の区分

【総事業費】

7,600千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

その他

県全体

県薬剤師会

事業終了後１年以内のアウトカム指標
・６地区で在宅医療を行う医療機関の処方予定麻薬情報や、薬局等における
取扱麻薬在庫情報をオンラインでリアルタイムに共有できるようになった。

今後、増加が見込まれる在宅患者等に対して、適切な医療・介護サービスが
供給できるよう在宅医療に係る提供体制の強化が必要

アウトカム指標：
・在宅医療を行う医療機関の処方予定麻薬情報や、薬局等における取扱麻薬
在庫情報をオンラインでリアルタイムに共有できる地区数

背景にある医
療・介護ニー
ズ

事業の有効
性・効率性

新たに在宅医療を実施しようとする医療機関等の参入促進を図るため、医療
機関、訪問看護ステーション、薬局を含めた衛生材料及び医療用麻薬の受発
注システムを開発し、在庫状況の確認を随時可能とする等、関係者のネット
ワークを構築する。
（補助率）10/10、設備整備費 3/4

・ネットワーク構築地区数
　0か所→6か所（H28年度）

・ネットワーク構築地区数
　0か所→6か所（H28年度）
・システム導入に係る事前検討会を3地区で実施
・先進地視察（5か所）実施

平成２６年度
□継続　／　■終了

（１）事業の有効性
　　　在宅医療を行う医療機関の処方予定麻薬情報や、薬局等における取扱
　　麻薬在庫情報をオンラインでリアルタイムに共有できることにより、多
　　岐にわたる在宅医療のニーズに対応することができるようになった。衛
　　生材料についても同様。

（２）事業の効率性
　　　県内全域をカバーするオンラインの１つのネットワークシステムを構
　　築することで、効率的に事業を実施することができた。

２．居宅等における医療の提供に関する事業

事業名

衛生材料及び医療用麻薬使用適正化普及事業
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(事業№ 5 )

事業の区分

【総事業費】

10,000千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

その他

背景にある医
療・介護ニー
ズ

事業の有効
性・効率性

（１）事業の有効性
　　　訪問看護に関するデータが不足していたことから、実態調査の実施
　　により、県内の訪問看護の現状把握に努めており、今後の具体的な
　　事業内容を検討することができる。

（２）事業の効率性
　　　今後、実態調査の結果から抽出された課題に対して、事業を実施
　　していくことにより、効率的な事業の実施ができる。

・診療所・訪問看護ステーション実態調査（H28.1）
・訪問看護推進協議会設置・開催（H28.2）
・訪問看護に関する研修会開催（H28.3）

・訪問看護推進協議会の設置

アウトカム指標：
・訪問看護ステーション従事者数（保健師、助産師、看護師、准看護師数）
　403人（H22年度）→増加（H32年度）

訪問看護ステーションを支援する訪問看護推進協議会（仮）の設置、実態調
査及び訪問看護ステーションの普及・啓蒙活動を支援する。

２．居宅等における医療の提供に関する事業

事業名

訪問看護推進事業

県全体

県（全日本病院協会青森県支部委託）

平成２６年度
■継続　／　□終了

今後、増加が見込まれる在宅患者等に対して、適切な医療・介護サービスが
供給できるよう在宅医療に係る提供体制の強化が必要

事業終了後１年以内のアウトカム指標
・訪問看護ステーション従事者数
　403人（H22年度）→564人（H26年度）
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(事業№ 1 )

事業の区分

【総事業費】

87,604千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

その他

病床の機能分化・連携を推進するため、それぞれの医療機能を担う医療従事
者の確保が必要

アウトカム指標：
・医師臨床研修マッチング数
　71名（H26年度）→増加（全国平均採用率全国平均以上）
　（マッチング率　H25年度：全国76.07％、本県54.20％）
　[青森県保健医療計画で設定]

事業の有効
性・効率性

（１）事業の有効性
　　　本事業の実施により、本県の医師不足が解消されていくものと考え
　　られる。

（２）事業の効率性
　　　医療薬務課内に専従職員を配置し、効率的な事業実施に努めている。

事業終了後１年以内のアウトカム指標
・医師臨床研修マッチング数
　H28年度：76名（全国平均採用率には至っていない）
　（マッチング率　H27年度：全国78.60％、本県61.38％）

地域医療に従事する医師のキャリア形成の支援と一体的に、医師不足病院へ
の医師の配置等を行うための地域医療支援センターの運営を行う。

・臨床研修病院合同説明会の訪問者数：８５人
・レジナビフェアの訪問者数：２４９人

・臨床研修病院合同説明会の訪問者数：８０人
・レジナビフェアの訪問者数：２００人

背景にある医
療・介護ニー
ズ

３．医療従事者の確保に関する事業

事業名

地域医療支援センター運営事業

県全体

県

平成２６年度
■継続　／　□終了
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(事業№ 2 )

事業の区分

【総事業費】

27,000千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

その他

アウトカム指標：
・地域循環型良医育成システムの構築
・へき地医療拠点病院の常勤医師数
　84名（H25年度）→増加（H29年度）

事業の有効
性・効率性

・大学と協議した結果、H28年度事業開始としたため事業未実施

事業終了後１年以内のアウトカム指標
・大学と協議した結果、H28年度事業開始としたため事業未実施

弘前大学医学部地域枠卒業生をはじめ、青森県内で勤務する医師が、県内で
臨床研修や病院・診療所で勤務しながら、医師としてのスキルアップが図れ
るよう、卒前教育、臨床研修、病院・診療所勤務のスキルアッププログラム
の研究開発等を行う。

（１）事業の有効性
　　　県内で勤務する医師が、臨床研修や病院・診療所で勤務しながら、医
　　師としてのスキルアップが図られる

（２）事業の効率性
　　　弘前大学でスキルアッププログラムの研究開発を行うことにより、県
　　内の医師確保につながる。

寄附講座の設置：１講座

事業名

地域で活躍する良医育成推進事業

県全体

県、弘前大学医学部附属病院

平成２６年度
■継続　／　□終了

病床の機能分化・連携を推進するため、それぞれの医療機能を担う医療従事
者の確保が必要

３．医療従事者の確保に関する事業

背景にある医
療・介護ニー
ズ
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(事業№ 3 )

事業の区分

【総事業費】

82,200千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

その他

（１）事業の有効性
    　県内の分娩取扱施設に対して補助を実施することにより、処遇改善に
　　よる産科医の確保を図ることができるものと考える。

（２）事業の効率性
　　　事業の実施により、効率的に医療機関の人件費負担を軽減でき、各医
　　療機関が産科医確保に積極的な姿勢を保持できると考えられる。

事業の有効
性・効率性

県全体

産科を有する病院、診療所、助産所

事業終了後１年以内のアウトカム指標
・産科医及び産婦人科医数（H26時点、人口10万人対）7.9人
　全国平均（H26時点、人口10万人対）8.7人

病床の機能分化・連携を推進するため、それぞれの医療機能を担う医療従事
者の確保が必要

・20施設において産科医に対する分娩手当の支給を実施

３．医療従事者の確保に関する事業

事業名

産科医等確保支援事業

背景にある医
療・介護ニー
ズ

平成２６年度
■継続　／　□終了

産科を有する病院、診療所及び助産所において、分娩を取り扱う医師が分娩
手当を支給されている場合、その一部を補助する。
（補助率）1/3

・産科医に対する分娩手当支給施設数（補助金交付施設数）
　20施設

アウトカム指標：
・産科医及び産婦人科医数（人口10万人対）
　7.1（H24.12.31現在）→全国平均を目指した増加（H29年度）
　[青森県保健医療計画で設定]
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(事業№ 4 )

事業の区分

【総事業費】

1,920千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

その他

アウトカム指標
・小児科医療に係る病院勤務医数（人口10万人対）
　7.3（H23.10.1現在）→増加（H29年度）
　[青森県保健医療計画で設定]

病床の機能分化・連携を推進するため、それぞれの医療機能を担う医療従事
者の確保が必要

事業終了後１年以内のアウトカム指標
・小児科医療に係る病院勤務医数（H26時点、人口10万人対）7.5人

３．医療従事者の確保に関する事業

事業名

新生児医療担当医確保支援事業

県全体

産科を有する病院、診療所、助産所

背景にある医
療・介護ニー
ズ

事業の有効
性・効率性

平成２６年度
■継続　／　□終了

産科を有する病院、診療所及び助産所において分娩を取り扱った際に、新生
児担当医に手当てを支給している医療機関を対象として、その手当ての一部
を補助する。
（補助率）1/3

・新生児医療担当医に対する分娩手当支給施設数（補助金交付施設数）
　2施設

・2施設において、新生児小児科医に対する分娩手当の支給を実施

（１）事業の有効性
　　　県内の分娩取扱施設２か所に対して補助を実施したことにより、処遇
　　改善による新生児医療担当医の確保を図ることができるものと考える。

（２）事業の効率性
　　　事業の実施により、効率的に医療機関の人件費負担を軽減でき、各医
　　療機関が新生児医療担当医確保に積極的な姿勢を保持できると考えられ
　　る。
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(事業№ 5 )

事業の区分

【総事業費】

10,067千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

その他

病床の機能分化・連携を推進するため、それぞれの医療機能を担う医療従事
者の確保が必要

・感染症医療従事者専門研修に感染症指定医療機関の医療従事者6名を派遣

３．医療従事者の確保に関する事業

事業名

新興・再興感染症対策強化事業

県全体

県

事業終了後１年以内のアウトカム指標
・一類感染症に対応できる医療従事者数
　専門研修への派遣により10名育成（平成26年度5名、平成27年度5名）

背景にある医
療・介護ニー
ズ

事業の有効
性・効率性

（１）事業の有効性
　　　本県の感染症指定医療機関の医療従事者等に対し、一類感染症等に対
　　応するための専門的な知識や技術を習得させたことにより、本県で感染
　　者が発生した際は、適切かつ迅速な対応を図り、当該感染症のまん延を
　　防止できるものと考える。

（２）事業の効率性
　　　県内の医療従事者等を対象に新興・再興感染症対策研修を実施し、1回
　　の研修で約80名が参加したほか、各感染症指定医療機関で、治療の最前
　　線に立つこととなる医療従事者6名については、県外の研修機関へ派遣
　　し、より専門的な知識を習得させた。
　　　以上により、限られた予算の範囲内で、効率的に感染症患者の移送か
　　ら治療までに関わる、県内の医療従事者等全体の知識の底上げを図るこ
　　とができたものであると考える。

県全体の感染症対策の強化を図るため、一類感染症等の診断、治療等が可能
な人財育成及び機器整備を行うとともに、新興・再興感染症対策ネットワー
クを構築する。
・専門的な医療機関、研究機関への派遣等
・二類感染症等の対応に関する研修会の開催
・感染症指定医療機関におけるネットワーク会議の開催
・感染症対策ブラッシュアップ研修会の開催

アウトカム指標
・一類感染症に対応できる医療従事者数
　0人（H25年度）→8人（H28年度）

平成２６年度～平成２８年度
■継続　／　□終了

・感染症医療従事者専門研修に感染症指定医療機関の医療従事者6名を派遣
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(事業№ 6 )

事業の区分

【総事業費】

14,986千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

その他

事業終了後１年以内のアウトカム指標
・県内の医療施設に従事する女性医師
　H26年度 391人

事業名

女性医師等就労支援事業

県全体

県（県医師会委託）、病院

アウトカム指標
・県内の医療施設に従事する女性医師
　369人（H24年度）→増加（H29年度）

病床の機能分化・連携を推進するため、それぞれの医療機能を担う医療従事
者の確保が必要

背景にある医
療・介護ニー
ズ

事業の有効
性・効率性

平成２６年度
■継続　／　□終了

・女性医師相談窓口（青森県医師会設置）への相談等件数
　82件（H25年度）→増加（H28年度）

・女性医師相談窓口（青森県医師会設置）への相談等件数
　82件（H25年度）→65件（H27年度）

出産・育児及び離職後の再就業に不安を抱える女性医師等のための受付・相
談窓口の設置・運営、復職研修や就労環境改善の取組を行うための経費に対
する支援を行う。
（補助率）1/2

（１）事業の有効性
  　　女性医師等から寄せられる各種相談を通じて、特に離職が多いとされ
　　る子育て時期の女性医師の離職防止や就労支援につながると考えられ
　　る。

（２）事業の効率性
　　　相談窓口の周知が進むに連れ、相談件数も増加することで、効率的な
　　事業の実施となる。

３．医療従事者の確保に関する事業
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(事業№ 7 )

事業の区分

【総事業費】

2,700千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

その他

県全体

県

平成２６年度
■継続　／　□終了

病床の機能分化・連携を推進するため、それぞれの医療機能を担う医療従事
者の確保が必要

アウトカム指標
・看護職員離職率 　8.5％（H25年度）→3.9％（H32年度）
・医療施設従事者医師数　184.5人（H24年度）→増加

背景にある医
療・介護ニー
ズ

事業の有効
性・効率性

事業終了後１年以内のアウトカム指標
・看護職員離職率　8.5％（H25年度）→8.3％（H26年度）
・医療施設従事者医師数　184.5人（H24年度）→193.3（H26年度）

・本事業により勤務環境改善に取り組む医療機関数
　0（H25年度）→10（H29年度）

・本事業により勤務環境改善に取り組む医療機関数
　１施設

医師・看護師等の医療従事者の離職防止・定着促進を図ることを目指し、
PDCAサイクルを活用して勤務環境改善に向けた取組を行うための仕組みを活
用して勤務環境改善に取り組む各医療機関に対して総合的・専門的な支援を
行うために設置される「医療勤務環境改善支援センター」を運営する。

（１）事業の有効性
　　　本事業の実施により、本県の医療従事者の確保、定着につながるもの
　　と考えられる。

（２）事業の効率性
　　　各医療機関において勤務環境の改善に取組むに当たり、センターが総
　　合的に支援を行うことで、効率的に県内医療機関の勤務環境改善が図ら
　　れると考えられる。

３．医療従事者の確保に関する事業

事業名

医療勤務環境改善支援センター運営事業
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(事業№ 8 )

事業の区分

【総事業費】

8,375千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

その他

平成２６年度
■継続　／　□終了

休日・夜間に輪番制によって小児科医による小児救急医療体制を整備する事
業に対し運営費を補助する。
（補助率）2/3

輪番に参加する病院数：４施設を維持

（１）事業の有効性
　　　小児救急医に係る二次輪番制を実施している津軽地域の病院に対して
　　運営費を補助することで、津軽地域の小児救急医療体制の確保が図られ
　　ている。

（２）事業の効率性
　　　協議会における協議により決定した当番日数に応じて運営費（給与費
　　及び報償費）を補助していることで、限られた予算の範囲内で効率的に
　　小児救急二次輪番体制を維持している。

アウトカム指標
・輪番体制による小児救急患者受入体制整備数
　1地域（H25年度現在）→継続

病床の機能分化・連携を推進するため、それぞれの医療機能を担う医療従事
者の確保が必要

事業終了後１年以内のアウトカム指標
・輪番体制による小児救急患者受入体制整備数
　１圏域で体制を継続している。

背景にある医
療・介護ニー
ズ

事業の有効
性・効率性

輪番に参加する病院数：４施設を維持

３．医療従事者の確保に関する事業

事業名

小児救急医療体制整備事業

県全体

小児救急医二次輪番病院
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(事業№ 9 )

事業の区分

【総事業費】

8,387千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

その他

事業終了後１年以内のアウトカム指標
・子どもの救急搬送件数（H27年度）　1,580人

・一相談日あたりの相談件数
　14.7件（H28年3月現在）に増加

・一相談日あたりの相談件数
　9.3人（H25年度）→12.9人（H28年度）
　[青森県保健医療計画で設定]

（１）事業の有効性
　　　保護者が緊急に医療機関を受診すべきかどうか判断できるよう支援
　　し、保護者の不安軽減と小児救急医療体制の構築が困難な地域を補完
　　することができる。

（２）事業の効率性
　　　これまで以上に相談電話の周知を図るなどにより相談件数が増えて
　　おり、効率的な事業実施となっている。

保護者の不安解消と小児救急医療体制の補完を目的として小児救急医療電話
相談（#8000）を実施する。

３．医療従事者の確保に関する事業

病床の機能分化・連携を推進するため、それぞれの医療機能を担う医療従事
者の確保が必要

アウトカム指標
・子どもの救急搬送件数
　1,358件（H25年度）→減少（H29年度）
　[青森県保健医療計画で設定]

背景にある医
療・介護ニー
ズ

事業の有効
性・効率性

事業名

小児救急電話相談事業

県全体

県

平成２６年度
■継続　／　□終了
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(事業№ 10 )

事業の区分

【総事業費】

60,000千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

その他

アウトカム指標

背景にある医
療・介護ニー
ズ

事業の有効
性・効率性

・多機能型車両を2台（大鰐町、今別町）整備。
・多機能型車両配置数の増加（H26年度）
　２台増加

・多機能型車両配置数の増加（H26年度）

（１）事業の有効性
　　　医療機関への通院等が困難な在宅医療患者等に対する訪問診療及び地
　　域へ出向いての保健指導等を行うことにより、在宅患者の健康管理や病
　　状の異変を把握しやすくなり、適切な処置が可能となる。

（２）事業の効率性
　　　整備した車両・搭載機器類を町及び町内の病院・診療所の双方で活用
　　することにより、限られた資源を有効活用でき、効率的に運用出来る。

事業終了後１年以内のアウトカム指標

広い県土の無医地区や準無医地区等において、自治体病院・診療所と市町村
が連携し、地域を巡回して診療、訪問診療、健康指導等を行うための多機能
型車両を整備する。
（補助率）3/4

事業名

へき地等における医療連携ツール整備事業

県全体

自治体病院・診療所を有する市町村

平成２６年度
□継続　／　■終了

病床の機能分化・連携を推進するため、それぞれの医療機能を担う医療従事
者の確保が必要

３．医療従事者の確保に関する事業
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(事業№ 11 )

事業の区分

【総事業費】

360,000千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

その他

県全体

医療機関

・新設又は拡充施設数　3施設（H26年度）

病床の機能分化・連携を推進するため、それぞれの医療機能を担う医療従事
者の確保が必要

事業終了後１年以内のアウトカム指標
・看護職員離職率
　8.5％(H25年度)→8.3％（H26年度）

３．医療従事者の確保に関する事業

事業名

病院内保育所施設整備事業

背景にある医
療・介護ニー
ズ

事業の有効
性・効率性

・新設又は拡充施設数
　2施設が実施

アウトカム指標
・看護職員離職率
　8.5％（H25年度）→3.9％（H32年度）
　[青森県看護師等サポートプログラムで設定]

平成２６年度
□継続　／　■終了

医療従事者の勤務環境を改善するため、院内保育所を新たに整備又は拡充す
る場合の施設・設備整備に要する経費を補助する。
（補助率）1/3

（１）事業の有効性
　　　病院内保育所の施設整備により、離職防止や働き続けられる職場環境
　　につながり、医療従事者等の勤務環境の改善を図ることができる。

（２）事業の効率性
　　　病院内保育所が設置されることにより、子どもの保育等のために就業
　　できなかった医療従事者が復職することにより、医療従事者の確保につ
　　ながる。
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(事業№ 12 )

事業の区分

【総事業費】

29,355千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

その他

・ドクターズアシスタントの配置
　0人（H25年度）→22人（H26年度）

病床の機能分化・連携を推進するため、それぞれの医療機能を担う医療従事
者の確保が必要

・ドクターズアシスタントを配置
　19名（H28年2月）

３．医療従事者の確保に関する事業

事業名

ドクターズアシスタント導入事業

県全体

弘前大学医学部附属病院

背景にある医
療・介護ニー
ズ

事業の有効
性・効率性

平成２６年度
□継続　／　■終了

アウトカム指標

弘前大学医学部附属病院におけるドクターズアシスタント（医師事務作業補
助者）の導入を支援する。
（補助率）1/2

事業終了後１年以内のアウトカム指標

（１）事業の有効性
　　　ドクターズアシスタントの配置により、医師の負担軽減が図られ、医
　　療の質の向上や医師の定着・確保につながる。

（２）事業の効率性
　　　広く県内の医療機関に医師を派遣している弘前大学に補助することに
　　より、県内の医師確保につながることから、効率的な事業であると考え
　　る。
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(事業№ 13 )

事業の区分

【総事業費】

29,506千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

その他

３．医療従事者の確保に関する事業

事業名

新人看護職員研修事業

県全体

新人看護職員研修を実施する病院

平成２６年度
■継続　／　□終了

背景にある医
療・介護ニー
ズ

事業の有効
性・効率性

・対象30病院において研修を実施
・事業実施施設の新人看護職員数363人（H27年度）

・新人看護職員研修事業参加職員数
　事業実施施設の新人看護職員数375人（H25年度）→増加（県内就業新人看
護職員の70％）[青森県保健医療計画で設定]

事業終了後１年以内のアウトカム指標
・新人看護職員離職率
　8.7％（H25年度）→8.1％（Ｈ26年度）

医療の安全の確保、看護職員の離職防止等のため、医療機関等が行う新人看
護職員研修に要する経費を補助する。
（補助率）1/2

（１）事業の有効性
　　　各医療機関において、新人看護職員研修の実施体制が整備されて
　　きており、新人看護職員の知識及び技術の向上や医療安全の確保、
　　離職防止を図ることができる。

（２）事業の効率性
　　　県で直接研修会を開催せずに研修を行う病院に対して支援すること
　　で、多数の病院において研修できる仕組みとなっている。

病床の機能分化・連携を推進するため、それぞれの医療機能を担う医療従事
者の確保が必要

アウトカム指標
・新人看護職員離職率　8.7％（H25年度）→2.7％（H32年度）
　[青森県看護師等サポートプログラムで設定]
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(事業№ 14 )

事業の区分

【総事業費】

2,982千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

その他

３．医療従事者の確保に関する事業

事業名

看護職員資質向上推進事業

県全体

県（県看護協会委託）

平成２６年度
■継続　／　□終了

病床の機能分化・連携を推進するため、それぞれの医療機能を担う医療従事
者の確保が必要

背景にある医
療・介護ニー
ズ

事業の有効
性・効率性

事業終了後１年以内のアウトカム指標
・看護師等学校養成所の卒業生県内就業率
　62.1％（H24年度）→56.2％（H26年度）

・保健師助産師看護師実習指導者講習会受講修了者数
　29人

・保健師助産師看護師実習指導者講習会受講修了者数
　32人／年維持（受講定員40人の８割）

医療機関における実習指導者を対象として保健師助産師看護師実習指導者講
習会を開催し、効果的な実習指導等ができるように必要な知識・技術を習得
させる。

（１）事業の有効性
　　　医療機関の看護師等が実習指導における必要な知識・技術を習得する
　　機会となっており、看護学生に対して効果的な実習指導を実施できる
　　ことができる。

（２）事業の効率性
　　　本事業は、受講者の募集や講師の選定等、各種研修の実施実績がある
　　公益社団法人青森県看護協会に委託して実施しており、効率的な運営に
　　努めている。

アウトカム指標
・看護師等学校養成所の卒業生県内就業率
　62.1％（H24年度）→76.0％（H32年度）
　[青森県看護師等サポートプログラムで設定]
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(事業№ 15 )

事業の区分

【総事業費】

53,434千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

その他

県全体

弘前大学医学部附属病院

アウトカム指標
・看護職員離職率
　8.5％（H25年度）→3.9％（H32年度）
　[青森県看護師等サポートプログラムで設定]

病床の機能分化・連携を推進するため、それぞれの医療機能を担う医療従事
者の確保が必要

業終了後１年以内のアウトカム指標
・看護護職員離職率
　8.5％（H25年度）→8.3％（H26年度）

背景にある医
療・介護ニー
ズ

事業の有効
性・効率性

・地域の看護職の研修参加者数
　20人/年間

・地域の看護職の研修参加者数
　60人

平成２６年度～平成２７年度
□継続　／　■終了

弘前大学医学部附属病院における研修室を改修し、研修設備の充実を図ると
ともに、地域の看護職員等を対象とした研修プログラムを構築・実施する。
（補助率）施設改修費 1/2、研修費 10/10

（１）事業の有効性
　　　看護職員の研修に必要な設備等の工事を実施しており、今後、研修
　　が開始されることにより、看護職員の実践力の向上を図ることができ
　　る。

（２）事業の効率性
　　　本事業の実施主体は、弘前大学医学部附属病院であり、臨床及び教育
　　を併せ持った機関であり、効果的で充実した研修を実施することができ
　　る。

事業名

看護職員等実践力向上支援事業

３．医療従事者の確保に関する事業

- 23 -



(事業№ 16 )

事業の区分

【総事業費】

35,800千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

その他

平成２６年度～平成２８年度
■継続　／　□終了

病床の機能分化・連携を推進するため、それぞれの医療機能を担う医療従事
者の確保が必要

アウトカム指標
・看護職員離職率
　8.5％（H25年度）→3.9％（H32年度）
　[青森県看護師等サポートプログラムで設定]

背景にある医
療・介護ニー
ズ

事業の有効
性・効率性

・看護師等就職相談会の実施
　参加学生数　52名

事業終了後の１年以内のアウトカム指標
・看護職員離職率
　8.5％（H25年度）→8.3％（H26年度）

看護師等の魅力や職場に関する情報発信による看護職員確保のためのキャン
ペーンを実施するとともに、離職看護師の就業支援等に対応するため、ナー
スセンターの機能を強化をする。

（１）事業の有効性
　　　ナースセンターの周知により、利用率の向上を図っている。また、
　　ナースセンターのホームページを開設し、今後、内容を充実させる
　　ことで県内医療機関等の情報を発信し、県内への就業者数の増加が
　　期待できる。

（２）事業の効率性
　　　ナースセンターの委託先である公益社団法人青森県看護協会と連携
　　し、効率的な実施に務めている。

・看護師等就職相談会における参加学生数　50名

事業名

あおもりを担う看護職員の育成・確保・定着推進事業

県全体

県（一部、県看護協会委託）

３．医療従事者の確保に関する事業
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(事業№ 17 )

事業の区分

【総事業費】

89,057千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

その他

病床の機能分化・連携を推進するため、それぞれの医療機能を担う医療従事
者の確保が必要

アウトカム指標
・養成学校卒業生の県内就職率　62.1％（H24年度）→76.0％（H32年度）
　[青森県看護師等サポートプログラムで設定]
・看護教員養成講習会未受講者　19人（H25年度）→0人（H32年度）
　[青森県看護師等サポートプログラムで設定]

背景にある医
療・介護ニー
ズ

事業の有効
性・効率性

・支援する看護師等養成所の数：8校10課程

事業終了後の１年以内のアウトカム指標
・養成学校卒業生の県内就職率
　62.1％（H24年度）→56.2％（H26年度）
・看護教員養成講習会未受講者
　19人（H24年度）→21人（H26年度）

・支援する看護師等養成所の数：7校9課程

看護師等確保対策の一環として、看護師等養成所の教育内容の向上及び運営
の適正化を図ることを目的に、専任教員の人件費、生徒経費等運営に必要な
経費について補助する｡
また、看護師等の県内就業促進のため、卒業生の県内就職率に応じた支援を
行う。
（補助率）10/10

（１）事業の有効性
　　　看護師等養成所が安定的な運営ができることにより、質の高い教育
　　環境を整備することができ、看護学生の教育内容の充実を図ることが
　　できる。

（２）事業の効率性
　　　看護師等養成所の教育環境の充実を図ることにより、質の高い看護師
　　の育成、輩出につながる。

事業名

看護師等養成所運営費補助

県全体

看護師等養成所

平成２６年度
■継続　／　□終了

３．医療従事者の確保に関する事業
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(事業№ 18 )

事業の区分

【総事業費】

52,000千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

その他

・養成学校卒業生の県内就職率
　62.1％（H24年度）→76.0％（H32年度）
　[青森県看護師等サポートプログラムで設定]

背景にある医
療・介護ニー
ズ

事業の有効
性・効率性

事業終了後の１年以内のアウトカム指標
・養成学校卒業生の県内就職率
　62.1％（H24年度）→56.2％（H26年度）

・対象9校11課程において教育教材整備を実施

・教育教材整備実施数　11校13課程

看護師等養成所における研修設備等の充実に要する経費を補助する。
（補助率）1/2

（１）事業の有効性
　　　これまで整備や更新ができなかった教育教材を整備することができ、
　　看護学生に対する教育環境の向上を図ることができる。

（２）事業の効率性
　　　教育教材の整備による研修設備の充実に伴い、教育環境の維持・向上
　　が図られ、効率良く看護師を養成することができる。

事業名

看護師等養成所教育教材整備事業

県全体

看護師等養成所

平成２６年度
□継続　／　■終了

病床の機能分化・連携を推進するため、それぞれの医療機能を担う医療従事
者の確保が必要

３．医療従事者の確保に関する事業
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(事業№ 19 )

事業の区分

【総事業費】

4,300千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

その他

県全体

県薬剤師会

平成２６年度
□継続　／　■終了

病床の機能分化・連携を推進するため、それぞれの医療機能を担う医療従事
者の確保が必要

アウトカム指標
・薬局・医療施設従事薬剤師数
　1,660人（H24年度）→増加（H29年度）

３．医療従事者の確保に関する事業

・復職支援プログラムの作成

・復職支援プログラムを作成した

事業終了後の１年以内のアウトカム指標
・薬局・医療施設従事薬剤師数
　1,660人（H24年度）→1,768人（H26.12.31現在）

地域医療を担う薬剤師の増加・定着を図るため、過疎地域への薬剤師の派遣
調整等を実施する薬剤師バンクを設置するとともに、主に復職を機能する女
性薬剤師向けの復職支援プログラムを作成する。
また、未就業薬剤師（女性薬剤師含む。）の復職支援のため、実習薬局の斡
旋や実習費助成等を行う。
（補助率）10/10

（１）事業の有効性
　　　作成したプログラムの内容は充実しており、受講者からも好評であっ
　　た。今後県薬剤師会が継続して実施することとしており、薬剤師の掘り
　　起こしにつながるものと考えられる。

（２）事業の効率性
　　　作成したプログラムを今後も活用できるため、県内において復職を希
　　望する薬剤師の復職に対して効率のよい支援が可能となった。

事業名

薬剤師確保対策事業

背景にある医
療・介護ニー
ズ

事業の有効
性・効率性
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